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I．成果の概要  

課題名  SII-2-1 海洋プラスチックごみの沿岸～地球規模での海洋中の分布状況及び動態に

関する実態把握及びモデル化 

課題代表者名 磯辺 篤彦 （国立大学法人 九州大学 応用力学研究所 教授） 

 

 

研究実施期間 平成３０年度～令和２年度 

       但し、新型コロナウィルスの影響のため、令和３年度まで延長 

  

研究経費  

103,330千円（合計額） 

（各年度の内訳：H30年度：29,995千円、R1年度：37,026千円、R2年度：36,309千円）                    

 

研究体制 

（サブテーマ１） 

地球規模でのプラスチック循環モデルの構築と将来予測   

（国立大学法人九州大学）（JPMEERF18S20201） 

（サブテーマ２） 

海洋プラスチックごみの大洋内及び大洋間動態の物理過程のモデル化   

（国立大学法人東京大学）（JPMEERF18S20202） 

（サブテーマ３） 

海洋プラスチックゴミの沿岸海洋における動態解明とモデル化   

（国立大学法人愛媛大学）（JPMEERF18S20203） 

（サブテーマ４） 

海洋プラスチックごみの循環モデルに要するパラメタリゼーションの研究   

（国立大学法人東京大学）（JPMEERF18S20204） 

 

研究協力機関 

なし 

 

本研究のキーワード 海洋プラスチック、マクロプラスチック、マイクロプラスチック、粒子追跡モ

デル、トレーサー追跡モデル、沈降フラックス  
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１．はじめに（研究背景等） 

海洋プラスチックごみによる生態系を含む海洋環境への影響が国際的に懸念されており、海洋ごみ

問題は国際社会に課せられた地球的課題となっている。2016年1月の世界経済フォーラム（ダボス会

議）において、毎年少なくとも800万トン分のプラスチックが海に流出していること、2050年までに海

洋中に存在するプラスチックの量が魚の量を上回る試算になること等が報告された。また、ダボス会議

に先立ち開催された2015年G7エルマウ・サミットの首脳宣言では、生態系への影響等が懸念されるマイ

クロプラスチック(プラスチックゴミが破砕した微細片; < 5mm程度の大きさで定義)を含む海洋ごみが

世界的課題であるとの認識が共有され、同附属書「海洋ごみ問題に対処するためのG7行動計画」におい

て、G7各国の優先取組課題の一つとして「海洋ごみ問題に取り組むための追加的な研究構想・戦略に対

する支援及び要請」が挙げられた。続く2016年のG7伊勢志摩サミットや富山環境大臣会合、2017年６月

のボローニャ環境大臣会合においても、上述のG7行動計画及びその効率的な実施の重要性等について再

確認された。さらに、2017年７月に開催されたG20ハンブルクサミットや同年６月の国連海洋会議、さ

らには我が国におけるプラスチック資源循環戦略においても、海洋ごみの調査研究の重要性が指摘され

たところである。 

 我が国における海洋プラスチック汚染研究は、いくつかの先駆的研究を基盤としつつ、環境省環境研

究総合推進費（【4-1502】沿岸から大洋を漂流するマイクロプラスチックスの動態解明と環境リスク評

価）によって初めて総合的な形で推進された。その中では、南極海にもマイクロプラスチックが漂流す

る事実を世界で初めて確認し、またマイクロプラスチックの輸送シミュレーションの開発にも先鞭をつ

けて、我が国の海洋プラスチック汚染研究が世界をリードしていることを十分に示すものであった。し

かし、同時に当研究プロジェクトは、海洋プラスチック汚染に関して新たに取り組むべき課題を抽出す

るものであった。最も重要な課題の一つは、「海洋プラスチック循環モデル（シミュレーション）」の

確立である。海洋プラスチックごみは、海流や波浪に運ばれるだけではない。微細片にまで破砕する過

程、海岸との交換過程、生物に取り込まれる過程、生物付着によって（あるいはデトリタスに含まれる

ことで）海底に沈降する過程、そして高緯度では海氷に取り込まれる過程等で、海洋における浮遊濃度

が決まる。これら諸過程を通じた海洋プラスチック循環を総合的・有機的に含むモデリングが、海洋プ

ラスチック汚染の現況再現や将来予測には必須であろう。 

 

２．研究開発目的 

以上のような背景を鑑みて、本研究テーマでは、海洋プラスチック汚染の現況把握や将来予測に資

するべく、海洋プラスチックごみ（主にマイクロプラスチック）の数値輸送モデル（シミュレーショ

ン）を構築する。モデルは海流や波浪による物理的な輸送過程に加えて、海岸との交換過程や、生物付

着に伴う沈降等を表現する海洋プラスチック循環の諸過程を組み込んでいく。そのために、例えば生物

への取り込み速度や下層への沈降率など、海洋プラスチック循環の諸過程をパラメタライズする循環素

過程の研究を行う。数値海洋プラスチック循環モデルを構築し、二世代程度（～50年程度）における全

球（極域を含む全海洋）でのマイクロプラスチックの浮遊濃度を予測する。 

予測結果は適宜テーマ２へと受け渡され、共同で海洋生態系への影響評価に供される。また、テーマ３

による高度化された海洋観測結果(これまで観測されてきた数百μmよりも微小なサイズの観測や、中層

海洋での観測)と比較検証することで、海洋に浮遊するマイクロプラスチックの存在量の把握に努め

る。 

得られた知見・成果は、国内における各種海洋ごみ施策・対策に有効に活用するのみならず、様々な国

際的な枠組み等を通じて、海洋プラスチックごみの主要排出国である東アジア・東南アジア地域をはじ

め世界各国・国際機関に積極的に情報発信・普及啓発を行い、これらの活動を通じて、地球規模での海

洋プラスチックごみの実態把握や対策の推進に貢献する。 
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３．研究目標 

 

全体目標 海洋プラスチックごみ（主にマイクロプラスチックを扱う）の数値輸送モデル

（シミュレーション）を構築する。モデルは、廃プラスチックの海域負荷量を

文献値で与え、これらが海岸で破砕され微細片が生成される過程や、海流や波

浪による物理的な輸送に加えて、海岸との交換や、生物付着に伴う沈降等の海

洋プラスチック循環の諸過程を組み込んでいく。これらモデル化のため、生物

への取り込み速度や下層への沈降率など、海洋プラスチック循環の諸過程を定

量化する循環素過程のプロセス研究を行う。 

 

サブテーマ１ 地球規模でのプラスチック循環モデルの構築と将来予測 

サブテーマリー

ダー/所属機関 

磯辺篤彦/ 国立大学法人九州大学 

目標 現場観測や既往研究から推算されるシンク項(沈降や破砕等)や、マイクロプラスチ

ックの生成実験から類推される生成項を組み込んだ海洋プラスチック循環モデル

を、全球を対象に構築し、海域浮遊量の将来予測を行う。 

 

サブテーマ２ 海洋プラスチックごみの大洋内及び大洋間動態の物理過程のモデル化 

サブテーマリー

ダー/所属機関 

升本順夫 / 国立大学法人東京大学 

目標 海洋表層混合層内における混合や拡散の効果、あるいは海面での波浪に伴う輸送等

のパラメタリゼーションの高度化を必要に応じて進め、モデルへの実装を行う。モ

デルを利用して、インドネシア多島海を通過するマイクロプラスチックや、南極海

に至るマイクロプラスチックの、海流輸送を再現するための必要要件を洗い出す。 

 

サブテーマ３ 海洋プラスチックゴミの沿岸海洋における動態解明とモデル化 

サブテーマリー

ダー/所属機関 

日向博文 / 国立大学法人愛媛大学 

目標 本研究ならびに既往の観測データを利用して、海洋モデルに対して、拡散係数など

海洋―海岸交換過程に必要なパラメータを提案する。瀬戸内海における季節変動を

考慮したマイクロプラスチックの輸送モデルを構築し、鉛直方向については海底へ

の堆積速度の見積もりを行う。 

 

サブテーマ４ 海洋プラスチックごみの循環モデルに要するパラメタリゼーションの研究 

サブテーマリー

ダー/所属機関 

小川浩史 / 国立大学法人東京大学 

目標 植物プランクトン凝集物への吸着過程による複数の沈降プロセスを統合した観測お

よび実験を行い、マイクロプラスチックのシンクに対する寄与を評価する。堆積物

へ除去されやすいサイズの存在を検証する。 
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４．研究開発内容 

サブテーマ①は、海洋に浮遊するマイクロプラスチック存在量の変遷を50年後まで予測する。孫世

代である二世代後である。本研究成果によって、健全な海洋生態系を維持する減プラスチック社会の実

現を、社会に訴求しやすいであろう。ミニマム・サクセスは、マイクロプラスチックに見立てた仮想粒

子を、三次元海洋大循環モデルが与える流速場で輸送するモデルの構築である(本研究では三次元海洋

再解析モデルの上層流速場を利用)。もちろん、海流や波浪に流される単なる粒子追跡モデルではな

く、未知のsinkを「一定期間後における仮想粒子の消失」として組み込む。実海洋の現存量を再現でき

るよう、「一定期間」の値を調整する。実海域の現存量には、推進費4-1502「沿岸から大洋を漂流する

マイクロプラスチックスの動態解明と環境リスク評価(代表：申請者)」が得た、南極海から太平洋や東

アジア海域に至る現存量分布や、あるいは既往研究の観測成果を利用する予定であったが、本研究課題

では、新たに浮遊マイクロプラスチックの全球現存量データセットを構築することにした。この輸送モ

デルには、廃プラスチックの国別海域流出量(現在値と予測値; Jambeck et al.、 2015)に按分させ

て、大河川や海岸からマイクロプラスチックを投入する。海洋プラスチック循環を解明したとは言い難

いが、それでも成果を得ることは確実であり、50年後の浮遊密度予測は、学術的・社会的に一定のイン

パクトを与えるであろう。フル・サクセスは、海洋プラスチック循環モデルの構築と、これを利用した

海域浮遊量の50年予測である。そのために、ミニマム・サクセスで得たマイクロプラスチックの輸送モ

デルに、海岸−海洋間の交換過程、海洋下層への沈降過程、そして漂着プラスチックごみからマイクロ

プラスチックへの生成過程(本サブテーマで実験；研究計画に後述)を組み込んだ、海洋プラスチック循

環モデルを構築する。すなわち本サブテーマは、テーマ1を統括する意味を持つ。 

サブテーマ②は、全球規模でのマイクロプラスチックの分布を得るため、海洋中の物質の分散過程に重

要な役割を果たす中規模渦を十分に表すことができる高解像度海洋大循環モデルの結果を用いる。この

海洋大循環モデルとして地球シミュレータ上で運用されているOFES（OGCM for the Earth Simulator）

モデルを用い、過去と現在の分布シミュレーションを行うとともに、これまでに取得されたマイクロプ

ラスチック観測データとの比較を行い、全球海洋中のどこに、どの程度分布しているのか、特定の海域

のマイクロプラスチックがどこから輸送されたものか、これらの分布が時間とともにどのように変わっ

ていくかを調べる。これによって、各大洋内の輸送に限らず、大洋間の輸送も含めて全球規模の分布と

履歴を明らかにすることが可能となる。一方、現在継続運用中のOFESをマイクロプラスチックの挙動シ

ミュレーションに用いるには、海面において大気から与えられる運動量の取り扱いや海洋表層混合層過

程が不十分であるため、表層鉛直混合過程の見直しや海洋波浪によるストークス輸送等を取り込んだ新

たな輸送シミュレーションモデルを構築する。この過程において、マイクロプラスチックを含む海洋表

層の浮遊ごみの輸送に対する海洋表層の物理プロセスの高度化を図る。さらに、得られたシミュレーシ

ョン結果を領域モデルへの境界条件として与えられるように整備し、サブテーマ①と連携する。また、

サブテーマ③や④により得られる沿岸付近の物理過程や消失項に関するパラメタリゼーション結果を取

り入れられるよう、全球規模の統合的輸送モデルへと拡張する基盤を提供する 

サブテーマ③は、沿岸海洋—砕波帯—海岸間における海洋プラスチックの輸送過程（海岸過程）を岸沖方

向の拡散係数を使ってモデル化する。拡散係数を用いる利点は、計算負荷を増やさずに海岸過程を海洋

モデルに組み込めること、海岸上でのマイクロプラスチック生成量に対して海岸滞留時間制御型のモデ

ル化を可能にする点にある。日本海海岸における漂着プラスチックの劣化度(本研究では劣化・破砕し

たマイクロプラスチック存在量を指標としら)マップを作成する。海岸過程に加え沿岸域の物質輸送に

重要な働きをしているのが河口循環流であり、河川水の影響を受ける沿岸域は一般にROFI (Region Of 

Freshwater Influence) と呼ばれている。本サブテーマでは、ROFI内におけるマイクロプラスチック滞

留時間を明らかにし、沖合とのフラックスを計算するための拡散係数の見積もりを行う。 

サブテーマ④は、海洋表層に浮遊するマイクロプラスチックのシンクの過程として、(1)微細片化、

(2)動物プランクトンへの取込、(3)沈降の3つのプロセスに着目し研究を進める。(1)に関しては、これ

まで観測例が極めて限られている0.35 mm以下のマイクロプラスチックに着目し、その現存量とサイズ

分布を明らかにする。また、大型プラスチック粒子を材料に用いた太陽光紫外線照射実験を行い、紫外
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線分解による微細片化のプロセスの検証を行う。(2)に関しては、現場海水中から採取した動物プラン

クトンの消化管内容物を観察し、マイクロプラスチックの存在頻度を検証する。また、動物プランクト

ンに対するモデルプラスチック粒子の摂餌実験を行い、取り込み量の推定を行う。(3)に関しては、室

内で植物プランクトンブルーム実験を行い、モデルプラスチック粒子を添加し、プランクトン起源粒子

との凝集による沈降過程の検証を行う。また、(1)で調べた海水中のマイクロプラスチックのサイズ分

布を堆積物中から抽出したマイクロプラスチックのサイズ分布と比較することにより、どのようなサイ

ズのプラスチック粒子が選択的に沈降しているか検証する。さらに、(2)で行う動物プランクトンの摂

餌実験から、糞粒に取り込まれたマイクロプラスチックの沈降量を推定する。現場調査としては、セデ

ィメントラップ実験による沈降粒子の捕集を行いマイクロプラスチックの存在の有無を検証する。 

 

５．研究成果  

５－１．成果の概要 

5-1-1. サブテーマ１ 

太平洋における浮遊マイクロプラスチックの粒子輸送モデルを構築し、夏季の日本周辺や北太平洋

中央部でマイクロプラスチック浮遊量が多くなること、廃棄プラスチックの海洋流出がこのまま増え続

けた場合、これらの海域では2030年までに海洋上層での重量濃度が現在の約2倍になること、さらに

2060年までには約4倍となることが示された(図1-4)。特に2060年代に入れば、浮遊する懸濁粒子の中で

マイクロプラスチック重量が最も優占すること、海洋生物がマイクロプラスチックによる環境リスクに

直面する可能性のある、浮遊濃度1 mg/m3を超える海域が現れることがわかった(図1-5)。 

 

 

 

 

 

 

浮遊マイクロプラスチックの観測・分析ガイドラインを英文で作成し環境省ウェブサイトで公開し

た。ガイドラインに概ね沿った観測手順で取得された浮遊マイクロプラスチックの曳網調査データを収

集し、また一部は未発表のデータを世界の共同研究者より譲り受け、全球海洋における浮遊量データセ

ットを作成した (サブテーマ１参考文献：Isobe et al., 20218))。本研究のデータは、一般的な衛星

 
図1-４を転記 2016年現在と50年後に海面近くを浮遊するマ
イクロプラスチックの重量濃度(海水1m3あたりの浮遊重量)
分布。左側は2月で右側は8月の分布を示す。最も濃い赤の
トーンは1g/m3以上の重量濃度を示す海域を表している 
Isobe et al., Nat. Comm)。 

 

図1-5を転記 モデルと室内実験の比較。グラ
フのマークは、一つ一つが水生生物を飼育
し、プラスチックビーズを与えた室内水槽実
験の結果で、生物に何らかの影響が発現した
濃度(縦軸)と、ビーズのサイズ(横軸下)に応
じてプロット。青い帯が最も実験数の多かっ
た1-10g/m3の濃度帯であった。グレーのバー
は各濃度桁での実験数(横軸上) Isobe et 
al., (2019, Nat. Comm)。 
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プロダクトを参考にして、生データ、較正データ、処理データ、グリッドデータに分類される。生デー

タ（以下、レベル0データ）は、ほとんどが海表面の曳網調査(0.3mm格子の網による水平引き)によって

得られたもので、単位海水量あたりの粒子数（一部は単位面積あたり）として提供される。まず、品質

管理として、生データは繊維状のマイクロプラスチック（フィラメントと繊維）を除くマイクロプラス

チック（5mm未満）の存在量に較正された（レベル1）。続いて、鉛直混合に由来して海表面での存在量

が変化する不確実性を低減するため、マイクロプラスチック量を海面から無限の深さまで鉛直積分する

ことにより、単位面積当たりの水柱全体にわたる全粒子数（レベル2p）と重量（レベル2w）の処理デー

タを得た（添え字のpとwはそれぞれ粒子数、重量を意味する）。第三に、レベル2pとレベル2wのデータ

を最適補間法を用いて単位面積あたりの粒子数（レベル3p）と重量（レベル3w）に格子化した。本研究

で得たデータセットは全てオープンアクセスのIsobe et al. (2021)8)のSupplementary Dataとして公

開されている。また、独自のウェブでの公開が環境省事業として進行中であり、2023年度中には世界に

向けて公開される予定である。 

例として示す図1-6aはレベル0、図1-6bはレベル1の2次元マップで、米国五大湖で実施されたプロジ

ェクトで得られたマイクロプラスチック量を含んでいる。マイクロプラスチック調査は、米国近海、地

中海や北大西洋東部などのヨーロッパ諸国、そして日本で実施されているが、調査の約46％は北緯30度

から60度の中緯度海域で行われており、インド洋や西太平洋の低緯度海域（それぞれ南緯30度から北緯

30度、東経40度から180度の間）は全体の5％にとどまっている。マイクロプラスチック量を水柱全体で

積分して、観測中の風・波の影響を除去した全粒子数（レベル2p；図1-7a）と重量（レベル2w；図1-

7b）の2次元マップを得た。 

 

 

全球海洋で観測したマイクロプラスチック浮遊量を妥当性評価に用いて、全球海洋のマクロプラス

チックやマイクロプラスチックを同時に扱う粒子追跡実験を行った。海洋プラスチックを、（1）海洋

を漂うマクロプラスチック(=マイクロプラスチックでに破砕する前のプラごみ)、（2）海岸に漂着する

マクロプラスチック、（3）海洋のマイクロプラスチック、（4）海岸に漂着するマイクロプラスチッ

ク、（5）海水より密度の大きいプラスチック片（以下、「重いプラスチック」）、（6）海岸や海洋上

部から除去されたマイクロプラスチックに分類しモデル内で一定の時間スケールで遷移させた。河川と

漁業の両方に由来するマクロプラスチック粒子は、1961年から2017年までの各月初めに年間排出量を12

で割った月別排出量を海洋に放出した。全世界のマクロプラスチック排出量の時系列を1961-2017年の

 

図1-6転記 レベル０(a)と１(b)のマイクロプラスチック量 

 

 

図1-7転記 レベル2p(a)と2w(b)のマイクロプラスチック量 
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全期間にわたって積分すると、総質量は2,530万トンとなった。粒子追跡実験の結果を、海洋のマクロ

プラスチック、海岸のマクロプラスチック、両領域のマイクロプラスチックという4つのカテゴリー

（すなわち、図1-3の1-4）の領域総重量の線形結合に還元させた。遷移の時間スケールは複数の組み合

わせを検討する必要があるが、数千万個の粒子を用いた粒子追跡実験による総当りでは、最適な組み合

わせを見極めるのに不経済な方法となるためである。 

この結果(図1-12転記)、1961年から2017年までに25.3 MT(百万トン)のマクロプラスチックが世界の

海洋に放出された。全世界の海洋プラスチックのうち、最も多いのは断片化が起こった場所に残る重い

プラスチック（9.3 ± 1.6 MT、36.9%）で、次いで上層海域や海岸から除去されたマイクロプラスチッ

ク（29.8%）であった。本研究では、歴史的に除

去されたマイクロプラスチックのうち7.5 ± 

1.7 MTが、その後に世界の海洋と海岸に蓄積さ

れていることが示唆された。海岸のマクロプラ

スチックは海洋プラスチックの3番目に大きな構

成要素（5.9 ± 3.0 MT; 23.4%）であり、海洋

に浮遊するマクロプラスチック（0.7 ± 0.3 

MT; 2.8% ）は海岸のそれと比べておよそ10分の

1であった。同様に、海洋のマイクロプラスチッ

ク（0.8 ± 0.03 MT）と海岸のマイクロプラス

チック（1.0 ± 0.04 MT）はそれぞれ海洋プラ

スチック全体の3〜4%を占めている。 

50年予測計算によれば、プラスチックごみ流出が現状の伸び率を維持すれば、2060年代には漂着・

漂流マクロプラスチックは現在の4倍前後になると予想される。海洋上層に存在する海洋プラスチック

の現存量は100年規模の時間軸で見た場合は平衡状態にあるため、現状の海域マクロプラスチック投入

量を維持した場合は(100%)、浮遊重量も現状のままとなる。30%にまで減じた場合、2030年代には漂

着・漂流量とも現状の1/3程度の平衡状態に落ち着く。たとえ海域投入量を０にしても、それまで蓄積

した海洋プラスチックが海洋上層から姿を消すには時間がかかり、漂着ごみが現状の10%にまで減じる

のは2030年代以降になってからである。 

以上、サブテーマ１では、現場観測や既往研究から推算されるシンク項(沈降や破砕等)生成項を組

み込んだ海洋プラスチック循環モデルを全球を対象に構築し、海域浮遊量の将来予測を行う事で目標を

達成した。マイクロプラスチックデータセット作成と公表は目標以上の成果である。生成実験でマイク

ロプラスチックの生成速度を求めることは、本研究課題では組み入れなかった。線型結合モデルの組み

合わせによって十分な成果が得られたためである。 

 

5-1-2. サブテーマ2 

テーマ1サブテーマ(2)では、高解像度海洋大循環モデルの結果に粒子追跡手法を適用した海洋プラ

スチックごみ輸送モデルを構築し、現実的な海洋プラスチックごみ排出量データをインプットとして与

えた分散シミュレーションをおこなった。このシミュレーション結果を用い、海洋プラスチックごみの

大洋内および大洋間の大規模な移動に寄与する物理過程について検討した。その際、海表面流速の季節

的な変動が顕著であり、また海洋プラスチックごみの大きな供給源と考えられる東アジア・東南アジア

の縁辺海を中心とする太平洋-インド洋域に着目するとともに、南大洋への海洋プラスチックの移動経

路についても考察を行った。 

図2-3に、ある海域で1月または7月に排出された海洋プラスチックごみが10年後にどの海域に移動し

たかの分布を、1989年を初期値とした場合の結果を一例として示す。10年後であっても、多くの海洋プ

ラスチックごみは排出された海域内、あるいは排出海域近傍に留まる傾向が強く、多くは海岸漂着を数

回経験しながら、ゆっくりと移動している。この傾向は、モンスーンによる風の影響を強く受ける海域

 

図1-12転記 線型結合モデルで得た海洋プラスチックの行

方。1961年以降に海域投入された総重量の各カテゴリへの

振り分けを百万トン単位の重量とパーセンテージで示す 
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で顕著であり、季節的な流向変動が大きく、長期平均での実質的な輸送効率が悪くなるためと考えられ

る。特に排出量の多い東シナ海や南シナ海では80%程度が同一海域内に留まっている。流出が顕著と予

想されるインドネシア多島海域でも61〜65%が留まることが分かった。また、東シナ海（インドネシア

多島海）から移動する海洋プラスチッ

クごみは、ほとんどが北太平洋内（南

インド洋亜熱帯域）へと移動するが、

南シナ海からは1月排出分はインド洋側

へ、7月排出分は東シナ海や北太平洋側

へ移動する傾向が見られた。これらの

移動した海洋プラスチックごみの多く

は亜熱帯循環に取り込まれ、一旦亜熱

帯循環に捕捉された海洋プラスチック

ごみは、他の海域へ移動することはほ

とんど無い。 
 

さらに、南大洋で観測された海洋プ

ラスチックごみの輸送経路について、

本サブテーマで構築した分散モデルの

結果からは、海洋循環による直接輸送

の経路を明確に示すことができず、大

気輸送や生物輸送なども含めた統合的

な検討が必要であることが示された。 

 

海洋プラスチックごみ排出量の季節

変動の影響も評価した。特に中緯度域

やモンスーンの影響を強く受ける地域

において、河川流域面積内での降水量

の季節変動が大きいため、海洋プラス

チックごみ排出量にも顕著な季節変動

が見られる。同時に、モンスーンによ

る海流系変動の影響も加わるため、年

平均排出量での計算と異なる可能性が

ある。前述の計算と同様の計算を、排出量の季節変動も考慮して行った1989年1月と7月の結果を図(2)-
4(サブテーマ2の詳細を参照)に示す。排出量に対する移動先分布の割合は一定排出の場合とほとんど変

わらないが、インドネシア多島海では北半球冬季の雨季に、アジア大陸南・東岸域ではモンスーンに伴

う降水が多くなる北半球夏季に排出量が多いことが反映される。そのため、大洋内及び大洋間輸送に対

しては、南シナ海に排出される海洋プラスチックごみに関しては流れ場の影響も無視できないものの、

多くの海域では排出量の季節的な変動が支配的な要素となっていることが分かった。 

 マイクロプラスチックの南極海での浮遊については多くの報告があるものの、輸送経路は未だ不明で

ある。そこで、本研究で開発した海洋プラスチックごみ輸送モデルの結果から、海洋内を通じた輸送経

路の可能性を検討した。海洋プラスチックごみの輸送に影響を及ぼすと考えられるが上記モデルで考慮

されていない、あるいは不十分と考えられる過程として、(a) 中規模渦による粒子分散効果の影響、(b) 
海面波浪によるストークスドリフトの影響、(c) ３次元分散（海洋亜表層の流れ）の影響を考慮した。 

(a)の中規模渦の影響は、OFESが水平解像度0.1度の高解像度のモデルであり、中緯度域においても渦

擾乱は現実的に再現されていることは先行研究において示されている（Masumoto, 2010など）。特に南

極周極流域での中規模渦の再現性は現実的であり、中規模渦の影響を過小評価している傾向は見られな

 

 

図2-3転記: 海洋プラスチックごみの排出量を一定として、海流場

の季節変動を考慮した場合の分布の季節依存性。(a) 1月排出ケー

ス、(b) 7月排出ケース。 

Mean Case
1989/01/01
10 years

東シナ海
(1210 t/d)南シナ海

(916 t/d)

北インド洋
(561 t/d)

インドネシア多島海
(456 t/d)

78%

81%

8%

6%

32% 65%

78%

94%

6%

1⽉
排出

(a)

Mean Case
1989/07/01
10 years

東シナ海
(1210 t/d)南シナ海

(916 t/d)

北インド洋
(561 t/d)

インドネシア多島海
(456 t/d)

57%
17%

9%

10%
79%

61%
30%

20%

96%

7⽉
排出(b)
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い。一方、(b)のストークスドリフトの影響は、日本海などの半閉鎖的海域では顕著な効果をもたらす

ことが示されている（Iwasaki et al., 2017）。しかし南大洋域での長期平均したストークスドリフトは平

均流である南極周極流と同じ東向きが卓越しており、東西方向の粒子移動速度には影響を与えるが、南

北方向の輸送にはほとんど影響しないことが分かった。さらに、(c)の鉛直移動も含めた３次元的な輸

送過程については、南大洋での流速場は表層1000m程度で鉛直一様であり、季節によらず顕著な南向き

亜表層流は見られない。 
大気擾乱による大気中の微小粒子の輸送について、Evangeliou et al. (2020) で南大洋へも輸送される可

能性があることが示されているとともに、南極周辺に生息する大型生物に付着したり体内へと取り込ま

れたりすることによって移動する可能性もある。さらには、南極大陸付近へは観光目的での訪問も行わ

れていることから、人為的な活動による輸送も否定できない。 
 最後に本研究では、50年後までの海洋プラスチックごみの分布を実験的に求めるための流速変動デ

ータの作成方法を検討し、テスト用の流速データを作成した。 

以上、本サブテーマでは、海洋プラスチックごみの大洋内及び大洋間動態を再現できる全球海洋プ

ラスチックごみ分散モデルを構築し、海洋プラスチックごみの分布に及ぼす物理諸過程の影響を評価

した。太平洋やインド洋内の海洋プラスチックごみ分布や蓄積量、また両大洋間の輸送には、アジア

モンスーンの影響による海流系の季節変動よりも、南シナ海やインドネシア多島海域における海洋プ

ラスチックごみ排出量の季節変動の影響が大きいことが初めて明らかになった。さらに、南大洋で観

測された海洋プラスチックごみの輸送経路について、本サブテーマで構築した分散モデルの結果から

は、海洋循環による経路を明確に示すことができず、海洋内で直接輸送されていない可能性が示され

た。このことは、鉛直輸送過程や、大気輸送、生物輸送なども含めた統合的な検討が今後必要である

ことを示唆している。さらに、サブテーマ(1)及び(3)との情報共有などを通じて、全球規模の海洋プ

ラスチックごみの分散シミュレーションを行うためには、海岸漂着過程と岸-沖輸送過程のさらなる

精緻化とパラメータ化が不可欠であることが分かった。また、50年予測計算に用いる全球海面流速デ

ータの作成を行った。このデータはサブテーマ(1)と共有し、大洋規模の海洋プラスチックごみ分布に

対する10年規模気候変動現象の影響に関する研究を行う基盤データとなる。これらのことから、各項

目について当初の目標を達成したものと考える。 

 
5-1-3. サブテーマ3 

海洋―海岸交換過程に必要なパラメータとして、漂着・再漂流確率、および漂着・再漂流拡散係数

を提案し、単純地形を対象とした理論的な検討を加えるとともに、全域がROFIである広島湾と日本海

沿岸を対象とした数値実験を行なった。特に粒子追跡法については、広島湾の観測結果を季節変動も含

め概ね再現することに成功した。広島湾海面の粒子数密度は海面の通過時間tで決まり、定常に達した

後（1980年以降）は海岸滞留時間に依存しないことが分かった。実験では粒子インプット量が一定であ

ること、1980年以降、計算領域では海岸漂着量と再漂流量がバランスしているためである。一方、海岸

数密度は海岸滞留時間と海面数密度の影響を受ける。定常状態では海岸数密度は、単位時間当たりの漂

着量と滞留時間の積で決まる。例えば、t = 100 dの場合、風を考慮すると、海上での粒子の移動速度が

相対的に大きくなり海面通過時間は減少し海面数密度が減少する。その結果、漂着量が減少し、滞留時

間が同じでも風なしに比べ海岸数密度も減少する。 
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 粒子追跡実験の結果、風あり・海岸滞留時間100日の場合、計算領域内の分配係数が観測結果に最も

近い値となった。また、広島湾奥部と周防大島北部海域間のマイクロプラスチック数密度比についても

概ね再現できた。風の影響を調べるために、風なし・海岸滞留時間100日との比較を行った（図(3)-
3）。風を考慮した場合、粒子は春から夏にかけて湾奥部に集積した後、秋に西岸に沿って湾外へ流出

する。これはこの時期に卓越する北東風のためである。一方、風なしの場合、同時期に湾央部を南下す

る傾向が強くなり、その結果、周防大島にトラップされ湾外に流出する粒子数が少なくなる。小澤

（2015）16)によれば、湾奥部と倉橋島の海岸

で採取したFPSの劣化度（カルボニルインデ

ックス）には有意な差があり、倉橋島のFPS
は湾奥部に比べ平均で110日分程度多くの紫

外線に暴露されていると推定した。本実験で

は、湾奥部より倉橋島の粒子は平均海岸経験

日数（年齢）が325日程度高齢であると推定

された。実測されたカルボニルインデックス

のばらつきの大きさを考慮すると320日とい

う年齢差は概ね妥当であると考えられる。 
 
海洋プラスチックに見立てた粒子の数をトレーサー濃度に置き換えたトレーサーモデルについて

は、計算時間を大幅に短縮できることが確認できた(図(3)-4転記)。このモデルのアドバンテージは、漂

着過程―再漂流過程を表す拡散係数の導入によって、粒子追跡と同様な海洋と海岸の交換過程を表現で

きることである。日本海を対象とした場合、ストークスドリフトの導入が課題として挙げられた。 
複数の河川が流入する別府湾の最深部を対象に、海底への堆積速度を見積もった。1950年代後半か

らの堆積フラックスは線形的に上昇するとともに、約20年変動が重畳していることを明らかにした。20
年変動については、湾内の植物プランクトン量と有意な正の相関関係があることを明らかにした。ま

た、表層ネットサンプリングの結果と堆積速度から、マイクロプラスチック片（0.3–2.0 mm）の平均沈

降速度を101–102 m/dと見積もることに成功した。観測に基づく沈降速度の見積は世界初の成果であり、

今後のモデル開発のターゲットとなると思われる(本項目については未発表図版を含むため、サブテー

マ３の詳細を参照のこと)。  

 

 

以上、海洋―海岸交換過程に必要なパラメー

タとして、漂着・再漂流確率、および漂着・

再漂流拡散係数を提案し、理論的な検討を加

えるとともに、広島湾と日本海沿岸を対象と

した数値実験を行なった。特に粒子追跡法に

ついては、広島湾の観測結果を季節変動も含

め概ね再現することに成功した。また、サブ

テーマ1にインプットすることで、全球でのプ

ラスチック収支解析に活用された。トレーサ

ーモデルについては、計算時間を大幅に短縮

できることを確認できたが、日本海を対象と

した場合、ストークスドリフトの導入が課題

として挙げられた。 
複数の河川が流入する別府湾の最深部を対象

に、海底への堆積速度を見積もった。1950年
代後半からの堆積速度（フラックス）の経年

 

図(3)-3転記 粒子の空間分布．色は海岸経験時間 

	������������ 	������������


��

 
図(3)-4 トレーサー濃度分布の季節変化(P~ 104) 

(piece/m2)
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変動について、すなわち線形上昇トレンドと20年変動を明らかにした。特に、20年変動については、湾

内の植物プランクトン量との相関関係を明らかにした。また、表層ネットサンプリングの結果と堆積速

度から、マイクロプラスチック片（0.3–2.0 mm）の平均沈降速度を101–102 m/dと見積もることに成功し

た。観測に基づく沈降速度の見積は世界初の成果であり、今後のモデル開発のターゲットとなるであろ

う。ここでの成果は、この分野の発展に大きく貢献できると確信している。海洋―海岸交換過程の岸モ

デリングについては計画通り、堆積速度については予想を大きく上回る成果を得たことから、全体とし

て目標を達成できた。 

 

5-1-4. サブテーマ4 

海洋表層に浮遊するマイクロプラスチックのシンクの過程として、①微細片化、②動物プランクトン

の摂食と輸送、③沈降の3つのプロセスに着目し研究を行った。 

①に関しては、これまで見落とされていたサ

イズ300μm以下の微細マイクロプラスチックを海

水中から大量濃縮するための限外ろ過法を応用し

たシステムを開発した(図4-3転記)。極微量の微

細マイクロプラスチックを検出するためには、大

量の海水を濾過しフィルター上に捕集する必要が

あるが、共存する多量の天然起源粒子の影響でフ

ィルターが容易に目詰まりをおこし、目的の微細

マイクロプラスチック粒子を効率よく捕集できな

くなる問題が考えられる。また、仮にフィルター

上に捕集した後であっても、試料中に共存する天

然起源粒子を除去し、可能な限りプラスチック粒

子の存在比率を高めた試料に精製する必要があり、そのためには化学処理のプロセスが不可欠である。

この装置では、セルと呼ばれる筒状の容器に、目的とする粒子サイズ範囲の下限値を孔径にもつフィル

ターを下部に装着し、セル上部から目的サイズ範囲以上の粒子を除去した海水試料を連続的に注入し濾

過する。これにより、目的サイズ範囲内にある粒子がセル内に濃縮されていくことになる。セル内には

上部から吊り下げられた撹拌子が装着されており、濾過と同時にマグスチックスターラーでセル内の海

水試料を攪拌することにより、目的とする粒子がフィルター上に集積せずに、セル内の海水中に濃縮さ

れるしくみとなっている。 

また、紫外線によるマイクロプラスチックの微細化の過程を明らかにするために、太陽光の暴露実験

を数ヶ月間実施した。長崎県平戸市の砂浜で採取されたサイズ約1～2mmのマイクロプラスチックを洗

浄した後、7～8片を人工海水で満たされた特注の石英チャンバーに入れ、大型水槽内に海水にぎりぎり

浸る程度の高さに固定し、太陽光に暴露した。その結果、重量、サイズともに有意な変化はなく海水中

での紫外線による影響は少ない可能性が示された。 

 

②に関しては代表的な海産動物プランクトンであるカイアシ類のマイクロビーズに対する摂食実験を

行った。ポリスチレンビーズを内包したA. hudsonicaの糞粒 (図4.9転記) は、いずれの実験においても

ビーズ濃度が10〜1,000 beads ml-1の範囲で認められた。一方、実験2でのみ実施した1 beads ml-1の実験

区ではビーズを内包した糞粒は認められなかった。最大で全糞粒の23%からビーズが検出され、糞粒1
個あたりに含まれていたビーズは1〜4個であった。糞粒1個あたりの平均ビーズ数は、いずれの実験に

おいても1,000 beads ml-1の実験区で最大 (実験1: 0.16 ± 0.10、実験2: 0.18 ± 0.17) であり、10 beads ml-1

の実験区で最小 (実験1: 0.005 ± 0.009、実験2: 0.018 ± 0.019) であった (図4.10転記)。同じビーズ濃度条

件であっても、植物プランクトンとポリスチレンビーズの存在比は実験1に比べて実験2のほうが10倍高
いため、カイアシ類によるビーズ取込も後者の方が高いと予想されたが、いずれの濃度においても実験

間で有意差は認められなかった (Mann-Whitney U-test, p>0.1)。以上の結果から、植物プランクトンとマ
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イクロプラスチックの存在比に関わらず、マイクロプラスチックの濃度が海水1 mlあたり10個よりも低

い環境ではカイアシ類による摂食はほとんど生じないと考えられた。また、現場海域でのカイアシ類に

よるマイクロプラスチック摂食についても調べたが、体内からプラスチック粒子は検出されなかった。

これらの結果から、カイアシ類の摂餌を介したマイクロプラスチックの鉛直輸送は、プラスチック濃度

が高い海域においては一定程度機能していると考えられた。 

 

③に関しては沿岸域のマイクロプラスチック粒子の沈降フラックスを計測するため、岩手県大槌湾に

てセジメントトラップ観測を実施した。延べ438日の

観測の結果、マイクロプラスチックの沈降フラックス

は、沈降物中にマイクロプラスチックが検出されなか

ったケース（図4.14中の＊）を除き、120～2400 
particles m-2 d-1の範囲で変動した。季節変動が大きかっ

たが、質量フラックスとの間に相関は見られなかった

（Pearson’s correlation, p>0.05）。マイクロプラスチッ

クの沈降フラックスが比較的高い値（>1500 particles 
m-2 d-1）となった2019年2月～4月は親潮の流入が見ら

れ、年間を通じてクロロフィル濃度が1 µg L-1以下であ

ることが多い大槌湾ではクロロフィル濃度が高い水準

にあった。一方で最もマイクロプラスチックの沈降フ

ラックスが高くなった2020年6月には親潮の流入が見

られていない。各期間のマイクロプラスチックの平均

値は、親潮流入期と混合期の間で有意差が見られた。

混合期は透明度が高くなる季節である一方、親潮流入

期は透明度が低くなる季節であり（Fukuda et al., 
201613））、この結果は懸濁物の濃度の増加がマイクロ

プラスチックの沈降過程を促進していることを示唆し

ている。また同じ地点で採取した堆積物中のマイクロ

プラスチック粒子の量から、沈降したマイクロプラス

チック粒子の多くは何らかの機構により埋設すること

なく除去されている可能性も示された。 

 

図4.9転記 ポリスチレンビーズを内包

したAcartia hudsonicaの糞粒 

図4.10 Acartia hudsonicaの糞粒1個あた

りに含まれていたポリスチレンビーズ

図4.14転記 （上段）マイクロプラスチ

ックの沈降フラックス、（中段）質量フ

ラックス、（下段）単位乾燥重量当たり

のマイクロプラスチック数の経時変化。

赤線は堆積物表層（0～1 cm）での単位

乾燥重量当たりのマイクロプラスチック
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 以上、研究項目①②③について概ね目標を達成することができた。今後の研究のため未達成をあ

げれば、①に関しては、微細マイクロプラスチックを海水中から濃縮する技術の開発には成功した

が、実際に海水中の微細マイクロプラスチックの測定まで至らなかった。③に関しては、沈降物およ

び堆積物からのマイクロプラスチックの抽出操作の過程で残留する夾雑物除去が困難であり、採取し

たマイクロプラスチックのサイズ計測を実施することが出来なかった。試料を希釈すればサイズ計測

は行えたと考えているが、沈降フラックスの見積もりのに十分な試料数を得ようとすると、実験操作

の回数が増え、作業時間の増加が見込まれたことから、沈降フラックスの見積もりを優先し、サイズ

計測を断念した。さらなる解析には効率的な抽出方法の開発が不可欠と考えられる。また、サブテー

マ間で相互の結果を比較して、どのプロセスが沈降過程で重要かを評価することも必要だと考えられ

る。 

 

５－２．環境政策等への貢献 

＜行政等が既に活用した成果＞ 

１． 2019年大阪G20サミットにおいて日本学術会議から内閣総理大臣に手交されたサイエンス20ス

テートメントに、Marine plastic debrisの項が設けられ、本テーマリーダーが執筆に参加し

た。 

２． 2019年に策定されたプラスチック資源循環戦略(消費者庁・外務省・財務省・文部科学省・厚

生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省)には、本研究課題で取り組んでい

る地球規模のモニタリングの重要性(3. 国際展開②項)について言及された。(4)基盤整備④に

おいても調査・研究等の推進が言及された。 

３． 海洋プラスチックについて法的拘束力のある政府間交渉委員会を議決した国際交渉会議第５回

国連環境総会再会セッション(UNEA5.2)において、これに科学的助言を与える科学者諮問委員

会(2020年2月ナイロビUNEP本部)に本テーマリーダーが招聘された。本委員会が発行した国連

環境計画レポート(From Pollution to Solution)には、本課題の成果であるIsobe et al. 

(2019)を含む本課題参画研究者の4編の主著論文が引用されている。 

 

＜行政等が活用することが見込まれる成果＞ 

1. 浮遊マイクロプラスチックの統合データセット(Isobe et al., 2021)について、2023年まで

に環境省ではインタラクティブなウェブサイトで公開する予定である。本ウェブサイトは研

究者のみならず政策決定者など広いユーザーを想定している。また、本データセットは、米

国待機海洋局やEUで公開が予定されている類似のデータセットと相互に連携し、地域性を補

完することで、世界的な統合データセットへと拡張される見込みである。 

 

2. 本研究課題が中核になって作成した浮遊マイクロプラスチックのガイドライン

(https://www.env.go.jp/press/files/jp/114043.pdf)は更新を重ねており、今後も世界の海

洋プラスチック研究者の指針となる。本ガイドラインは世界の関連論文に数多く引用される

ことが確実(前述のFrom Pollution to Solutionにも引用)で、海洋プラスチック問題に取り

組む世界の中で我が国に一定のプレゼンスを与える。 

 

５－３．研究目標の達成状況 

 

サブテーマ１では、現場観測や既往研究から推算されるシンク項(沈降や破砕等)生成項を組み込ん

だ海洋プラスチック循環モデルを全球を対象に構築し、海域浮遊量の将来予測を行う事で目標を達成し
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た。マイクロプラスチックデータセット作成と公表は目標以上の成果である。生成実験でマイクロプラ

スチックの生成速度を求めることは、本研究課題では組み入れなかった。線型結合モデルの組み合わせ

によって十分な成果が得られたためである。 

サブテーマ２では、海洋プラスチックごみの大洋内及び大洋間動態を再現できる全球海洋プラスチ

ックごみ分散モデルを構築し、海洋プラスチックごみの分布に及ぼす物理諸過程の影響を評価した。南

大洋で観測された海洋プラスチックごみの輸送経路について、本サブテーマで構築した分散モデルの結

果からは、ストークスドリフトなど海面過程を改良しても、海洋循環による経路を明確に示すことがで

きず、海洋内で直接輸送されていない可能性が示された。このことは、鉛直輸送過程や、大気輸送、生

物輸送なども含めた統合的な検討が今後必要であることを示唆している。50年予測計算に用いる全球海

面流速データの作成を行った。このデータはサブテーマ(1)と共有し、大洋規模の海洋プラスチックご

み分布に対する10年規模気候変動現象の影響に関する研究を行う基盤データとなる。これらのことか

ら、各項目について当初の目標を達成したものと考える。 
サブテーマ３では、海洋―海岸交換過程に必要なパラメータとして、漂着・再漂流確率、および漂

着・再漂流拡散係数を提案し、理論的な検討を加えるとともに、広島湾と日本海沿岸を対象とした数値

実験を行なった。特に粒子追跡法については、広島湾の観測結果を季節変動も含め概ね再現することに

成功した。また、サブテーマ1にインプットすることで、全球でのプラスチック収支解析に活用され

た。トレーサーモデルについては、計算時間を大幅に短縮できることを確認できたが、日本海を対象と

した場合、ストークスドリフトの導入が課題として挙げられた。複数の河川が流入する別府湾の最深部

を対象に、海底への堆積速度を見積もった。観測に基づく沈降速度の見積は世界初の成果であり、この

分野の発展に大きく貢献できると確信している。海洋―海岸交換過程の岸モデリングについては計画通

り、堆積速度については予想を大きく上回る成果を得たことから、全体として目標を達成できた。 

 サブテーマ４について、①微細片化、②動物プランクトンの摂食と輸送、③沈降の3つのプロセスに

着目し研究を行った。研究項目①②③について概ね目標を達成することができた。今後の研究のため未

達成をあげれば、①に関しては、微細マイクロプラスチックを海水中から濃縮する技術の開発には成功

したが、実際に海水中の微細マイクロプラスチックの測定まで至らなかった。③に関しては、沈降物お

よび堆積物からのマイクロプラスチックの抽出操作の過程で残留する夾雑物除去が困難であり、採取し

たマイクロプラスチックのサイズ計測を実施することが出来なかった。試料を希釈すればサイズ計測は

行えたと考えているが、沈降フラックスの見積もりのに十分な試料数を得ようとすると、実験操作の回

数が増え、作業時間の増加が見込まれたことから、沈降フラックスの見積もりを優先し、サイズ計測を

断念した。さらなる解析には効率的な抽出方法の開発が不可欠と考えられる。また、サブテーマ間で相

互の結果を比較して、どのプロセスが沈降過程で重要かを評価することも必要だと考えられる。 

  



 

15 

SII-2-1 

 

６．研究成果の発表状況 

６－１．査読付き論文 

＜件数＞ 

１４件 

＜主な査読付き論文＞ 

1) Isobe. A., S. Iwasaki, K. Uchida, and T. Tokai "Abundance of non-conservative microplastics in the upper 
ocean from 1957 to 2066", Nature Communications, 10, 417, 2019.  (IF: 14.919), SCOPUS被引用件数上

位 1%(以下％は同意) 
2) Isobe, A., N. T. Buenaventura, S. Chastain, S. Chavanich, A. Cózar, M. DeLorenzo, P. Hagmann, H. 

Hinata, N. Kozlovskii, A. L. Lusher, E. Martí, Y. Michida, J. Mu, M. Ohno, G. Potter, P. S. Ross, N. 
Sagawa, W. J. Shim, Y. K. Song, H. Takada, T. Tokai, T. Torii, K. Uchida, K. Vassillenko, V. Viyakarn, 
W. Zhang An interlaboratory comparison exercise for the determination of microplastics in standard sample 
bottle, Marine Pollution Bulletin, 146, 831-837, 2019  (IF: 5.553), 3% 

3) Isobe, A., T. Azuma, M. Cordova, A. Cózar, F. Galgani, R. Hagita, L. D. Kanhai, K. Imai, S. Iwasaki, S. 
Kako, N. Kozlovskii, A. Lusher, S. Mason, Y. Michida, T. Mituhasi, Y. Morii, T. Mukai, A. Popova, K. 
Shimizu, T. Tokai, K. Uchida, M.Yagi, W. Zhang "A multilevel dataset of microplastic abundance in the 
worldfs upper ocean and the Laurentian Great Lakes" Microplastics and Nanoplastics, 1, 16, 2021. 
*2021 年に Nature Springer から創刊で IF は未確定。本論文は同誌のダウンロードランキング首位 

4) Isobe, A. and S. Iwasaki "The fate of missing ocean plastics: Are they just a marine environmental 
problem?" Science of the Total Environment, 825, 153935, 2022 (IF: 7.963) 

5) H. HINATA, H. OHNO, N. SAGAWA, T. KATAOKA, and H. TAKEOKA: Mar. Pollut. Bull., 160, 111548 
(2020) Numerical modeling of the beach process of marine plastics: 2. A diagnostic approach with onshore-
offshore advection-diffusion equations for buoyant plastics. (IF: 5.553), 35% 

6) H. HIANTA, N. SAGAWA, T. KATAOKA, and H. TAKEOKA: Mar. Pollut. Bull., 152, 110910 (2020) 
Numerical modeling of the beach process of marine plastics: A probabilistic and diagnostic approach with a 
particle tracking method. (IF: 5.553), 11% 

7) N. SAGAWA, K. KAWAAI, and H. HINATA: Mar. Pollut. Bull., 133, 532-542 (2018) Abundance and size 
of microplastics in a coastal sea: Comparison among bottom sediment, beach sediment, and surface water. 
(IF: 5.553), 3% 

６－２．知的財産権 

  該当記載事項なし 

 

６－３．その他発表件数 

 

査読付き論文に準ずる成果発表 0件 

その他誌上発表（査読なし） 16件 

口頭発表（学会等）   22件 

「国民との科学・技術対話」の実施 94件 

マスコミ等への公表・報道等 57件 

本研究に関連する受賞 6件 



 

16 

SII-2-1 

国民との科学・技術対話には、一般向け書籍の出版一件を含む 

 

７．国際共同研究等の状況 

 該当記載事項なし 

 

８．研究者略歴 

 

 研究代表者 

磯辺篤彦 

 愛媛大学工学部卒業、博士(理学)、現在、九州大学応用力学研究所 教授  

 

 研究分担者  

1) 升本順夫 

鹿児島大学工学部卒業、博士(理学)、現在、東京大学大学院理学系研究科教授 

2) 日向 博文   
東京工業大学工学部卒業，国土技術総合政策研究所室長，現在，愛媛大学大学院理工学研究科教授 
3) 小川 浩史 

東京農工大学農学部卒業、博士（農学）、現在、東京大学大気海洋研究所教授 

  



 

17 

SII-2-1 

Ⅱ．成果の詳細 

Ⅱ－１ 地球規模でのプラスチック循環モデルの構築と将来予測 

 

国立大学法人九州大学 

応用力学研究所       磯辺 篤彦 

［要旨］ 

太平洋における浮遊マイクロプラスチックの粒子輸送モデルを構築し、2030年までに海洋上層での重

量濃度が現在の約2倍になること、さらに2060年までには約4倍となることを示した。浮遊マイクロプラ

スチックの観測・分析ガイドラインを英文で作成し環境省ウェブサイトで公開した。ガイドラインに従

った浮遊マイクロプラスチックの現存量観測データを収集し、全球海洋での浮遊量の二次元マップを作

成するとともに、データを無償で公開した。全球海洋で観測したマイクロプラスチック浮遊量を妥当性

評価に用いて、全球海洋のマクロプラスチックやマイクロプラスチックを同時に扱う粒子追跡実験を行

った。この結果、海洋に流出したプラスチックごみの66%は、海洋上層から深層への沈降や、曳網調査

で採取できないほどの微細片化など、現在の手法では観測できない「消えたプラスチック」となってい

ることを突き止めた。海洋上層での50年後の海洋プラスチック存在量を推計した。 

 

１．研究開発目的 

本研究テーマでは、海洋プラスチック汚染の現況把握や将来予測に資するべく、海洋プラスチック

ごみ（主にマイクロプラスチック）の数値輸送モデル（シミュレーション）を構築する。モデルは海流

や波浪による物理的な輸送過程に加えて、海岸との交換過程や、生物付着に伴う沈降等を表現する海洋

プラスチック循環の諸過程を組み込んでいく。そのために、例えば生物への取り込み速度や下層への沈

降率など、海洋プラスチック循環の諸過程をパラメタライズする循環素過程の研究を行う。数値海洋プ

ラスチック循環モデルを構築し、二世代程度（～50年程度）における全球（極域を含む全海洋）でのマ

イクロプラスチックの浮遊濃度を予測する。 

得られた知見・成果は、国内における各種海洋ごみ施策・対策に有効に活用するのみならず、様々な国

際的な枠組み等を通じて、海洋プラスチックごみの主要排出国である東アジア・東南アジア地域をはじ

め世界各国・国際機関に積極的に情報発信・普及啓発を行い、これらの活動を通じて、地球規模での海

洋プラスチックごみの実態把握や対策の推進に貢献する。 

 

２．研究目標 

現場観測や既往研究から推算されるシンク項(沈降や破砕等)や、マイクロプラスチックの生成実験

から類推される生成項を組み込んだ海洋プラスチック循環モデルを、全球を対象に構築し、海域浮遊量

の将来予測を行う。 

 

３．研究開発内容 

3.1 太平洋における浮遊マイクロプラスチックのモデリングと50年予測 

太平洋を対象としたマイクロプラスチックの輸送モデルは、一部が推進費4-1502(H27-H29)において

構築されたものである(平成29年度 推進費4-1502最終成果報告書)。4-1502プロジェクトの後継とし

て、このモデル構築を引きついだ本研究課題の成果は、本課題期間中の2019年初頭にNature 

Communications誌に掲載され、関連研究者のみならず多くの報道を経て広く社会に周知された(Isobe 

et al.,20191); III.(4)マスコミ等への公表・報道等参照)。査読の過程で掲載に至るまでに、モデル

を用いた海洋生物の影響評価手法など、数多くの点で推進費4-1502以降に修正が施されている。先ず当

研究課題の成果として、4-1502以降の更新を中心に太平洋におけるプラスチック循環モデルについて簡

単に述べる。この太平洋モデルの成果を踏まえて、本研究課題では全球モデルへの拡張を行った(3.3参

照)。 
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ASCAT 衛星海上風データ(Kako et al.,20112))で駆動し

た波浪モデル(UMWM; Donelan et al.,20123))を用いて、ス

トークスドリフトを計算した。また、このストークスドリ

フトに加えて、海洋再解析プロダクトであるHybrid 

Coordinate Ocean Model (HYCOM) product(Chassignet et 

al.,20074))の出力を線形に重ね合わせた。この流れ場に、

プラスチック微細片に見立てた仮想粒子の追跡実験(粒子

追跡実験)を実施した。流れ場の解像度は緯度経度ともに

0.25度とした。計算期間は、2015年を現在値とし、プラス

チックの生産(そしておそらく海洋投棄)が始まった60年前

から、50年後の計110年間とした。110年間に渡って2015年

の日日の海流分布を繰り返し与えた。 

広範な太平洋の110年計算であるため、計算時間を削減

するべく、仮想粒子の追跡実験は水平二次元で実施した。

HYCOMの海流流速もストークスドリフトも、ともに海面で

の値を用いた。ストークスドリフトは概して海流よりも鉛

直方向に早く減衰すると考えられるため、ストークスドリ

フトの有無に応じた比較計算を行うことで、特に波浪の影

響を離れた亜表層での粒子挙動についても比較検討をし

た。水平方向の移動を支配する計算式には粒子の消失項を加えた。これは、生物膜の付着による表層か

らの沈降や、デトリタスとともに沈む沈降過程、海岸や高緯度での海氷への吸収過程を表現するもので

ある。本研究課題では、粒子の投入から時間tを経た仮想粒子の総数QがQe−t/τに従って減衰するよう、

粒子を無作為に削除する手法をとった。この時、τは、マイクロプラスチックの表層海洋における平均

滞留時間に相当する。現段階ではτを一意に決定できないので、既存観測が得たマイクロプラスチック

の空間分布を最もよく再現できるよう、試行錯誤で決定した。発生源(図1-1上から与えた粒子数は、

2010年時点でJambeck et al.(2015)5)が与えた同年の各領域における廃プラスチック投棄量に比例さ

せ、経年推移は各領域の国内再生産(GDP)推移に比例させた(Jambeck-GDP発生モデル；図1-1下。2010年

以降は、やはりJambeck et al.(2015)5)が与えた2025年までの推計値を、2066年まで線形外挿した。 

 計算領域に分布する粒子数を、既存観測が得たマイクロプラスチック(<5 mm)の浮遊量(単位面積

当たりの浮遊個数)に合致するよう、１粒子当たりに相当するマイクロプラスチックの浮遊量を求め、

モデル粒子数を実際のマイクロプラスチック浮遊量に換算した。マイクロプラスチックの浮遊量を、49

に及ぶ室内水槽実験で水棲生物の影響評価に供されたプラスチックビーズの負荷濃度と比較した(de Sá 

et al.,20186))。 

3.2 全球海洋の浮遊マイクロプラスチック統合データセットの作成 

（１）浮遊マイクロプラスチック観測の標準化とガイドライン 

 

図1-1 太平洋モデルの領域と粒子発

生源(上)。下は12の発生源からの粒

子投入数の経年推移 
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  本課題の目標である全球の海洋プラスチック浮遊モデルを作成す

るにあたって、モデルの精度検証に用いるため、まず全球海洋にお

ける観測データを整備した。海域実測値は、標準化・調和化した手

法で取得される必要がある。本研究課題の一環として、研究室の違

いによるマイクロプラスチック分析精度の比較実験を行なった 

(Isobe et al., 20197))。金型から打ち抜くことで人為的に作成した

マイクロプラスチックを、やはり人為的に作成した夾雑物(養殖した

動物プランクトン、卵の殻・蟹の甲羅・ウッドチップの破砕片)と混

ぜ、二本の1L海水ボトルに入れた(図1-2)。海水ボトルを世界12箇所

の研究室に郵送し、各研究室で0.1mmごとのマイクロプラスチック個

数を計量してもらった。この計量個数と、製作時に既知のマイクロプラスチック個数を比較すること

で、各研究室の採用する分析手順の違いに応じた精度の違いを比較した。分析手順の中で必須の工程

を取りまとめ、海域採取したマイクロプラスチックの個数やサイズ計量にあたっての指針(ガイドラ

イン)とし、その結果を環境省ウェブサイトにて英文で世界に発信した。 

 

（２）浮遊マイクロプラスチック統合データの作成と公開 

 上記ガイドラインに概ね沿った観測手順で取得された浮遊マイクロプラスチックの曳網調査データを

収集し、また一部は未発表のデータを世界の共同研究者より譲り受け、全球海洋における浮遊量データ

セットを作成した (Isobe et al., 20218))。本研究のデータは、一般的な衛星プロダクトを参考にし

て、生データ、較正データ、処理データ、グリッドデータに分類される。生データ（以下、レベル0デ

ータ）は、ほとんどが海表面の曳網調査(0.3mm格子の網による水平引き)によって得られたもので、単

位海水量あたりの粒子数（一部は単位面積あたり）として提供される。まず、品質管理として、生デー

タは繊維状のマイクロプラスチック（フィラメントと繊維）を除くマイクロプラスチック（5mm未満）

の存在量に較正された（レベル1）。続いて、鉛直混合に由来して海表面での存在量が変化する不確実

性を低減するため、マイクロプラスチック量を海面から無限の深さまで鉛直積分することにより、単位

面積当たりの水柱全体にわたる全粒子数（レベル2p）と重量（レベル2w）の処理データを得た（添え字

のpとwはそれぞれ粒子数、重量を意味する）。第三に、レベル2pとレベル2wのデータを最適補間法を用

いて単位面積あたりの粒子数（レベル3p）と重量（レベル3w）に格子化した。以下、マルチレベルデー

タセットを作成するための手順について説明する。 

(2)-1 レベル０ 生データ 

  2000年から2019年までの期間に実施された27の研究プロジェクトのデータを用いて、世界の海洋にお

ける浮遊マイクロプラスチック存在量のレベル-0データを作成した。重複データ（場所、日時、観測者

が同じ）を除いたのちのデータ量が十分であることを確認した。マイクロプラスチックを含む浮遊物の

回収には、ほぼすべてのプロジェクトでメッシュサイズ 0.2～0.3mm の曳網が採用されていた。また、

プラスチック破片の最大サイズは、ほとんどのプロジェクトで記録されていなかったが、特に明記され

ていない限り、取得したデータはマイクロプラスチック（Andrady, 20119）による5mm未満）に分類され

ると仮定した。9つのプロジェクトは、ろ水計を使用せずに表面ネット曳航を行い、ネットを通過する

海水量を測定していた。ろ水計がないため、2～3ノットの曳航速度では、海流によって網を通過する量

が変化する可能性がある。しかし、大量のデータを平均化したため、周囲の海流の流れが異なることに

よる誤差は小さくなることが期待される。また、2010 年代前半に実施された 10 件のプロジェクトで

は、非プラスチック物質の同定にフーリエ変換赤外分光光度計(FTIR)、μFTIR、ラマン分光法などを使

用していない。肉眼による識別および／または実体顕微鏡を用いた識別では、2mm未満の粒子数（全粒

子の66.2％を占める）を約50％過大評価した可能性がある（Isobe et al.，20197））。したがって、デ

 

図1-2人為的に作成したマイ
クロプラスチックと夾雑物 
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ータセットでは2mm以下の粒子数を約30%（～66.2%×50%）過大評価した可能性がある。Level-0データ

のマイクロプラスチック存在量指標は、単位海水体積当たりの粒子数(個 m-3)である。 

(2)-2 レベル１ 較正データ 

 繊維状のマイクロプラスチックを含めると、異なるプロジェクトから得られたマイクロプラスチック

存在量の推定値に擬似的な差が生じることがある。あるプロジェクトのグループは繊維を含むマイクロ

プラスチックの存在量データを提供しているが、別のグループは推定値から繊維状のマイクロプラスチ

ックを省くためである。繊維状のマイクロプラスチックは、サンプリングまたは処理中に空気中からの

汚染を防ぐためにクリーンベンチが使用されたか、ブランク・テストによって空気中から汚染を除去し

ない限り、正確に定量化されな意図の指摘がある（Willis et al, 201710）；Wesch et al,201711)）。

また、合成繊維で作られた曳き網などのサンプリング用具が汚染源となる可能性もある。したがって、

今回用いた各プロジェクトでも、一部はデータセットを作成する際に繊維状のマイクロプラスチックは

あらかじめ除外している。一方、海岸近くの海域や河口域で採取されたマイクロプラスチックには、繊

維状のマイクロプラスチックが無視できない割合で含まれていた。 

    各プロジェクトで得られたデータを合成する際の擬似的な差異を小さくするために、データの品質

管理として繊維状のマイクロプラスチックを元のデータから除外した。27プロジェクト中21プロジェク

トが非繊維状のマイクロプラスチックの比率を提供しており、レベル0データで与えられたこれらの比

率を掛け合わせると、繊維状のマイクロプラスチックを除いたレベル1データ（個m-3）になる。Suaria

ら（2016）12)は、世界の海洋に記録されている繊維の79.5％がセルロース系であり、12.3％が動物由来

であることを示した。そこで、繊維質以外のマイクロプラスチックの比率が記録されていないプロジェ

クトについては、比率を100％とした。 

(2)-2 レベル２p 処理データ 

レベル1データとは、各マイクロプラスチック調査中の風速と有義波高を用いて、水柱全体のマイク

ロプラスチック存在量を深さ方向に無限水深まで鉛直積分した総粒子数である（Isobe et al., 

201513））。この処理は、海表面での曳網で採取されたマイクロプラスチックの存在量が、異なる海洋

条件下での海洋乱流に依存して変化するため、鉛直混合の影響を排除するため適用された（Kukulka et 

al. 201214））。 

マイクロプラスチック濃度（N）の鉛直分布は、以下のように近似できる。 

𝑁 = 𝑁!𝑒
!
"#
"
, (1) 

ここで，N0は海面付近（z = 0）の単位海水量あたりの粒子数を表し，これは本研究のレベル1データに

相当する；wは実験的に得られたマイクロプラスチックの上昇速度（5.3 mm s-1）である（Reisser et 

al、 201515））；zは海面から上向きに測定した縦軸である．鉛直拡散係数A0は以下のように算出し

た。 

𝐴! = 1.5𝑢∗𝑘𝐻$  (2) 

ここで、u*は水の摩擦速度（= +𝐶%𝜌&/𝜌'𝑊(! )、kはフォン・カルマン定数（0.4）、Hsは有義波高、W10

は海面から10mでの風速である。本研究では、 空気密度 (ρa)、 海水密度 (ρw)、 抗力係数 (Cd) を

それぞれ 1.25 kg m-3、 1025 kg m-3、1.2 × 10-3とし、 u*≈0.0012W10 となるように設定した。風速デ

ータは、1988～2013年の複数の衛星観測から取得したものである。有義波高は、緯度±80°以内の世界

の海洋でマイアミ大学の波浪モデル（バージョン1.0.1；Donelan et al, 201216））を用いて計算し

た。波浪モデルは上記衛星風速データで駆動された。それぞれ観測日時と場所のデータを抽出して上記

の計算に用いた。 
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式（1）を海面（z = 0）から無限に深い層（z→-∞）まで垂直方向に積分すると、単位面積あたりのマ

イクロプラスチックの総粒子数（M）は次で与えられる。 

𝑀 = 𝑁!𝐴!/𝑤.                (3) 

このようにして得られた結果（個/km2）は海洋の状態に依存しない標準化された現存量である。 

(2)-3 レベル２w 重量換算データ 

レベル2p の粒子数を、Isobe et al. (2019)1)に従って重量に変換した。まず、各マイクロプラスチ

ック片は、底面の直径と高さがそれぞれδとγδの円柱であると仮定した。ここでγは重さ秤で測定し

たマイクロプラスチック重量と一致するように試行錯誤で選択した定数（0.4）である。マイクロプラ

スチック粒子数(レベル2p)のサイズ別個数分布を、日本近海での観測分布に似せて仮定し、異なるサイ

ズごとに円柱重量(プラスチックの比重は1とおく)を求め、これをマイクロプラスチックのサイズ範囲

(0.5 mm以下)で積分してレベル2wデータとした。  

(2)-4 レベル３p, ３w 格子データ 

単位面積当たりの総粒子数（レベル2p）と重量（レベル2w）を、客観内挿法を用いて格子点データ

（レベル3p, 3w）に変換した。客観内挿法のアルゴリズムはいくつかの研究で確立されているが、本研

究ではKako et al. (2011)2) の方法を採用した。格子データは経度5°×緯度2°の格子ごとに与えら

れる。 

 

3.3 全球海洋の海洋プラスチックのモデリングによる現状の解析と50年予測 

（１）モデルのアウトライン 

3.1の太平洋モデルと同様に粒子追跡モデル(Particle Tracking Model; PTM)を海洋上層を表す2次

元水平面上に設定した (Isobe & Iwasaki, 202217))。モデル領域は、北半球と南半球の80度以上の高緯

度を除いた世界の海洋とした。緯度80°を超えて移動する粒子は、極域を浮遊プラスチックのシンクと

して機能させ、モデル領域には戻さない。世界のプラスチック廃棄物の発生と廃棄の両方は、1950年代

には、それ以降と比較してほとんど無視できるものだった（Geyer et al, 201718）；彼らのFig.3）。

したがって、1961年1月1日にプラスチックがない海や浜辺を想定して計算を開始し、2017年末まで（57

年間）継続した。PTMのアルゴリズムや背景に与える海流、風、ストークスドリフトは太平洋モデルと

同じである。太平洋モデルとの違いは、マクロプラスチック(=マイクロプラスチックでに破砕する前の

プラごみ)も扱うため、風圧流(空中に出た部分の投影面積に応じた風による移動)を組み入れたことで

ある。 

PTMでは、海洋プラスチックを、（1）海洋を漂うマクロプラスチック(=マイクロプラスチックでに

破砕する前のプラごみ)、（2）海岸に漂着するマクロプラスチック、（3）海洋のマイクロプラスチッ

ク、（4）海岸に漂着するマイクロプラスチック、（5）海水より密度の大きいプラスチック片（以下、

「重いプラスチック」）、（6）海岸や海洋上部から除去されたマイクロプラスチックに分類した（図

1-3）。1粒子あたり10トンのマクロプラスチック（以下、マクロプラスチック粒子）に相当するカテゴ

リー(1)のモデル粒子を、海洋プラスチック排出量の推定（2を参照）に従ってモデル海洋に適用し、そ

の後は元の質量を維持しながら、特定の時間規模(3で後述)で他のカテゴリーの粒子へと移行させた。

マクロプラスチック粒子（カテゴリー1と2）は、マイクロプラスチック（カテゴリー3、4、5）を表す

100個の粒子に分割(劣化と破砕による)された。粒子1個は0.1トンのマイクロプラスチック（マイクロ

プラスチック粒子）に相当する。ポリマーの実際の生産量（Andrady and Neal, 200919））に従って、

海水より軽いマイクロプラスチック粒子(3,4)（ポリエチレン［PE］とポリプロピレン［PP］）50個の
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位置を計算で更新し、別の50個の粒子は、重いプラスチック（5）として破砕後すぐに海底に沈むと仮

定した(つまり、そのままの位置に留めた)。海洋のシンクを表現するために、海洋上層や海岸からのマ

イクロプラスチック粒子（6）の除去過程を取り入れた(例えば、深層への沈降、メッシュ開口部を通過

するほど小さいマイクロプラスチックへの断片化、砂浜への吸収など)。  

海洋のマクロプラスチック粒子（図1-3）

は、海岸に隣接するグリッドセルにτ1の時間

スケールで滞留したとき、海岸（2）に漂着す

る。一方、海浜のマクロプラスチック粒子は、

τ2の時間スケールで海洋に再漂流させた。マ

イクロプラスチック粒子はマクロプラスチック

粒子と同様に海洋(3)と海岸(4)の間で、それぞ

れτ3、τ4の時間規模で交換される。この4つ

の時間スケールは、フィールド実験に基づいて

決定され流ものである（Kataoka et al., 

201320）; Hinata et al., 201721)）。マクロプ

ラスチックからマイクロプラスチックへの破砕

（τ5）、およびマイクロプラスチックの除去

（τ6）に適した時間スケールを選択すること

は、自然界におけるこれらのプロセスに関する

情報が限られているため困難である。したがっ

て、これらの時間スケールに使用された値は、

先行研究（Song et al., 201722）; Isobe et 

al., 20191)）で示唆された1～10年の範囲内で

の複数の組み合わせを用いた実験を行う。時間

スケールの組み合わせは無限に可能である。そこでPTMとは別に、様々なカテゴリーに分類された海洋

プラスチック量の線形結合モデルを用いて、時間スケールの異なるPTMを近似し、観測結果を効率的に

再現する時間スケールの同定を行った。 

（２）プラスチックごみ(マクロプラスチック)の投入 

PTMでは、Lebretonら（2017）23)の2010年のプラスチックごみ排出データ（彼らの「中点質量投入推

定値」）に従って、マクロプラスチック粒子を河川から海洋に放出した。世界中の河川から排出される

マクロプラスチック総質量の約90％を占める114の河川をPTMのために選択した。マクロプラスチックの

排出量は、1961年から2017年の全モデル期間について評価した。1961年から2010年までの排出量は各河

口国の国内総生産（GDP）に比例し、2010年から2017年までの排出量は環境に漏れたプラスチック廃棄

物量の15年予測に比例させた（Jambeck et al.20155））。  

   最近になって、様々な水域で発見されたマクロプラスチックの22％（数）は、水産業を中心とした

海洋由来のものであると推定された（Morales-Caselles et al.，202124））。この比率に従って、本研

究では、世界の河川プラスチック排出量の20％が漁業由来のマクロプラスチックであると仮定し、河川

起源の投入量に追加した。漁業由来の海洋への排出量の時系列は、河川由来プラスチック排出量の時系

列に比例させた。漁業由来排出量は、2012年から2016年の期間で平均した漁業努力データ（＝漁に費や

した時間；Kroodsma et al.,201825））に比例して、緯度10度×経度10度の格子に振り分けた。 

河川と漁業の両方に由来するマクロプラスチック粒子は、1961年から2017年までの各月初めに年間

排出量を12で割った月別排出量を海洋に放出した。全世界のマクロプラスチック排出量の時系列を

1961-2017年の全期間にわたって積分すると、総質量は2,530万トンとなった。 

 

 

図1-3 粒子追跡実験に用いる粒子のカテゴリー 
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（３）遷移時間の設定 

モデルのアルゴリズムを単純化するため、指数乱数e-τ*/τで表される確率密度関数を用いて、各粒子

の生成時に異なる遷移時間スケール（τ*）を割り当てた。このとき全粒子での平均時間スケールはτ

(図1-3の時間スケール)になるよう調整される。以下に平均時間スケールτの決定法を説明する。 

   海岸のマクロプラスチック粒子は、再漂流によって海に戻る可能性がある。海岸漂着したプラス

チックごみに数字を振って個体識別し、これらを3年にわたって追跡したKataoka et al.(2013)20)の実

験によれば、マクロプラスチックの海岸平均滞留時間は209日と推定された。また、塗料によってプラ

スチックと同じ密度に調整した小木片17万5000個を海岸に散布した1年間の追跡実験では、PEとPPのマ

イクロプラスチックの海岸での平均滞留時間の範囲が8〜51日と推定された（Hinata et 

al.,201721））。本モデルでは、海岸上のマクロプラスチック粒子とマイクロプラスチック粒子につい

て、それぞれ200日と30日を再漂流時間スケールとした（図1-3のτ2およびτ4）。モデルでは海岸に

漂着してからの経過時間を各粒子で記憶させる。この経過時間が各粒子に割り当てられた再漂流の時

間スケールを超えた場合、その粒子は最も近い海洋グリッドセルに再漂流した。 

   海洋プラスチックが海岸に漂着する時間スケールは、再漂着時間スケールを基に決められた。海洋

プラスチックの漂着と再漂流のフラックス(個数/時間)は短期的に平衡状態にあるという仮定 (Hinata 

et al., 202026))に基づいて、海岸に隣接するグリッドセル（表層海流の1/12°）内のマクロプラスチ

ック粒子は、1日の時間スケールで海岸のグリッドセル上に漂着すると仮定した（τ1）。同様に、マイ

クロプラスチックが漂着する時間スケールは10日間とした（τ3）。海浜に隣接するグリッドセルに留

まっている粒子については経過時間（t）を各粒子で記憶させ、沖合のグリッドセルに移動した時点で

経過時間を初期化（t = 0）した。グリッドセル内の粒子は、経過時間が各粒子に割り当てられた漂着

時間スケールを超えると、最も近い海岸に移動した。 

   マクロプラスチックがマイクロプラスチック（τ5）に破砕される時間スケールについては確たるデ

ータがないため、海洋プラスチックの挙動を再現するために、1～10年の時間スケールをPTMに割り当

てた。最短の時間スケールは任意に決定したが、PEやPPのペレットが2ヶ月程度の紫外線照射後に機

械的磨耗を受けてもほとんど断片化しなかった実験（Song et al, 201722））に照らして妥当と思われ

る。同様に、数十年より長い時間スケールは、商業的なプラスチック生産が約70年前に始まったにも

かかわらず、これまでマイクロプラスチックが極地を含む世界の海全体に広がった（Isobe et 

al,201727））事実から見て長すぎる。海岸に漂着した各マクロプラスチック粒子について、漂着後

の経過時間を記憶させた。粒子の経過時間は、海洋に再漂流した後も保存され、海岸に漂着した後に

引き継がせた。累積した経過時間が各マクロプラスチック粒子に割り当てた破砕時間スケールを超え

た場合、海岸の粒子は100個のマイクロプラスチック粒子に破砕される。マイクロプラスチック粒子

の50%は海岸に最も近い海洋格子に放出され、残りの半分は海水より重いと仮定して、位置の更新は

破砕の起こった海岸で終了させた。マクロプラスチックは海洋でも劣化して破砕するが（Ter Halle 

et al., 201628））、物理的影響が少ないためその速度は海岸よりもはるかに遅いと思われる。海洋で

の経過時間も各マクロプラスチック粒子の海岸での経過時間に加算したが、簡略化のため、時間の加

算はPTMの時間増分の10分の1（10％）に減じた。海洋中の破砕によってマクロプラスチック粒子は50

個のマイクロプラスチック粒子に変換され、残りの半分（重いプラスチック）は海底への沈降を表す

ために破砕が起きた格子に残した。 

   モデル領域からのマイクロプラスチック除去の時間スケール（τ6）に関する利用可能なデータは限

られているため、1～10年の範囲で時間スケールを変化させた。時間スケールの範囲は任意に決定し

たが、太平洋のマイクロプラスチック量は、除去の時間スケール3年の数値モデルを用いてよく再現

されており（Isobe et al.、20191））、この範囲は妥当なものである。各マイクロプラスチック粒子

について、その粒子が海洋領域と海岸領域のどちらに位置しているかに関係なく、発生からの経過時
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間が除去時間スケールを超えた場合、その粒子はモデルから除去させた。 

   海洋プラスチックの質量収支に対する時間スケールの感度を調べるため、破砕(τ5)と除去（τ6）

の時間スケールの組み合わせを変えて、合計10回の実験を行った（表1-1）。 

 

表1-1 破砕(τ5)と除去（τ6）の時間スケールの組み合わせ(年) 

τ5 1 2 3 3 3 6 6 9 9 10 

τ6 3 6 1 3 10 3 6 3 6 2 

 

（５）線形結合モデルへの変換 

PTM実験の結果を、海洋のマクロプラスチック、海岸のマクロプラスチック、両領域のマイクロプラ

スチックという4つのカテゴリー（すなわち、図1-3の1-4）の領域総重量の線形結合に還元させた。1

〜10年の範囲を持たせた遷移の時間スケールは複数の組み合わせを検討する必要があるが、数千万個

の粒子を用いたPTMによる総当り実験では、最適な組み合わせを見極めるのに不経済な方法となるため

である。異なるカテゴリーの線形結合は、衝突や凝集といった粒子間の相互作用がないため、正当化

される。 

4つのカテゴリーにおける粒子質量の線形結合は以下のように表される。 

!"
!#
= −𝛼"𝑀 + 𝛽"𝑀$ − 0.1𝛾𝑀 + 𝑄,   (4) 

!")

!#
= 𝛼"𝑀 − 𝛽"𝑀$ − 𝛾𝑀′,      (5) 

!%
!#
= −𝛼%𝑚 + 𝛽%𝑚$ − 𝛿𝑚 + 𝑞,  (6) 

!%$
!#

= 𝛼%𝑚 − 𝛽%𝑚$ − 𝛿𝑚′,   (7) 

𝑞 = 𝛾(0.1𝑀 +𝑀$)/2,   (8) 

ここで、M, M', m, m'はそれぞれ海洋中のマクロプラスチック粒子の質量、海岸のマイクロプラスチ

ック粒子の質量、海洋中のマイクロプラスチック粒子の質量、海岸のマイクロプラスチック粒子の質量

を表し、これらはすべてPTM領域全体で空間的に積分された数値である。係数α、β、γ、δはそれぞ

れ漂流、再漂流、破砕、除去の速度（時間スケールの逆数）を表し、添え字M、mはそれぞれマクロプラ

スチック、マイクロプラスチックの速度を表す。式（4）のQは、全世界のマクロプラスチック投入量を

表しています（2）。一方、式（6）のqは、マクロプラスチックの破砕によるマイクロプラスチックの

生成率である。式（8）に示す通り、マクロプラスチックの半分が重いプラスチック（図1-3の5）であ

ることから、海洋を漂うマイクロプラスチックからqの半分を除いている。 

   モデル化した粒子の傾向と質量を式（4）〜（8）に代入すると、線形結合での遷移過程の速度(式

(4)〜(7)の係数行列)が得られる。PTMにおける粒子の再漂着と除去は、粒子がどこにあっても一定の

速度で起こるため、これらの速度は遷移プロセスにあらかじめ設定された時間スケールの逆数である

（すなわち、β-1はτ2またはτ4とほぼ同じ、δ-1はτ6である）。それ以外の速度は、PTMの結果(M, 

M', m, m'の領域積分値と時間変化)から算出された。 
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   算出した係数行列を用いて、海洋プラスチックの各カテゴリーでの総重量が、観測された海洋プラ

スチック量を再現するかどうか、遷移の時間スケールのすべての可能な組み合わせを使用した線形モデ

ルで評価した。計算は1961年1月1日にプラスチックがない領域で開始し、PTM実験と同様に2017年末ま

で継続した。さらに、50年後の海洋プラスチックの各カテゴリーでの総重量を、過去10年間の廃棄プラ

スチック量の伸び率を今後の50年間で踏襲した場合(Business As Usual(BAU)ケース)、現在の廃棄気量

を維持した場合(100%)、70%,10%,0%に固定した場合の５ケースで将来予測を行った。 

 

４．結果及び考察 

4.1 太平洋における浮遊マイクロプラスチックのモデリングと50年予測 

太平洋モデルの成果は2019年1月にNature Communicationsに掲載され(Isobe et al.,20191))、同時

に九州大学と東京海洋大、寒地土木研究所、そして環境省で共同プレスリリースを行なった。 

 夏季の日本周辺や北太平洋中央部でマイクロプラスチック浮遊量が多くなること、廃棄プラスチック

の海洋流出がこのまま増え続けた場合、これらの海域では2030年までに海洋上層での重量濃度が現在の

約2倍になること、さらに2060年までには約4倍となることが示された(図1-4)。特に2060年代に入れ

ば、浮遊する懸濁粒子の中でマイクロプラスチック重量が

最も優占すること、海洋生物がマイクロプラスチックによ

る環境リスクに直面する可能性のある、浮遊濃度1 mg/m3を

超える海域が現れることがわかった(図1-5)。 

 

 

3.2 全球海洋の浮遊マイクロプラスチック統合データセットの作成 

（１）浮遊マイクロプラスチック観測の標準化とガイドライン 

世界12の各研究室で採用された分析手法によらず、大きさが1 mmを超えるマイクロプラスチック

は、概ね正しく個数が計量された。ただし1 mmを下回る大きさであれば、これも研究室によらず総じて

20%程度の過小評価となってしまった。また、FTIR等によって材質判定を分析工程に組み込んだ研究室

に比べ、材質判定を行わず目視や顕微鏡観察のみでプラスチックの判定を行なった場合、サイズが2 mm

以下でのプラスチック片は50%程度の過大評価(すなわち、生物起源の懸濁粒子等をプラスチックと誤判

定)する結果となった。 

 以上の成果は、サブテーマリーダーを筆頭著者に世界の20名を超える共著者とMarine Pollution 

Bulletin誌に投稿され(Isobe et al., 20197))、現在、SCOPUSで上位3%(Ecology & Environment分野)

 
図1-４ 2016年現在と50年後に海面近くを浮遊するマイクロ
プラスチックの重量濃度(海水1m3あたりの浮遊重量)分布。
左側は2月で右側は8月の分布を示す。最も濃い赤のトーン
は1g/m3以上の重量濃度を示す海域を表している。 

 

図1-5 モデルと室内実験の比較。グラフのマ
ークは、一つ一つが水生生物を飼育し、プラ
スチックビーズを与えた室内水槽実験の結果
で、生物に何らかの影響が発現した濃度(縦
軸)と、ビーズのサイズ(横軸下)に応じてプロ
ット。青い帯が最も実験数の多かった1-
10g/m3の濃度帯であった。グレーのバーは各
濃度桁での実験数(横軸上)。 
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の高被引用論文となっている。またマイクロプラスチック分析におけるガイドラインとして英語で取り

まとめられ、環境省ウェブサイトで公開されている。 

（２）浮遊マイクロプラスチック統合データの作成と公開 

本研究の目的は、次節で紹介する全球モデルの精度評価に耐えるデータセットを作成することであ

るが、同時に一般公開する新しいデータセットを作成し、実際の信頼できる海洋データに基づいたマイ

クロプラスチック研究を促進することでもある。データセットをダウンロードした研究者が、さらに詳

細な解釈や分析、加工を行うことが期待されるが、ここではデータセットの特徴を簡単に説明した2次

元マップを紹介する(Isobe et al., 20218))。なお、本研究で得たデータセットは全てオープンアクセ

スのIsobe et al. (2021)8)のSupplementary Dataとして公開されている。また、独自のウェブでの公

開が環境省事業として進行中であり、2023年度中には世界に向けて公開される予定である。 

図1-6aはレベル0、図1-6bはレベル1の2次元マップで、米国五大湖で実施されたプロジェクトで得ら

れたマイクロプラスチック量を含んでいる。マイクロプラスチック調査は、米国近海、地中海や北大西

洋東部などのヨーロッパ諸国、そして日本で実施されているが、調査の約46％は北緯30度から60度の中

緯度海域で行われており、インド洋や西太平洋の低緯度海域（それぞれ南緯30度から北緯30度、東経40

度から180度の間）は全体の5％にとどまっている。マイクロプラスチック量を水柱全体で積分して、観 

 

測中の風・波の影響を除去した全粒子数（レベル2p；図1-7a）と重量（レベル2w；図1-7b）の2次元マ

ップを得た。 

   客観内挿法で作成された格子データを、全海域の約60%をカバーする全粒子数（レベル3p；図1-8a）

と重量（レベル3w；図1-8b）の2次元マップに示す。観測が内挿に足らないデータ数以下の場合、グリ

ッドセルは白のままである。いわゆる'Great Garbage Patch'エリアを含む中緯度亜熱帯ジャイルの内

部に加え、ヨーロッパ近海、東アジア海域、東インド洋でも多くのマイクロプラスチックが検出され

た。マイクロプラスチックの粒子数（重量）の合計は世界で24.4兆個（8.2×104〜57.8×104トン）と

推定され、特に粒子数についてはEriksen et al.（2014；5兆個、25×104トン）29)の推定より大きい。

ただし、南アジア、東南アジア、中国が全世界の誤処理プラスチック廃棄物の約68％を排出するインド

洋西部と南シナ海では、格子データがほとんどなかったため、今回の推定値も保守的である（Jambeck 

et al.,20155））。 

     

 

 

図1-6 レベル０(a)と１(b)のマイクロプラスチック現存量 

 

 

図1-7 レベル2p(a)と2w(b)のマイクロプラスチック現存量 
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図1-8 レベル3p(a)と3w(b)のマイクロプラスチック現存量 

 

 

 

 

 

 

3.3 全球海洋の海洋プラスチックのモデリングによる現状

の解析と50年予測 

（１）現状の解析：ミッシングプラスチックの行方 

PTMの計算は図1-9のように実施された(Isobe et al., 

202217))。これは1985年6月における南大西洋でのスナップ

ショットで、青いドットが河川(この場合、ほとんどがラ

プラタ川起源)から投入されたマクロプラスチックを、赤

いドットが漁業起源のマクロプラスチックを、そして黄色

のドットはこれらマクロプラスチックが破砕したマイクロ

プラスチックを示す。2017年最終年における浮遊マイクロ

ロプラスチック粒子と海岸漂着マイクロプラスチック粒子

の分布が図1-10である。 

 

図1-10 PTMの計算例：2017年平均の浮遊(左)および漂着(右)マイクロプラスチック粒子の現存量(重量換算) 

 

上記PTMの結果は、式(4)〜(7)の係数行列を適切な値に設定した線型結合モデルでよく再現された(図は

略)。そこで、浮遊マイクロプラスチック粒子の観測現存量(図1-7b)と、線型結合モデルで再現された

浮遊マイクロプラスチック濃度(式(6)のm)の重量比をとった。ただし、線型結合モデルの重量は全海洋

の積分値であるため、これに0.6を乗じることで、観測現存量(図1-7b)の浮遊マイクロプラスチック重

量との比較を行った。0.6は、観測(図1-7b)と同じ海域で得たPTMのマイクロプラスチック重量(図1-10

左)が全体の60%を占めていたことによる。重量比は、破砕の時間スケール(図1-3のτ5；式4と5のγの

 

図1-9 PTMの計算例：1985年6月24日における南大西洋

でのスナップショット 
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逆数)と除去の時間スケール(図1-3のτ6；式4と5のδの逆数)を0.1〜100年で変化させ、それらへの依

存性を見た(図1-11)。 

0.1年から100年まで変化させた破砕と除去の時間ス

ケール範囲で、線形結合モデル（ひいてはPTM）が

もっともらしい遷移時間スケール下で観測重量を再

現できることを示した。すなわち、いずれの遷移も

1年から10年の時間スケールでボックス内の比が1.0

となった(図1-11)。除去の時間スケール2～3年は、

先行研究(Isobe et al., 20191))で太平洋について

推論された値と整合的である。 

   1.0の等値線（図1-11の青線）に沿った平均化に

より、各カテゴリーの海洋プラスチックの行方を、

移行時間スケールのすべての可能な組み合わせにつ

いて決定することができる。等値線に沿った線形モ

デルにおける各海洋プラスチックカテゴリの平均重

量と標準偏差を2017年末で計算した（図1-12）。本

モデルでは、1961年から2017年までに25.3 MT(百万

トン)のマクロプラスチックが世界の海洋に放出さ

れた。全世界の海洋プラスチックのうち、最も多い

のは断片化が起こった場所に残る重いプラスチック

（9.3 ± 1.6 MT、36.9%）で、次いで上層海域や海

岸から除去されたマイクロプラスチック（29.8%）

であった。本研究では、歴史的に除去されたマイク

ロプラスチックのうち7.5 ± 1.7 MTが、その後に

世界の海洋と海岸に蓄積されていることが示唆され

た。海岸のマクロプラスチックは海洋プラスチック

の3番目に大きな構成要素（5.9 ± 3.0 MT; 

23.4%）であり、海洋に浮遊するマクロプラスチッ

ク（0.7 ± 0.3 MT; 2.8% ）は海岸のそれと比べて

およそ10分の1であった。同様に、海洋のマイクロ

プラスチック（0.8 ± 0.03 MT）と海岸のマイクロ

プラスチック（1.0 ± 0.04 MT）はそれぞれ海洋プラスチック全体の3〜4%を占めている。10のPTMケー

スにおいて、南北80°を超える極域に移動するマクロプラスチックとマイクロプラスチックは、海洋プ

ラスチック全体の0.1%を超えなかった（図1-12には示さない）。 

   注目すべきは、河川と漁業からの海洋プラスチック（25.3 MT）が、これまでに世界で発生した不始

末なプラスチック廃棄物（542.2 MTと推計される; Isobe et al., 202217））のわずか4.7％でしかない

ことである。残りのプラスチック廃棄物（> 516.9 MMT; >95.3%）はどこに行ったのかという疑問が残

る。自然界では分解できないこれらのプラスチックの行方として考えられるのは、陸上の土壌、川や湖

などの水域、そして陸上生物圏に捕捉されることである。これらの「陸上プラスチック」の一部は、陸

上でマイクロプラスチックに破砕され、道路流出や河川を経由して海洋に運ばれる可能性がある。陸上

で0.3mmよりはるかに小さな粒子に断片化された陸上マイクロプラスチックは、既存の海洋プラスチッ

ク観測では一般に見落とされてきた。また、このような小さな陸上マイクロプラスチックの一部は、大

気中の塵として大気降下により世界の海洋に到達する可能性もある。したがって、海洋上部のマイクロ

プラスチックの存在量は、現在の観測が示唆するよりも大きい可能性がある。 

 最後に線型結合モデルを利用して行った50年後までの海洋プラスチック重量の将来予測を示す。 

 

 
図1-11 線型結合モデルで得たマイクロプラスチック重

量と観測重量の比。比が1(すなわち観測値と整合)する

等値線を青で強調。PTMでの時間スケールの組み合わせ

を赤いドットで示した。 

 

 

図1-12 線型結合モデルで得た海洋プラスチックの行方。

1961年以降に海域投入された総重量の各カテゴリへの振り

分けを百万トン単位の重量とパーセンテージで示す 



 

29 

SII-2-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マクロプラスチック(図1-13)とマイクロプラスチック(図1-14)とも、1961年から2066年までの全海洋の

総重量推移を示す。2017年現在から右が将来予測である。BAUの場合に2060年代には漂着・漂流マクロ

プラスチックは現在の4倍前後になると予想される(図1-13)。海洋上層に存在する海洋プラスチックの

現存量は100年規模の時間軸で見た場合は平衡状態にあるため、現状の海域マクロプラスチック投入量

を維持した場合は(100%)、浮遊重量も現状のままとなる。30%にまで減じた場合、2030年代には漂着・

漂流量とも現状の1/3程度の平衡状態に落ち着く。たとえ海域投入量を０にしても、それまで蓄積した

海洋プラスチックが海洋上層から姿を消すには時間がかかる。漂着ごみが現状の10%にまで減じるのは

2030年代以降になってからである。ひとたび海洋に漏出したプラスチックごみには「慣性」があって、

容易には消えないことがわかる。マイクロプラスチックも同様の推移を辿る。 

 

５．研究目標の達成状況 

現場観測や既往研究から推算されるシンク項(沈降や破砕等)生成項を組み込んだ海洋プラスチック循環

モデルを全球を対象に構築し、海域浮遊量の将来予測を行う事で目標は達成した。マイクロプラスチッ

クデータセットの子作成と公表は目標以上の成果である。生成実験でマイクロプラスチックの生成速度

を求めることは、本研究課題では組み入れなかった。線型結合モデルの組み合わせによって十分な成果

が得られたためである。 
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Ⅱ．成果の詳細 

 

Ⅱ-2 海洋プラスチックごみの大洋内及び大洋間動態の物理過程のモデル化 

国立大学法人東京大学 

大学院理学系研究科 地球惑星科学専攻       升本 順夫 

<研究協力者> 

博士課程大学院生                  松田 拓朗 

博士課程大学院生     久住 空広 

 

［要旨］ 

テーマ1サブテーマ(2)では、高解像度海洋大循環モデルの結果に粒子追跡手法を適用した海洋プラス

チックごみ輸送モデルを構築し、現実的な海洋プラスチックごみ排出量データをインプットとして与え

た分散シミュレーションをおこなった。このシミュレーション結果を用い、海洋プラスチックごみの大

洋内および大洋間の大規模な移動に寄与する物理過程について検討した。その際、海表面流速の季節的

な変動が顕著であり、また海洋プラスチックごみの大きな供給源と考えられる東アジア・東南アジアの

縁辺海を中心とする太平洋-インド洋域に着目するとともに、南大洋への海洋プラスチックの移動経路

についても考察を行った。 

その結果、太平洋やインド洋内の海洋プラスチックごみ分布や蓄積量、また両大洋間の輸送には、ア

ジアモンスーンの影響による海流系の季節変動よりも、南シナ海やインドネシア多島海域における海洋

プラスチックごみ排出量の季節変動の影響が大きいことが初めて明らかになった。さらに、南大洋で観

測された海洋プラスチックごみの輸送経路について、本サブテーマで構築した分散モデルの結果から

は、海洋循環による直接輸送の経路を明確に示すことができず、大気輸送や生物輸送なども含めた統合

的な検討が必要であることが示された。 

また、50年予測計算に用いる全球海面流速データを作成した。このデータは、大洋規模の海洋プラス

チックごみ分布の将来予測や、分布に対する10年規模気候変動現象の影響に関する研究のための基盤デ

ータとなる。 

 

１．研究開発目的 

サブテーマ(2)として、全球規模の海洋プラスチック輸送モデルを構築し、海洋へ排出されたプラス

チックごみの大洋内での分布や大洋間の移動に関する重要な物理過程を明らかにし、輸送モデルへ取り

込む。特に太平洋-インド洋間の移動、東アジア・東南アジア縁辺海から太平洋やインド洋への移動、

および太平洋-インド洋セクターでの南大洋への移動について詳しく調べる。本研究で得られる成果を

海洋プラスチックごみ分散モデルに反映させ、高度化に貢献する。また、全球規模の海洋プラスチック

ごみ分布評価などが今後実施される際の参考情報として提供できるように努める。 
 

２．研究目標 

海洋表層混合層内における混合や拡散の効果、あるいは海面での波浪に伴う輸送等のパラメタリゼーシ

ョンの高度化を必要に応じて進め、モデルへの実装を行う。モデルを利用して、インドネシア多島海を

通過するマイクロプラスチックや、南極海に至るマイクロプラスチックの、海流輸送を再現するための

必要要件を洗い出す。 

 

３．研究開発内容 

研究開発内容は、（1）全球規模の輸送モデルの構築、（2）粒子追跡実験による大洋内および大洋間

輸送に寄与する物理過程の検討、および（3）50年予測計算に用いる全球海面流速データの作成に関

する検討、である。 

(1) 全球規模の輸送モデルの構築 
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 本研究では、表層流速場を再現する物理モデルとして、東アジア・東南アジア域の縁辺海を現実的

に取り込み、かつ太平洋とインド洋を結ぶインドネシア多島海域の複雑な地形や流速分布も再現する必

要がある。そのため、インドネシア通過流のシミュレーションにおいて多くの実績があり、海洋中の物

質の分散過程に重要な役割を果たす中規模渦を十分に表すことができる水平格子間隔1/10度の高解像度

海洋大循環モデルであるOFES（OGCM for the Earth Simulator）モデルにより得られる結果を用いる。こ

のモデル結果に粒子追跡手法を適用してマイクロプラスチックの輸送を再現する全球規模の輸送モデル

を構築する。 

 OFESは南緯75度から北緯75度までの太平洋、大西洋、インド洋、南大洋、およびこれらの海域に

接続する縁辺海を含む海域を対象とし（図(2)-1）、東西および南北方向の格子間隔は緯度経度で0.1度
毎、深さ方向には海面付近での10mから徐々に格子間隔が広くなる格子を用いている。このOFESによ
り得られている1950年から2018年までの海面流速場を用い、通常の粒子追跡手法を使用したマイクロプ

ラスチック追跡モデルを構築する。その際、粒子追跡の方程式系と差分スキームは物質輸送モデルに通

常用いられるものと同等であり、時間発展スキームには４次のルンゲクッタスキーム、粒子の拡散には

ランダムウォークモデルを導入する。OFESでは中規模渦などの擾乱に伴う海面流速変動も陽に表現さ

れるが、さらに空間規模が小さいサブメソスケール現象や風による短周期変動などの効果を取り入れる

ため、拡散効果を考慮する。海洋プラスチックごみの流入条件としては、Lebreton et al. (2017)による河

川からの排出量

分布を与えた。 

 また、海洋プ

ラスチックごみ

の分散シミュレ

ーションを行う

上で、海洋プラ

スチックごみの

海岸—海洋間の移

動をどのように

取り入れるかは

重要な問題であ

る。本サブテー

マで用いる粒子

追跡モデルで

は、海岸付近に到達し、同一グリッド内に５日間留まっている粒子は海岸漂着したものとみなし、漂着

期間経過後にその近傍グリッド内の任意の場所（確率的に場所を決定）へと戻す手法を用いた。この手

法や漂着期間の決定についてはサブテーマ(1)、(3)と協力して検討を加える。 

（2）粒子追跡実験による大洋内および大洋間輸送に寄与する物理過程の検討 

現実的な海洋プラスチックごみの排出シナリオに基づいた大洋内での海洋プラスチックごみの分布

や総量の変動についてはサブテーマ(1)において実施されているため、本サブテーマでは主に太平洋と

インド洋間、及び東アジアや東南アジアの縁辺海と太平洋やインド洋との間の海洋プラスチックごみの

移動に着目し、排出時期や海流系の季節変動が分布に及ぼす影響を明らかにする。そのため、上記(1)
にて構築する海洋プラスチックごみの分散モデルにLebreton et al. (2017)で示される河川排出量データを

与えた分散計算を行い、その結果から各粒子の初期位置と10年後の移動先の分布を用いて、主要なプロ

セスの同定とその寄与について検討する。 

また、近年南大洋でもマイクロプラスチックが観測されているが、これらのマイクロプラスチック

 

 

図(2)-1: OFESモデルの領域および海底地形分布 
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がどのような経路で南極周辺海域へと輸送されるかについても考察する。特に、南大洋での物質循環に

重要な役割を果たすと考えられる南極周極流に着目し、南半球亜熱帯域から南極周極流を横切って南極

周辺海域へと輸送される可能性を検討する。 

（3）50年予測計算に用いる全球海面流速データの作成に関する検討 

50年後までの海洋マイクロプラスチックの分布を実験的に求めるための流速変動データの作成方法

を検討し、外力データを作成する。 

50年予測を行う場合、(a) OFESモデルを50年先まで計算し、その流速場を用いる方法（力学的予

測）と (b) 過去約70年間のOFESシミュレーション結果を利用し、統計的な手法により流速場の変動

に関する予測結果を得る方法（統計的予測）が考えられる。しかし力学的予測を行うためには、

OFESモデルを駆動するための外力（風応力や気温、日射量などのデータ）を50年先まで準備する必

要がある。現在このようなデータは温暖化予測モデルの結果に依存せざるを得ないが、海面風速変動

の精度に関する情報はほとんど無く、複数のデータでばらつきが大きい。また、予測の不確実性を考

慮するために複数ケースの計算を行うことが求められる。OFESモデルを50年間動かすための計算時

間を考慮すると、このような複数ケースの計算を行うことは現実的ではない。一方統計的予測では、

海面流速場の予測結果を得るための計算コストは格段に抑えられ、統計的な外挿の種類や重みを変え

ることにより複数の流速変動シナリオを作成することも比較的簡単にできる。ただし、統計的予測で

は予測された海面流速場の物理的整合性の保証はないため、現実と大きく異なる場合があり得る。本

研究では、計算コストと複数シナリオの構築を重視し、後者の統計的予測手法を用いて50年後までの

流速データの作成を試みる。 

 
４．結果及び考察 

(1) 全球規模の輸送モデルの構築 

OFESモデルの海面流速を用いた粒子追跡モデルにより海洋プラスチックごみの分布が現実的に再現

されるかを確認するため、毎年の1月1日および7月1日に流入した海洋プラスチックごみの移動を10年間

計算した（図(2)-2）。その結果、排出量の多い東アジア・東南アジア縁辺海とインドネシア多島海域に

多くの海洋プラスチックごみが取り残されるが、外洋へと移動する海洋プラスチックごみの多くは中緯

度亜熱帯循環に捕捉されることが示され、先行研究と矛盾しない現実的な結果が得られることがわかっ

た。また、排出量の多い海域の下流側にあたるインド洋亜熱帯循環に捕捉される海洋プラスチックごみ

の量が相対的に多いことも示唆された。 

さらにインドネシア多島海付近における分布の妥当性を検証するため、2016年12月に東京海洋大学

の海鷹丸によって行われたマイクロプラスチック浮遊量調査結果との比較を行った。その結果、南緯10
度から15度の緯度帯で浮遊量が多い傾向が再現され、特にインドネシア多島海からインド洋へと続くイ

ンドネシア通過流によって多島海域からの海洋プラスチックごみが輸送されていることが示された。 
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（2）粒子追跡実験による大洋内および大洋間輸送に寄与する物理過程の検討 

本研究では、現

在も多くの海洋

プラスチックご

みの供給源であ

り、将来的にも

重要となる東ア

ジア・東南アジ

ア域に着目し、

太平洋−東アジ

ア・東南アジア

域−インド洋の間

での海洋プラス

チックごみの移

動、さらに太平

洋インド洋域での南大洋への移動に関する考察を行った。 

(2-1) 東アジア・東南アジア域を含む大洋間輸送の定量的見積り 

(a)     (b) 

 
図(2)-2: (a) 1月及び(b)7月に排出された海洋プラスチックごみの10年後の分布。初期排出分

布はLebreton et al. (2017)による主要河川からの流入量の年平均値を使用。 
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 まず、東アジア・東南アジア域で顕著な海面流速の季節変動が及ぼす影響を調べるため、海洋プラ

スチックごみの河川からの排出量は１年を通じて年平均値を与え、流速場のみ時間的な変動をする設定

での計算を行った。図(2)-3に、ある海域で1月または7月に排出された海洋プラスチックごみが10年後
にどの海域に移動したかの分布を、1989年を初期値とした場合の結果を一例として示す。10年後であっ

ても、多くの海洋プラスチックごみ

は排出された海域内、あるいは排出

海域近傍に留まる傾向が強く、多く

は海岸漂着を数回経験しながら、ゆ

っくりと移動している。この傾向

は、モンスーンによる風の影響を強

く受ける海域で顕著であり、季節的

な流向変動が大きく、長期平均での

実質的な輸送効率が悪くなるためと

考えられる。特に排出量の多い東シ

ナ海や南シナ海では80%程度が同一

海域内に留まっている。流出が顕著

と予想されるインドネシア多島海域

でも61〜65%が留まることが分かっ

たが、これらの結果は海岸漂着のモ

デルへの実装方法にも依存する可能

性がある。また、東シナ海（インド

ネシア多島海）から移動する海洋プ

ラスチックごみは、ほとんどが北太

平洋内（南インド洋亜熱帯域）へと

移動するが、南シナ海からは1月排
出分はインド洋側へ、7月排出分は

東シナ海や北太平洋側へ移動する傾

向が見られた。これらの移動した海

洋プラスチックごみの多くは亜熱帯

循環に取り込まれ、一旦亜熱帯循環

に捕捉された海洋プラスチックごみ

は、他の海域へ移動することはほと

んど無い。 

 

 

図(2)-3: 海洋プラスチックごみの排出量を一定として、海流場の

季節変動を考慮した場合の分布の季節依存性。(a) 1月排出ケー

ス、(b) 7月排出ケース。 

Mean Case
1989/01/01
10 years

東シナ海
(1210 t/d)南シナ海

(916 t/d)

北インド洋
(561 t/d)

インドネシア多島海
(456 t/d)

78%

81%

8%

6%

32% 65%

78%

94%

6%

1⽉
排出

(a)

Mean Case
1989/07/01
10 years

東シナ海
(1210 t/d)南シナ海

(916 t/d)

北インド洋
(561 t/d)

インドネシア多島海
(456 t/d)

57%
17%

9%

10%
79%

61%
30%

20%

96%

7⽉
排出(b)
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多くの海洋プラスチックごみは河川から沿岸域へと供給されるが、本シミュレーションの結果では、

インドネシア多島海などの複雑な海岸地形を持ち、海流も複雑に変動する海域では、海岸漂着が頻繁に

発生している。仮想的にインドネシア多島海域から粒子を流した場合、一年後には流した粒子の約４割

が一度は海岸に漂着した結果を得た。このことは、インドネシア多島海域に入ったプラスチックごみは

海洋での分散による移動と海岸漂着（海岸での分解の可能性）を繰り返しながら、半年から一年程度の

時間規模でインドネシア多島海を通過することを示唆している。実際にどれだけの割合の海洋プラステ

ィックごみが海岸漂着を経験しているかは明らかではなく、本モデルの結果は海岸漂着を過大評価して

いる可能性も示唆される。このことは、大規模な輸送過程に対する時間遅れの効果と海洋プラスチック

ごみのシンクとしての効果として結果に影響を及ぼす可能性がある。海洋プラスチックごみの全球規模

での分散過程に対して、サブテーマ(3)による局所的な漂着期間の検討結果の組み込み方法およびパラ

メータの設定が適切かの更なる検討が必要

と考えられる。 

次に、海洋プラスチックごみ排出量の季

節変動の影響も評価した。特に中緯度域や

モンスーンの影響を強く受ける地域におい

て、河川流域面積内での降水量の季節変動

が大きいため、海洋プラスチックごみ排出

量にも顕著な季節変動が見られる。同時

に、モンスーンによる海流系変動の影響も

加わるため、年平均排出量での計算と異な

る可能性がある。前述の計算と同様の計算

を、排出量の季節変動も考慮して行った

1989年1月と7月の結果を図(2)-4に示す。排

出量に対する移動先分布の割合は一定排出

の場合とほとんど変わらないが、インドネ

シア多島海では北半球冬季の雨季に、アジ

ア大陸南・東岸域ではモンスーンに伴う降

水が多くなる北半球夏季に排出量が多いこ

とが反映される。そのため、大洋内及び大

洋間輸送に対しては、南シナ海に排出され

る海洋プラスチックごみに関しては流れ場

の影響も無視できないものの、多くの海域

では排出量の季節的な変動が支配的な要素

となっていることが分かった。このことか

ら、海洋プラスチックごみに関する対策を

行う際、排出量の多い季節での削減につな

がる集中的な取り組みが有効である可能性

が示唆される。 

さらに、北太平洋および南インド洋の亜

熱帯循環内に捕捉される海洋プラスチックごみの起源がどの海域となっているかも調査した（図(2)-
5）。どちらの海域においても、その緯度帯での夏季に排出された海洋プラスチックごみが多く蓄積して

いることが分かった。南インド洋の亜熱帯循環の場合、そこに取り込まれる海洋プラスチックごみは、

1月にはインドネシア多島海起源が６割を超えるが、7月にはより北側の南シナ海や北インド洋起源のも

のが５割を超えることが分かった。北太平洋では海洋プラスチックごみの流入量が季節によって大きく

異なると共に、7月には東シナ海と南シナ海起源が８割弱に達するが、冬季にはインドネシア多島海か

 

 

図(2)-4:海流場の季節変動に加え、海洋プラスチックごみの排出量

の季節変動も考慮した場合の分布の季節依存性。(a) 1月排出ケー

ス、(b) 7月排出ケース。 

Monthly Case
1989/01/01
10 years

東シナ海
(141 t/d)

南シナ海
(101 t/d)
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(a)

Monthly Case
1989/07/01
10 years

東シナ海
(3231 t/d)

南シナ海
(1644 t/d)

北インド洋
(1438 t/d)

7⽉
排出

98%

79%

20%

62%
10%

15%

インドネシア多島海
(91 t/d)

(b)
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ら移動するものも２割程度あることが分かった。 

(2-2) 太平洋インド洋域での南大洋への移動に関する考察 

  Isobe et al. (2017)によるオーストラリア南方の南大洋におけるマイクロプラスチック観測の結果、南

極周辺海域においてもマイクロプ

ラスチックが確認されている。こ

の他にも、南極特別保護区内の小

川（Gonzalez-Pleiter et al., 2020）や
海氷（Kelly et al., 2020）から、ま

た、周辺域での微生物体内

（Bergami et al., 2020）やペンギン
の糞（Bessa et al., 2019）などから

もマイクロプラスチックの存在が

確認されている。しかし、これら

のマイクロプラスチックの南極へ

の輸送経路は、未だ不明である。

そこで、本研究で開発した海洋プ

ラスチックごみ輸送モデルの結果

から、海洋内を通じた輸送経路の

可能性を検討した。 

  まず、本研究で構築した粒子追

跡モデルの結果からは、大規模な海流系に伴う組織だった南大洋への海洋プラスチックごみの輸送は実

現されなかった。タスマニア島南方海域からの後方粒子追跡の結果から、太平洋起源の粒子が東オース

トラリア海流を経由して南大洋付近まで到達している可能性が示唆されたものの、インド洋域での南大

洋への輸送は見られない。海洋プラスチックごみの輸送に影響を及ぼすと考えられるが本モデルで考慮

されていない、あるいは不十分と考えられる過程として、(a) 中規模渦による粒子分散効果の影響、(b) 
海面波浪によるストークスドリフトの影響、(c) ３次元分散（海洋亜表層の流れ）の影響、(d) 大気擾
乱などに伴う大気輸送の影響、(e) 生物活動による輸送、(f) 人為的な活動による影響、などが挙げら

れる。このうち、海洋変動過程に関連する(a)〜(c)について考察を行った。 

 
図(2)-5:北太平洋および南インド洋の亜熱帯循環に捕捉される海洋

プラスチックごみの起源分布。 
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(a)の中規模渦の影響は、OFESが水平解像度0.1度の高解像度のモデルであり、中緯度域においても渦擾

乱は現実的に再現されていることは先行研究において示されている（Masumoto, 2010など）。特に南極

周極流域での中規模渦の再現性は現実的であり、中規模渦の影響を過小評価している傾向は見られな

い。一方、(b)のストークスドリフトの影響は、日本海などの半閉鎖的海域では顕著な効果をもたらす

ことが示されている（Iwasaki et al., 2017）。しかし南大洋域での長期平均したストークスドリフトは平

均流である南極周極流と同じ東向きが卓越しており、東西方向の粒子移動速度には影響を与えるが、南

北方向の輸送にはほとんど影響しないことが分かった。特に南緯45度付近の南極周極流の流軸付近では

ストークスドリフトによる南北輸送の発散域となっており、南極周極流を横断する物質輸送をもたらす

効果は弱いことが示された（図(2)-6）。また、ストークスドリフトの短周期変動には大気の短周期擾乱

に伴う南北成分も現れるが、20 cm/s 程度で数日周期の変動となり、実質的な南北輸送への効果は小さ

いと考えられる。さらに、(c)の鉛直移動も含めた３次元的な輸送過程については、南大洋での流速場

は表層1000m程度で鉛直一様であり、季節によらず顕著な南向き亜表層流は見られない。表層エクマン

流を補償するため直接的に励起される南北循環に伴う弱い南向き亜表層流の存在は示唆されるが、渦―

平均流相互作用による2次循環によって弱められている可能性もある。また、これらの亜表層の流れは

数百メートルから千メートルの深さに達する。これまでこのような深さでの海洋プラスチックごみの観

測は行われておらず、今後の検証が必要である。一方、サブテーマ(1)で用いている異なる海洋モデル

結果を用いた粒子追跡計算結果で

は、南大洋への海洋プラスチック

ごみの輸送も少なからず示されて

おり、これらのモデル結果の違い

についての検討は今後の課題とし

て残されている。 

 また、大気擾乱による大気中の微

小粒子の輸送については、

Evangeliou et al. (2020) で南大洋へ

も輸送される可能性があることが

示されているとともに、南極周辺

に生息する大型生物に付着したり

体内へと取り込まれたりすること

によって移動する可能性もある。

さらには、南極大陸付近へは観光

目的での訪問も行われていること

から、人為的な活動による輸送も否定できない。しかし、これらの影響については、海洋のプラスチッ

クごみの粒子追跡手法を用いたモデルの結果だけでは検討することができないため、今後さらに統合的

な視点からの研究が求められる。 

（3）50年予測計算に用いる全球海面流速データの作成に関する検討 

50年後までの海洋プラスチックごみの分布を実験的に求めるための流速変動データの作成方法を検

討し、テスト用の流速データを作成した。 

 

図(2)-6:南インド洋域における年平均ストークスドリフトの分布。 

Annual Average Stokes Drift (1993)

(m/s)

(m/s)
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 50年予測計算の設定に関する検討の結果、中規模渦や流れの不安定性などに起因する季節内変動

よりも短い流速場の変動については、粒子追跡モデルに取り入れられている拡散過程により表現する

ものと考え、季節変動や経年変動よりも長い時間規模での変動のみ考慮することとした。経年的な気

候変動や十年規模変動などによる長期変動については、経験的直交関数(EOF)解析を用いた統計的解

析手法を用いて、図(2)-7に示すフローチャートに従って50年間の流速データの作成を試みた。その

際、不確実性として若干の揺らぎを取り入れることで異なる時系列データを作成し、アンサンブル予

測が可能なものとする。また、長周期変動は空間規模も大きいことから、OFESの元々の解像度であ

る0.1度を空間的に平滑化して0.5度の解像度で再構築を行った。 

結果の

一例とし

て、図

(2)-8にイ
ンド洋太

平洋域の

赤道上に

おける再

構成され

た東西流

速偏差の

経度-時
間断面図

を示す。

エルニー

ニョ現象

などに伴

って西部

から中央

部太平洋での東西流速偏差が大きく、インド洋での変動が比較的弱い傾向が再現、予測されている。

流速変動の大きな海域は黒潮などの西岸境界流付近および赤道域であるが、これらの海域で現実的な

変動特性を持った流速場を作成することができた。再構成する際の位相ラグを調整することや、フー

リエ成分の振幅を調整することで異なる時系列データを作成することが可能であり、アンサンブル外

力データを作成するための手法を構築した。 

 
５．研究目標の達成状況 

本サブテーマでは、海洋プラスチックごみの大洋内及び大洋間動態を再現できる全球海洋プラスチ

ックごみ分散モデルを構築し、海洋プラスチックごみの分布に及ぼす物理諸過程の影響を評価した。 

太平洋やインド洋内の海洋プラスチックごみ分布や蓄積量、また両大洋間の輸送には、アジアモン

スーンの影響による海流系の季節変動よりも、南シナ海やインドネシア多島海域における海洋プラス

チックごみ排出量の季節変動の影響が大きいことが初めて明らかになった。さらに、南大洋で観測さ

れた海洋プラスチックごみの輸送経路について、本サブテーマで構築した分散モデルの結果からは、

海洋循環による経路を明確に示すことができず、海洋内で直接輸送されていない可能性が示された。

このことは、鉛直輸送過程や、大気輸送、生物輸送なども含めた統合的な検討が今後必要であること

を示唆している。 

 

図(2)-7:50年予測のための流速場構築の考え方を表すフローチ

ャート 

 

図(2)-8: インド洋-太平洋赤道上での東西流速の分布。流速変動の各成分の振幅は変化させず、

位相に10年のズレを与えた場合。 



 

40 

SII-2-1 

さらに、サブテーマ(1)及び(3)との情報共有などを通じて、全球規模の海洋プラスチックごみの分

散シミュレーションを行うためには、海岸漂着過程と岸-沖輸送過程のさらなる精緻化とパラメータ

化が不可欠であることが分かった。 

また、50年予測計算に用いる全球海面流速データの作成を行った。このデータはサブテーマ(1)と共

有し、大洋規模の海洋プラスチックごみ分布に対する10年規模気候変動現象の影響に関する研究を行

う基盤データとなる。 

これらのことから、各項目について当初の目標を達成したものと考える。 
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Ⅱ．成果の詳細 

 

Ⅱ－３ 海洋プラスチックゴミの沿岸海洋における動態解明とモデル化 

 

国立大学法人愛媛大学 

大学院理工学研究科 生産環境工学専攻，沿岸環境科学研究センター（併任）   日向 博文 

大学院理工学研究科 生産環境工学専攻                    河合 慶有 

＜研究協力者＞ 愛媛大学 沿岸環境科学研究センター         加 三千宣，郭 新宇 

＜研究協力者＞ 愛媛大学 大学院理工学研究科 生産環境工学専攻        畑田 佳男  

＜研究協力者＞ 松山大学 法学部（2021年10月〜2022年3月）         槻木 玲美   

［要旨］ 
海洋―海岸交換過程に必要なパラメータとして、漂着・再漂流確率、および漂着・再漂流拡散係数を

提案し、単純地形を対象とした理論的な検討を加えるとともに、広島湾と日本海沿岸を対象とした数値

実験を行なった。特に粒子追跡法については、広島湾の観測結果を季節変動も含め概ね再現することに

成功した。これらをサブテーマ1にインプットすることで、全球でのプラスチック収支解析に活用され

た。トレーサーモデルについては、計算時間を大幅に短縮できることが確認できたが、日本海を対象と

した場合、ストークスドリフトの導入が課題として挙げられた。複数の河川が流入する別府湾の最深部

を対象に、海底への堆積速度を見積もった。1950年代後半からの堆積フラックスは線形的に上昇すると

ともに、約20年変動が重畳していることを明らかにした。20年変動については、湾内の植物プランクト

ン量と有意な正の相関関係があることを明らかにした。また、表層ネットサンプリングの結果と堆積速

度から、マイクロプラスチック片（0.3–2.0 mm）の平均沈降速度を101–102 m/dと見積もることに成功し

た。観測に基づく沈降速度の見積は世界初の成果であり、今後のモデル開発のターゲットとなると思わ

れる。これらの成果は、この分野の発展に大きく貢献すると考えられる。 
 
１．研究開発目的 
海洋プラスチックごみの沿岸～地球規模での海洋中の分布状況及び動態に関する実態把握に重要な沿岸

域でのマイクロプラスチックの動態、特に、海岸過程（漂着―再漂流過程）及び沈降過程について実態

を把握し、海岸過程についてモデル化を行う。 
 
２．研究目標 
本研究ならびに既往の観測データを利用して、海洋モデルに対して、拡散係数など海洋―海岸交換過程

に必要なパラメータを提案する。瀬戸内海における鉛直分布の季節変動を考慮したマイクロプラスチッ

クの輸送モデルを構築し、あるいは海底への堆積速度の見積もりを行う。 
 
３．研究開発内容 
3-1 マイクロプスチックの漂着—再漂流過程（海岸過程）のモデル化 
粒子及びトレーサーを用いたモデルを開発した1) 2)。本モデルはサブテーマ１における全球規模でのプ

ラスチック収支計算3)に活用された。前者のモデルでは各粒子に漂着確率と海岸滞留時間を与えること

で、後者ではトレーサーの漂着・再漂流フラックスを計算することで海岸過程をモデル化した。両者と

もマイクロプラスチックの海岸滞留時間と海面—海岸間の分配係数が最も重要なパラメータである。 
i) 粒子追跡法（広島湾） 
時刻t+Δtでの粒子（マイクロプラスチック）の海面位置Xt+Δtを以下の様に計算した。 

𝑿𝒕+𝜟𝒕 = 𝑿𝒕 + (𝑼𝒄 +𝒘𝑽𝒘)𝛥𝑡 + 𝒊𝑅+2𝐾/𝛥𝑡.  
Δtは時間ステップ（600秒）、Uc、Vw、w、Khはそれぞれ表層の流速ベクトル、風速ベクトル、風の移

流係数1), 2)、水平拡散係数(9.3 m2/s)であり、iはx（東西）方向・y（南北）方向の単位ベクトル、Rは-1
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から1までの乱数である。移流係数は2種類（w=0，0.058）を設定した。w =0.058は発泡スチロール

（FPS）を想定している。計算格子は海格子（沖合格子）、沿岸格子、砂浜格子（漂着可）と岩礁格子

（漂着不可）から成る。  
海岸滞留時間τ（日）の海岸からΔT（時間）の間に漂着物が再漂流する確率aは以下のように表せる4)。 

𝑎 = 1 − 𝑒𝑥𝑝 C−
1
24𝜏 ∆𝑇H． 

ここでDTは粒子が沿岸格子（Δx×Δy =1146m×926m）に留まっている程度の時間スケールとし、広島湾

内の平均流速（0.1m/s）とグリッドサイズから2時間とした。tは14日（大潮―小潮周期）と100日5)に設

定し、それぞれに対する再漂流確率a（0.006，0.0008）を計算した。さらに，時間平均場（漂着量 = 
再漂流量）を想定し、以下の式からそれぞれに対する漂着確率b（0.157，0.022）を見積もった． 

𝑎 × 𝐶0 × ∆𝐵 × ∆𝑦~𝑏 × 𝐶$ × ∆𝑥 × ∆𝑦.  	∴ 𝑏~𝑎 × 1$
1%
× ∆3

∆4
．           

ここでCb（Cs）は海岸（海面）のマイクロプラスチック数密度（個/m2）、ΔBは海岸幅（10m）であ

る。マイクロプラスチックの海岸—海面分配係数P = Cb/Csは広島湾での観測結果（3050）6)を用いた。

実際の計算では、2時間毎に沿岸グリッドに存在する粒子1つ1つに対し乱数[0, 1]を発生させ、漂着確率

以下になった場合、対応する粒子を漂着させた。漂着した粒子はτ経過後に隣接する沿岸グリッド内に

ランダムに戻した。 
 モデル海域は広島湾・安芸灘とその周辺海域である。愛媛大学郭研究室（研究協力者）から提供され

た同海域表層の水平拡散係数及び流速データ（気候値）を計算に用いた。風速データは気象庁により提

供されている2007年から2016年までのメソ数値予報モデルGPVデータ（MSM）の平均値を用いた。計

算対象期間は1971年から2020年までの50年間とした。広島湾では湾奥部に牡蠣養殖筏が多数点在するこ

とから、毎月1日に湾奥部1格子につき1個（合計51個，経年変化なし）の粒子を投入した。  
ii) トレーサー法（日本海） 
計算格子は海格子、沿岸格子、砂浜格子、岩礁格子から成る。沿岸格子での基礎方程式は以下の通りで

ある。  
𝜕𝐶
𝜕𝑡 = −C

𝜕𝑢𝐶
𝜕𝑥 +

𝜕𝑣𝐶
𝜕𝑦 H + R

𝜕
𝜕𝑥 C𝐾/

𝜕𝑐
𝜕𝑥H +

𝜕
𝜕𝑦 C𝐾/

𝜕𝑐
𝜕𝑦HT − R

𝜕
𝜕𝑥 C𝐾53

𝜕𝐶
𝜕𝑥H +

𝜕
𝜕𝑦 C𝐾53

𝜕𝐶
𝜕𝑦HT

+ R
𝜕
𝜕𝑥 C𝐾35

𝜕𝐶
𝜕𝑥H +

𝜕
𝜕𝑦 C𝐾35

𝜕𝐶
𝜕𝑦HT. 

ここでCはトレーサー濃度(/m2)、u，vは海面の流速(m/s)、Khは海面上でのトレーサーの拡散係数（10 
m2/s）である。KSB，KBSは漂着過程と再漂流過程を表す拡散係数（m2/s）。右辺第5，6項が漂着フラッ

クス、第7，8項は再漂流フラックス項である。海格子では漂着・再漂流フラックスは考慮されない。砂

浜格子での基礎方程式を以下に示す。  

		
𝜕𝐶
𝜕𝑡 = R

𝜕
𝜕𝑥 C𝐾53

𝜕𝐶
𝜕𝑥H +

𝜕
𝜕𝑦 C𝐾53

𝜕𝐶
𝜕𝑦HT − R

𝜕
𝜕𝑥 C𝐾35

𝜕𝐶
𝜕𝑥H +

𝜕
𝜕𝑦 C𝐾35

𝜕𝐶
𝜕𝑦HT． 

砂浜格子上のトレーサー量は、沿岸格子とのやりとりを通じて変化し、隣接する砂浜格子とのやりとり

は考慮しない。ここでも時間平均場（漂着フラックス=再漂流フラックス）を想定する。2つの拡散係

数比のオーダーは 
𝐾53
𝐾35

~
𝐶6
𝐶7
= 𝑃, ここに，𝐾35~

𝐵8

𝜏 , 

となる。Bは海岸幅（10 m）である。既往の研究5)を参考にt = 10日及び60日とした。拡散係数比（分配

係数）のオーダーは、文献調査7)と我々の2018年に行った現地観測の結果（中間報告）から基準値を104

に設定した。さらに、105、103、101でも計算を行い、トレーサー濃度分布の拡散係数比依存性を検討し

た。対馬海峡から2010年1月1日に濃度を放出しDREAMS8)の最上層での水平流速（2010年の流速場）を

繰り返し使って10年間計算を行った。計算領域は日本海全域で格子間隔は緯度方向7.83km（Dy）、経

度方向7.40km（Dx）である。  
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3-2 河川水の影響を受ける沿岸部でのマイクロプラスチックの堆積フラックスと沈降速度の見積もり 
 沿岸域のみならず全球

のマイクロプラスチック

動態や収支を解明する上

で沈降過程の理解は極め

て重要である9)。そこ

で、コアサンプラーを使

って海底堆積物を採取し

沈降フラックスを見積も

った。調査海域は別府湾

湾奥部である（図(3)-
1）。別府湾には一級河

川の大野川や大分川、さ

らに複数の二級河川が流

入しており、特に夏季から秋季にかけては河川水の影響を受け、表層塩分は低下する。特に同季節にお

いて時計回り循環流が形成される湾奥部10)と一級河川が流入する湾南岸沿いでその影響は顕著である。

冬季には時計回り循環流は解消される。別府湾湾奥部（水深70m）海底の流速は穏やかで、溶存酸素濃

度も低い11)ことから、堆積層が穏やかに堆積し、生物による攪乱も小さいと考えられている。実際、こ

れまでにコアサンプリングによる精緻な年代測定が行われている12)。  
 グラビティーコアラー（アクリルパイプ製、内径11cm、長さ50 ~ 120cm）を用いて堆積物を採取した

（図(3)-1）。2018年には6本（マイクロプラスチック用：5本、セジメント解析用：1本）、2019年度に

は、3本（マイクロプラスチック用：2本、年代測定用：1本、セジメント解析用：1本）のコアを採取し

た。サンプルは実験室に持ち帰り、マイクロプラスチック採取用のサンプルは１cm毎に切り分けた。

355µmの篩にかけ残った試料に対して比重分離（比重1.7のヨウ化ナトリウム水溶液使用）を行なっ

た。粒子状物質の内、明らかにプラスチックと異なる物以外を手作業で抽出し、サイズ計測は光学顕微

鏡を、ポリマータイプはFT-IRを用いて特定した。さらに、2017年に採取していた4本（アクリルパイプ

製、内径11cm、長さ50cm）のコアについてもマイクロプラスチックを抽出した。ここでは繊維および

フィルムは解析対象外とした。繊維は、実験室中での混入の可能性が高いためであり、フィルムは非常

にもろいため抽出過程で微細化してしまうからである。 
 年代測定は2019年に採取した1本のコアを利用した既往の研究例12)の結果を利用した。年代は、210Pb
の半減期を利用し、CRSモデルを用いてイベント層の年代を計算している。計算結果は、137Csの濃度ピ

ーク（1960年代前半）によって検定されている。マイクロプラスチックが堆積し始めた1950年代以降の

年代測定誤差は数年以内と見積もられている。他のコアセジメントの年代については、X線撮影画像、

帯磁率、及びバルク乾燥密度の鉛直分布を年代測定コアと比較（同時間面対比）することによって決定

した。この時、2つのイベント層間における重量堆積速度を一定と仮定し、１cm層厚毎の年代を決定し

ている。 
クロロフィルaの堆積フラックスや堆積物中の濃度の経年変化とマイクロプラスチックの堆積フラッ

クスを比較した。フラックスはTsugeki et al. (2017)13)による測定結果を用いた。コアは2009年9月に他の

コアと同じ地点で採取されている。マイクロプラスチック堆積フラックスと海水中のマイクロプラスチ

ックの平均濃度から、マイクロプラスチック粒子の沈降速度（m/d）を見積もった14)、 15)。2019年8月1
日に湾奥（コア採取地点）、湾央、湾口で海面浮遊マイクロプラスチック粒子をネットサンプリングし

た（図(3)-1）。マイクロプラスチック抽出過程は、Sagawa et al。 (2018)6)にしたがった。ここではポリ

エチレン（PE）、ポリプロピレン（PP）、ポリスチレン（PS）の破片のみ（ファイバー、フィルムは

対象外）を対象にしている。後述するように、PE、PP、PSが堆積フラックスの95%以上を占めている

からである。 
平均沈降速度は、海面付近での0.3 – 2.0 mmサイズクラスの個数密度N0（個/m3）、観測日当日の有義

 
図(3)-1 (A) 水位（細島），気象データ（宮崎，大分），大野川流量

（白滝橋）計測地点，および河口位置，(B) コア採取（白丸），およ

び表層ネットサンプリング地点（黒三角） 

黒潮

細島

宮崎

大分
白滝橋

別府湾

(A) (B)

境川

大野川大分川

八坂川
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波高Hs （0.5 m：調査船からの目視）、10m上空での海上風W10（4.4 m/s：当日の大分気象台における日

平均風速の2倍）、及びマイクロプラスチック粒子の海水中での上昇速度w（m/s）を用い、以下の式か

ら求めた。 
ws = Fph/(365M) 

ここに、Fpはコアから求めた2010年代のマイクロプラスチックの堆積フラックス（150 個/m2/year）、h
は水深（70 m）である。また、単位面積あたりの数密度Mは、鉛直方向に指数関数的な分布を仮定し、

以下の式から求めた。 
M = N0 A0/w 

ここに、A0 = 1.5u*kHsは鉛直拡散係数である。ここに、kはカルマン定数（0.4）、u*（=0.0012W10）は

海面での摩擦速度である。ここでサイズクラスを2.0 mm 以下としているのは、このサイズクラスのフ

ラックスが支配的だからである。上昇速度w（m/s）は、Reisser et al. (2014)14)が12,000個以上のプラスチ

ック片（0.5–207 mm，中央値 1.5 mm）から求めた上層速度の中央値（0.005 m/s）および上位10％値
（0.0438 m/s）を用いた。なお、上昇速度が大きくなると沈降速度も大きくなる。波高や風速について

もそれぞれ1.5 m、8.0 m/sと非現実的な値についても検討した。波高と風速の上昇は、鉛直混合を促進

し（マイクロプラスチックの海水中平均密度を大きくし）、沈降速度を小さくする。その他、大野川の

河川流量（http://www1.river.go.jp）、宮崎県細島の潮位変動

（https://www.jodc.go.jp/jodcweb/JDOSS/index.html）についても調べた。前者は、陸域からの栄養塩、及

びマイクロプラスチック破片供給の、後者は黒潮の離接岸の指標とした。潮位変動は宮崎気象台での海

面大気圧を用いて補正し、平均値からの偏差を計算した。黒潮が接岸すると、沿岸部の水温が低下し、

水位は下降する。以上のデータは5年の移動平均を計算した。大分、愛媛、広島、山口の4県のポリマー

タイプ別のプラスチック廃棄量についても調べた。全国の廃棄量に

（https://www.pwmi.or.jp/flow_backnumber.php，https://www.env.go.jp/doc/toukei/tokeisyu.html）４県と全

国の人口比率（https://www.e-stat.go.jp/en）をかけて計算した。 

４．結果及び考察 
4-1マイクロプスチックの漂着—再漂流過程（海岸過程）のモデル化 
i) 広島湾を対象とした中立粒子を用いた数値実験 
 海面の数密度は海面の通過時間で決まり、定常に

達した後（1980年以降）は海岸滞留時間に依存しな

いことが分かった（図(3)-2）。実験では粒子インプ

ット量が一定であること、1980年以降、計算領域で

は海岸漂着量と再漂流量がバランスしているためで

ある。一方、海岸数密度は海岸滞留時間と海面数密

度の影響を受ける。定常状態では海岸数密度は、単

位時間当たりの漂着量と滞留時間の積で決まる。例

えば、t = 100 dの場合、風を考慮すると（w = 
0.058）、海上での粒子の移動速度が相対的に大きく

なり海面通過時間は減少し海面数密度が減少する。

その結果、漂着量が減少し、滞留時間が同じでも風

なしに比べ海岸数密度も減少する。 
 数値実験の結果、風あり・海岸滞留時間100日（w = 0.058，t = 100d）の場合、計算領域内の分配係

数がP = 3、400となり観測結果（3050）6)に最も近い値となった。また、広島湾奥部と周防大島北部海

域間のマイクロプラスチック数密度比についても概ね再現できた（観測：2.4，計算：6.8）。風の影響

を調べるために，風なし・海岸滞留時間100日（w = 0.0，t = 100 d）との比較を行った（図(3)-3）。風

 
図(3)-2 海岸と海面の平均粒子数密度 
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を考慮した場合、粒子は春から夏にかけて湾奥部に集積した後、秋に西岸に沿って湾外へ流出する。こ

れはこの時期に卓越する北東風のためである。一方、風なしの場合、同時期に湾央部を南下する傾向が

強くなり、その結果、周防大島にトラップされ湾外に流出する粒子数が少なくなる。  
 小澤（2015）16)によれば、湾奥部と倉橋

島の海岸で採取したFPSの劣化度（カルボ

ニルインデックス）には有意な差があり、

倉橋島のFPSは湾奥部に比べ平均で110日分
程度多くの紫外線に暴露されていると推定

した。本実験（w = 0.058，t = 100d）で

は、湾奥部より倉橋島の粒子は平均海岸経

験日数（年齢）が325日程度高齢であると

推定された。実測されたカルボニルインデ

ックスのばらつきの大きさを考慮すると

320日という年齢差は概ね妥当であると考

えられる。  
ii) トレーサー法による数値実験 
10日と60日程度の滞留時間の違いでは、海

面及び海岸でのトレーサー総存在量にほと

んど差が生じなかった。一方、拡散係数比

（分配係数）のオーダーを変化させた場合

は、海面存在量はほとんど変化しないが、

海岸存在量は拡散係数比の変化に対応した

形で変化した。この結果は瀬戸内海での数

値実験と符合する。つまり、海面存在量は

海面通過時間で決定され、定常状態では海

岸過程に依らない。ただし、海岸存在量

（以下に示す様に海岸存在量は海面存在量

と比較して決して無視できる量ではない）

は海岸過程に影響される。  
 拡散係数比が105の場合、海岸と海面の存

在比は95：5となり、海面と海岸の平均トレ

ーサー濃度比は106となった。これは海面の数密度に対して海岸の数密度が10万倍であることを意味す

るが、文献調査や我々の現地観測結果と比較しても現実的な数値とは言い難い。図(3)-4は拡散係数比

104におけるトレーサー濃度空間分布の季節変化を示す。拡散係数比が104の場合、存在比は7：3、平均

トレーサー濃度比は105となり、文献調査から判断すると概ね妥当な値となった。  

 

図(3)-3 粒子の空間分布．色は海岸経験時間を表す． 
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図(3)-4 トレーサー濃度分布の季節変化(P~ 104) 

(piece/m2)
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 海岸漂着量（12月31日）は空間的に大きく変化

する（図(3)-5）。若狭湾、富山湾や北海道は漂着

量が少ない一方、能登半島や新潟、秋田県（男鹿

半島）には多く漂着している。島根県の海岸上で

のトレーサー濃度の時間変化を調べたところ、2
月から6月にかけて漂着量が増加し、我々の観測

結果と異なる傾向となった。観測では冬季に漂着

したマイクロプラスチックはFPSが支配的だっ

た。FPSは海上で風圧やストークスドリフトの影

響を強く受ける。本モデルではこれらの影響を基

礎方程式に取り込んでいないためFPS動態を再現

できていない可能性が高い。また、ポリエチレン

やポリプロピレンの動態についても、特にストークスドリフトの影響を考慮することは重要である17)。

今後は、これらの影響をモデルに取り込むとともに、計算結果の検証のため、既存の観測データ等との

比較が待たれる。トレーサー法の利点は計算時間が短いこと、ランダムプロセスを含んでいないので、

計算結果のアンサンブル計算をする必要がない点である2)。今後は、粒子追跡法とトレーサー法をそれ

ぞれの長所を考慮した上で、計算目的毎に使い分けることが必要と考えられる。  
4-2河川水の影響を受ける沿岸部（別府湾）でのマイクロプラスチックの堆積フラックスと沈降速度の見

積もり 
別府湾海底から抽出されたマイクロプラスチック片は合計244個である。ポリマータイプはポリエチ

レン（PE）、ポリプロピレン（PP）、ポリスチレン（PS）の順に卓越しており、比率はそれぞれ

57.0%、21.3%、19.3%（計97.5%）である。なおPS 粒子の多く（72.3%）は目視によりFPS（foamed 
polystyrene）と判断された。 また、サイズクラスでは、0.3–1.0 mm: 36.9%、1.0–2.0 mm: 48.0%と2.0 
mm 以下のサイズが支配的であり、より大きなサイズは、2.0–3.0 mm: 12.3%、3.0–5.0 mm: 2.9%であっ

た。最初のプラスチック片は1959–1961 年層から抽出されたPP粒子でありサイズクラスは0.3–1.0 mmで

あった。 
海面でのネットサンプリングから、夏季の別府湾表層でのプラスチック粒子数密度は、湾口の0.14個

/m3から湾奥の2.1 個/m3へ大きく増加していた（湾央：0.51 個/m3）。表層水温は、湾口と湾央がそれ

ぞれ27.2 °C 、26.0 °Cであったのに対し、湾奥では29.8 °Cと2.6 °C以上高かった。時計回り循環流が形

成される湾奥の表層水塊が、湾央や湾口の水塊と水平的に混合せず、また、マイクロプラスチック片を

高濃度に蓄積していると推測された。海底で支配的であった0.3–2.0 mmサイズクラスの割合は、湾口：

86%、湾央：72％、湾奥：44％だった。このサイズクラスの湾奥での選択的な沈降を示唆している。ポ

リマータイプ別に見ると、最も支配的だったのはいずれの地点もPE粒子であり、その割合は湾口：

86%、湾央：81%、湾奥：70%と

大きな変化はなかった。湾奥での

0.3–2.0 mmサイズクラスの数密度

から、水注での濃度は、0.51 個
m-2と0.007 個m-3と見積もられ

た。 
 マイクロプラスチック堆積フラ

ックスおよび底質中の数密度は同

様な変化を示す（図(3)-6）。以

降、主にフラックスについて説明

する。長期には線形的に増加し、

そこに約20年の変動が重畳してい

る。Mann-Whitney U test によ

 
図(3)-5 海岸漂着量の空間分布（山口〜北海道） 
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図(3)-6 マイクロプラスチック堆積フラックス（赤）と数密度

（青）．エラーバーは標準誤差を示す． 
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り、1984―1990年、1990 – 2004年、さらに2004 – 2014年間のフラックスの平均値に有意な差（P<0.05）
を確認した。サイズクラス別では0.3–2.0 mmが85.3% （0.3–1.0 mm：47.1%、1.0–2.0 mm：38.2%）と支

配的である（図(3)-7）。この比率は海面表層（47%）に比べて大きい。当該サイズクラスの選択的な沈

降を示唆する。フラックスが増加する1990年前後や2010年代には、1.0–2.0 mmクラスの比率が増加して

いる。ポリマータイプ別では、PEが52.9%、PPが24.3%、PSが19.4 %であった（図(3)-8）。この3者が全
体に占める割合は、日本の河川の平均値（約80%）よりも高く、PE+PPだけで全体の約80%を占めてい

る。湾奥海面では、PE/PP/PSの比率は、0.70: 0.16: 0.14であり、PE+PPで86%を占めた。底質はこれとほ

ぼ同じ割合である。なお、フラックス中の割合は、実際に見つかったマイクロプラスチック粒子の割合

と多少異なる。これは、2018年に採取したコアの重量定積速度を他の年の結果と一致するよう補正した

ためである。 
ここからは、主に堆積フラックスの経年変化の要因について説明する。クロロフィルa堆積フラックス

や濃度にも非常に似た変化が認められた（図(3)-9）。線形的な増加に約20年周期の変動が重なってい

る。実際にそれらとマイクロプラスチックフラックスとの間には有意な正の相関関係が得られた（chl-
aフラックス：r = 0.82、 t-test、 P < 0.001; chl-a 濃度：r = 0.81; t-test、 P < 0.001）。植物プランク

トンが豊富な環境下では、マイクロプラスチックの沈降フラックスが増加していたことが明らかとなっ

た。また、底質中の含水比偏差とクロロフィルa濃度偏差（線形トレンドからの偏差）間にも正の有意

な相関が得られた（r = 0.85; t-test、 P < 0.001）。すなわち、植物プランクトンの殻を多く含む底質

は、空隙率が大きくなりその結果、含水比が大きくなっていると考えられる。  
1.0–2.0 mmサイズのより大きな粒子の沈降フラックスが増加することで全体のフラックスが大きくなる

点も興味深い（図(3)-7）。海水よりも比重の小さなPE/PP/FPSマイクロプラスチックが沈降する原因と

 

図(3)-7 サイズクラス別の堆積フラックス (A)と比率 (B) 
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図(3)-8 ポリマータイプ別の堆積フラックス (A)と比率 (B) 
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しては、粒子表面へのバイオフ

ィルムの付着と成長やマリンス

ノーによる捕捉が考えられる
18)。いずれも植物プランクトン

が豊富な海洋環境ではこれらの

機能が活発になると予想され

る。なお、粒子サイズから動物

プランクトン等の誤食によって

糞として排泄される可能性は低

いよ考えられる。 
ここで得られたのは、あくまで

クロロフィルとマイクロプラス

チックの堆積フラックスの相関

関係であり、両者の因果関係で

はない点に注意を要する。今

後、数値モデルによる検討が必

要である。ただし、このような生物活動に関連するシグナルとマイクロプラスチック堆積フラックスと

の関係性を、しかも長期データに基づいて明らかにしたのは世界で初めての成果と言える。これらの結

果は、室内や実海域でのインキュベーション実験に基づくマイクプラスチック沈降メカニズムの検討結

果18)を強く支持する。 
長期の増加傾向の原因としては2つ考えられる。1つは、クロロフィルa濃度の線形的な上昇である。

2つ目は陸上からのマイクロプラスチック片の流入量の増加である。後者は、西部瀬戸内海に面する4県
のプラスチック廃棄量の経年変化からも確認できる（図(3)-10）。前者については、線形的増加の原因

については、今後の詳細な検討が必要である。続いて、1990年や2014年にピークをもつ約20年変動の原

因について検討を加えた。国内の廃棄量に20年変動は認められない（図(3)-10）。したがって、20年変
動はインプットではなく海洋環境に原因があると考えられる。実際、クロロフィルaの堆積フラックス

からも20年周期で海水中の植物プランクトンのバイオマスが変化していた。別府湾の基礎生産量は、栄

養塩制限である19)。20年周期で栄養塩供給が変動していたことになる。瀬戸内海の栄養塩（窒素、リ

ン）の供給源としては、外洋が50％以上という見積もりがある20)。瀬戸内海西部では、豊後水道底層に

浸入する低温・高栄養塩の陸棚斜面水が栄養塩供給に重要な働きをする21)。浸入は黒潮が陸に接近した

年の夏季から秋季に主に発生する。黒潮の離接岸は宮崎県細島の潮位によって把握可能である。接岸す

ると低温の陸棚斜面水が陸に近

づくことから水温低下により水

位は低下する。1940年代以降、

黒潮もまたおよそ20年の周期で

離接岸を繰り返した（図(3)-
11）。1960年代まではクロロフ

ィルaの堆積フラックス（湾内の

植物プランクトンバイオマスの

指標）と逆相関を示す。それ以

降は、クロロフィルaフラックス

の位相が5年程度遅れている。原

因としては陸域からの栄養塩供

給による影響が考えられる。実

際、1990年前後は夏季〜秋季の

河川流入量が、1970年代以降で

 

図(3)-9 クロロフィルa堆積フラックス（赤）と濃度（青），平均

含水比偏差（黒）．エラーバーは標準誤差を示す． 
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図(3)-10 瀬戸内海西部4県からのプラスチック排出量：別府湾へ

のマイクロプラスチック流入量の指標． 
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最も多かった（図(3)-12）。た

だし、1960年代からの位相関

係について一貫して説明でき

る理屈は現時点では得られて

いない。この位相関係を解き

明かすことは、別府湾のみな

らず沿岸域におけるマイクロ

プラスチックの沈降フラック

スを予測する上で極めて重要

と考えられる。今後の課題で

ある。 
1990年や2014年前後におけ

るマイクロプラスチック堆積

フラックスの増加に対して、

1.0–2.0 mm サイズクラスのフ

ラックスが大きな働きをした（図(3)-7）。すなわち、植物プランクトン量が多くなる海洋環境下で

は、より大きなサイズのマイクロプラスチック片の沈降が可能となる。この事実は、現在考えられてい

るマイクロプラスチックの沈降メカニズム18)と矛盾しない。ただし、2.0 mmより大きなサイズクラスの

沈降フラックスを上昇させるには至っていない。この2.0 mm以下が底質中で卓越している結果は、多

くの沿岸域で確認されている6)。この“2.0 mmの壁”の原因を明らかにすることも、マイクロプラスチッ

ク片の沈降メカニズムを解き明かす上で重要である。  
海面ネットサンプリング結果と2010年代の平均的なマイクロプラスチックの堆積フラックスから、マイ

クロプラスチックの平均沈降速度は10 m/d から150 m/dと見積もられた。上昇速度に中央値を用いた場

合の平均沈降速度は、57 m/dである。この速度スケールは、海洋環境中における有機粒状物質の沈降速

度の範囲22)に収まる。マイクロプラスチックの沈降プロセスとして、マリンスノーなどによる捕捉の可

能性が高いことを窺わせる。この沈降速度の導出には様々な仮定を用いていることを忘れてはならな

い。しかしながら、初めて観測結果から（実験結果ではなく）マイクロプラスチックの沈降速度のオー

ダーを見積もったことは大変おきな意義がある。この値もまた、今後のモデリングの目標となる。以

上、コアサンプリングから得られた結果23)は、この分野の発展に大きく貢献するだろう。 
これまでの沿岸コア解析の結果の多くは24)-26)、近年における指数関数的な堆積フラックスあるいは数

密度の増加を明らかにした。ただし、その増加傾向を人間活動（プラスチック生産量や漁獲高、あるい

は流域人口の増加）と関連付

けるに留まっている。海域へ

の（マイクロ）プラスチック

のインプットが増えたので、

海底への堆積速度（アウトプ

ット）が増えた、という説明

である。これでは、沈降プロ

セスのより一層の理解や新た

なモデリングには繋がらな

い。いかなるモデルでもイン

プットが増えれば、アウトプ

ットが増えることは容易に想

像されるからである。我々

は、既往の研究が示すことが

できなかった基礎生産に関連

 
図(3)-11 細島の水位偏差（赤）とクロロフィルa堆積フラックス

の線形トレンド（図(3)-9参照）からの偏差（青）． 
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図(3)-12 大野川の流量．（赤）6月〜9月，（青）その他の月の

平均流量． 
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するシグナルと堆積フラックスの相関関係を示すとともに、沈降速度についても提案した。これを可能

にした別府湾底質、特にその堆積フラックス記録媒体としての特性について説明する。  
4-3別府湾底質：堆積フラックス記録媒体としての特性 
別府湾湾奥（水深70 m）では、マイクロプラスチック粒子は、沈降し始めてから平均して数日以内で

海底に到達する。もちろん、全ての粒子が沈降するわけではない。海底に到達する粒子の実際の沈降速

度は、沈降確率に反比例して大きくなる。湾奥上層（例えば水深5 m）を通過するマイクロプラスチッ

ク沈降フラックスは季節変化すると考えられる。実際、マイクロプラスチックとクロロフィルaの堆積
フラックスには正の相関があり、さらに、海面付近の植物プランクトン量は夏季〜秋季に多くなる。こ

こでは、平均沈降速度のスケールを101 m/dと仮定する。沈降に要する平均時間スケール（ts）を100 日
となる。湾奥上層を通過する沈降フラックスの時間変化のスケール（Ti）は102日（季節変動）であ

り、両者の比（ts/Ti）は10-2程度となる（図(3)-13）。実際は、tsも季節変化すると考えられるが、ここ

では一定とする。 
マイクロプラスチックの堆積フラックスを別府湾システムのアウトプット（y(t)）、表層での沈降フラ

ックスをインプット（x(t)）と考える。システム特性（h(t)）は、沈降時間スケール（ts）により決定さ

れる。すなわち、 

𝑦(𝑡) = W𝑥(𝜏′)ℎ(𝑡 − 𝜏′)𝑑𝜏′ 

アウトプットシグナルの増幅、位相特性は、 

𝐴(𝜔) = |𝐻(𝜔)|							𝜃(𝜔) = tan9(
𝐼𝑚(𝐻(𝜔))
𝑅𝑒(𝐻(𝜔))	 

ここに、w = 2p/Tiは角周波数、H(w)はh(t)のフーリエ変換によって求められる。簡単のため指数関数型

のシステム特性を考える4)、 15)。ts/Ti < 10-1の場合、q ~ 0、A ~ 1。0となる4)。表層での沈降フラックス

シグナルは、減衰することなく、また位相差なしで海底に到達する。別府湾の海底は、流れが穏やかで

あり、なおかつ夏季から初冬まで海底は貧酸素化する11)。生物的・物理的な撹乱は極めて限定的であ

る。海底に到達したシグナルは、年代順に底質中へと記録される。  
別府湾底質はマイクロプラスチック堆積フラックスの季節変化を記録し得る。ただし、分取可能なサブ

サンプル厚（d）に対応した年代測定の時間分解能（Dt）よりも短い周期のシグナルは、フラックス計

算の際に平滑化され、実際には取り出すことはできない。解析対象となる現象は、ts/Ti < 10-1を満たす

物質のうちTi >> Dtの変動についてである。さらに、海水中におけるマイクロプラスチックの極めて低

い濃度（〜101個/m3）は、同じ年代でも異なるコア間で、あるいは同一のコアでも上下のサブサンプル

 

図(3)-13マイクロプラスチック沈降過程のシステム論的なイメージ 
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間でのばらつきを大きくする。有意な時間変化を得るためには、複数のコア解析が必要となる。本研究

ではd = 1 cmであり対応する時間分解能はDt ~ 2 年である。マイクロプラスチックの解析には合計11本
のコアを使用している。その結果、Ti ~ 20年程度の有意な変動を見出すことが可能となった。  
一方、クロロフィルaの濃度や堆積フラックスは1本のコアから求めている13)。それらの時系列は、13本
のコアから求めた含水率、また、11本のコアから求めたマイクロプラチックの堆積フラックスと有意な

正の相関を示した。すなわち、1本のコア解析から有意な変動シグナルを得ることができた。これは、

海水中の植物プランクトンの細胞数がマイクロプラスチックの数密度に比べ桁違いに大きい27)ためであ

ろう。 
水深3000 mから4000 mの外洋を考えてみる。別府湾と同程度の沈降速度（101 m/d）を仮定するとtsは

102 程度となる。別府湾と同様に、季節変動する表層での沈降フラックスを考える。Tiは102日、両者の

比ts/Tiは100程度となる。よって、q ~ p/2，A ~ 0となる4)。シグナルの振幅は海底に到達する頃には大き

く減衰してしまう。この水深の底質は、マイクロプラスチック堆積フラックスの季節変化を記録するこ

とは難しい。むしろ、Ti > 103日の様な、数年あるいはそれ以上の時間スケールでの変動を記録し得

る。ただし、底質の重量堆積速度が著しく小さい点に注意が必要である。これにより、年代測定の時間

分解能（Dt）が決まる。あるいは、tsが大きいため沈降途中での（マイクロプラスチックを捕捉してい

る）有機物粒子の分解も堆積フラックスに影響するかもしれない。  
別府湾海底は、マイクロプラスチック堆積フラックスの歴史を格納する高精度の記録媒体である。ただ

し、理論的に記録可能な変動周期と実際に抽出可能な変動周期は異なる点に注意が必要である。両者の

関係は底質の重量堆積速度に依存する。ここでは、海底付近での生物・物理撹乱の小ささ、重量堆積速

度の大きさに加え、沈降に要する時間スケールと沈降フラックスの卓越変動周期の比も底質の記録媒体

としての性能に影響を与えることを指摘した。近年注目されているより小さな（< 300 µm）マイクロプ

ラスチックの記録媒体としての性能はどうだろうか？このサイズのプラスチックについても海水中の有

機粒状物質に捕捉される、あるいは取り込まれて（動物プランクトンの糞など）沈降すると仮定する

と、沈降時間スケールは0.3 – 2.0 mmのマイクロプラスチックと大きく変わらない。よって、別府湾底

質は、微細なマイクロプラスチックに対しても10年スケールの変動であれば十分に抽出可能であろう。

サブサンプルの分取方法を工夫することで解析可能な時間スケールを小さくすることもできるかもしれ

ない。また、海水中の濃度が大きくなることから、必要となるコア数を減らすことも可能だろう。今後

の解析が強く望まれる。 
 
５．研究目標の達成状況 
海洋―海岸交換過程に必要なパラメータとして、漂着・再漂流確率、および漂着・再漂流拡散係数を

提案し、理論的な検討1)、 2)を加えるとともに、広島湾と日本海沿岸を対象とした数値実験を行なっ

た。特に粒子追跡法については、広島湾の観測結果6)、 16)を季節変動も含め概ね再現することに成功し

た。また、サブテーマ1にインプットすることで、全球でのプラスチック収支解析3)に活用された。ト

レーサーモデルについては、計算時間を大幅に短縮できることを確認できたが、日本海を対象とした場

合、ストークスドリフトの導入が課題として挙げられた。 
複数の河川が流入する別府湾の最深部を対象に、海底への堆積速度を見積もった。1950年代後半から

の堆積速度（フラックス）の経年変動について、すなわち線形上昇トレンドと20年変動を明らかにし

た。特に、20年変動については、湾内の植物プランクトン量との相関関係を明らかにした。また、表層

ネットサンプリングの結果と堆積速度から、マイクロプラスチック片（0.3–2.0 mm）の平均沈降速度を

101–102 m/dと見積もることに成功した。観測に基づく沈降速度の見積は世界初の成果であり、今後のモ

デル開発のターゲットとなるであろう。ここでの成果は、この分野の発展に大きく貢献できると確信し

ている。 
一方で、コロナ禍と台風の影響により、日本海海岸や沿岸でのプラスチックサンプリングは初年度

のみの実施に留まった（中間報告参照）。しかしながら、この点を考慮しても、海洋―海岸交換過程の

岸モデリングについては計画通り、堆積速度については予想を大きく上回る成果を得たことから、全体
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として目標を達成できたものと考えている 
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Ⅱ．成果の詳細 

 

Ⅱ-4 海洋プラスチックごみの循環モデルに要するパラメタリゼーションの研究 

 

国立大学法人東京大学 大気海洋研究所 

地球システム研究系 海洋化学部門       小川 浩史 

海洋生命システム研究系 海洋生態系科学部門  西部 裕一郎 

国際・地域連携研究センター 地域連携研究部門 福田 秀樹 

［要旨］ 

海洋表層に浮遊するマイクロプラスチックのシンクの過程として、①微細片化、②動物プランクト

ンの摂食と輸送、③沈降の3つのプロセスに着目し研究を行った。①に関しては、これまで見落とされ

ていたサイズ300μm以下の微細マイクロプラスチックを海水中から大量濃縮するための限外ろ過法を応

用したシステムを開発した。また、紫外線によるマイクロプラスチックの微細化の過程を明らかにする

ために、太陽光の暴露実験を数ヶ月間実施した。その結果、重量、サイズともに有意な変化はなく海水

中での紫外線による影響は少ない可能性が示された。②に関しては代表的な海産動物プランクトンであ

るカイアシ類のマイクロビーズに対する摂食実験を行った結果、ビーズが中〜高濃度の実験区（10〜

1,000 beads ml-1）ではカイアシ類による摂食・排出が認められたが、低濃度の実験区（1 beads ml-

1）では認められなかった。また、現場海域でのカイアシ類によるマイクロプラスチック摂食について

も調べたが、体内からプラスチック粒子は検出されなかった。これらの結果から、カイアシ類の摂餌を

介したマイクロプラスチックの鉛直輸送は、プラスチック濃度が高い海域においては一定程度機能して

いると考えられた。③に関しては沿岸域のマイクロプラスチック粒子の沈降フラックスを計測するた

め、岩手県大槌湾にてセジメントトラップ観測を実施した。延べ438日の観測の結果、同フラックスに

季節性があることが明らかになったほか、同フラックスの変動の中で海水よりも密度の低いマイクロプ

ラスチック粒子の寄与の変動機構が重要な位置を占めることが明らかとなった。また同じ地点で採取し

た堆積物中のマイクロプラスチック粒子の量から、沈降したマイクロプラスチック粒子の多くは何らか

の機構により埋設することなく除去されている可能性も示された 

 

１．研究開発目的 

現在、人間活動を通じた海洋へのプラスチックゴミの排出量に対して、実際に海洋表面に漂うプラ

スチックゴミの蓄積量の推定値が過小であることが明らかになっており、海洋表面からプラスチックゴ

ミが見掛け上除去される過程の重要性が指摘されている。海洋表層に浮遊するマイクロプラスチックが

受けるプロセスとして、①微細片化、②生物による取込、③沈降の３つがキーと考えられる。①につい

ては、特に海岸に漂着した大型のプラスチックゴミが海洋へ再輸送される過程で生じることが良く知ら

れている。②に関しては、魚や海鳥の消化管内容物からの発見が相次いで報告されている。③のプロセ

スは、海底堆積物中から発見されている事実に基づく。一方で、①の微細片化に関しては、一般に5 ㎜
以下0.3 ㎜以上のサイズ範囲にあるマイクロプラスチック粒子を対象に研究が進められているが、0.3 
㎜以下の粒子に関しては極めて知見が限られており、より小さいサイズへの微細化プロセスの解明が大

きな課題となっている。②の生物による取り込みに関しては、微細マイクロプラスチック粒子で重要と

なる動物プランクトンなど低次生態系を構成する生物への取込は、現場のマイクロプラスチック存在量

とかけ離れた条件下での摂餌実験による研究が主流であり、現場での観察結果を重視した研究事例が限

られている。さらに③の沈降プロセスに関しては、本来比重が軽く浮力を持ったプラスチック類が海水

中で沈降するメカニズムに対し、現場における直接証拠、すなわち、海水中の沈降粒子を実際に捕集し

た観察は、今のところ報告例は皆無である。そこで本申請課題では、これら海洋におけるマイクロプラ

スチックのシンクに関わる3つのプロセスに着目し、各々のメカニズムの理解を深化させることを目的

とした。 
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２．研究目標 

植物プランクトン凝集物への吸着過程による複数の沈降プロセスを統合した観測および実験を行

い、マイクロプラスチックのシンクに対する寄与を評価する。堆積物へ除去されやすいサイズの存在を

検証する。 

 

３．研究開発内容 

海洋表層に浮遊するマイクロプラスチックの地球規模での収支において、陸域から海洋への流出量

に対して海洋における現存量が過小評価になっており、海洋におけるマイクロプラスチックの除去メカ

ニズムが注目されている。本課題では、そのメカニズムとして、①微細化、②動物プランクトンの摂食

と輸送、③沈降の3つの過程に着目し研究を進めた。 

① 微細化 

一般にマイクロプラスチックは、5 ㎜以下0.3 ㎜以上のサイズ範囲にあるプラスチック粒子を対象に

研究が進められているが、0.3 ㎜以下の微細粒子に関しては極めて知見が限られている。現在 把握さ

れているマイクロプラスチックの除去過程の一つとして、より小さいサイズへの微細化プロセスの解明

が重要な課題となっている。そこで、海水中からこのような微細サイズ画分の粒子を抽出する方法の検

討・確立を行った。 
検討にあたり最も大きな問題は、対象となるサイズ画分には、動物プランクトン、植物プランクト

ン、非生物体のデトライタス粒子など、海水中に含まれる天然起源粒子の大部分が含まれるのに対し、

予想されるプラスチック粒子の存在量は相対的に極めて少ない点にある。極微量の微細マイクロプラス

チックを検出するためには、大量の海水を濾過しフィルター上に捕集する必要があるが、共存する多量

の天然起源粒子の影響でフィルターが容易に目詰まりをおこし、目的の微細マイクロプラスチック粒子

を効率よく捕集できなくなる問題が考えられる。また、仮にフィルター上に捕集した後であっても、試

料中に共存する天然起源粒子を除去し、可能な限りプラスチック粒子の存在比率を高めた試料に精製す

る必要があり、そのためには化学処理のプロセスが不可欠である。しかし、フィルター上に捕集された

試料を、一般に利用される有機材質のフィルターと共に化学処理を行う場合、試料中にフィルター由来

のプラスチック成分が混入する可能性も危惧される。 

 そこで本研究では、海水中の高分子有機物やコロイド粒子の抽出・濃縮に広く利用されている限外濾

過法に着目し (Ogawa & Tanoue, 2003)1)、これを、微細マイクロプラスチックを含んだ粒子画分を海水

中から抽出・濃縮する方法に応用することを検討した。限外濾過法には装置のしくみの違いによりいく

つかのタイプが存在するが、ここでは、もっとも操作が簡便な、撹拌型セルを用いた方法を採用した。

この装置では、セルと呼ばれる筒状の容器に、目的とする粒子サイズ範囲の下限値を孔径にもつフィル

ターを下部に装着し、セル上部から目的サイズ範囲以上の粒子を除去した海水試料を連続的に注入し濾

過する。これにより、目的サイズ範囲内にある粒子がセル内に濃縮されていくことになる。セル内には

上部から吊り下げられた撹拌子が装着されており、濾過と同時にマグスチックスターラーでセル内の海

水試料を攪拌することにより、目的とする粒子がフィルター上に集積せずに、セル内の海水中に濃縮さ

れるしくみとなっている。攪拌型セルには、アミコン撹拌式セル8200型（62 ㎜径、有効膜面積28.7㎝
2）、フィルターには、有機物の吸着が極めて低い材質である親水性PTFE製のオムニポアメンブレンフ

ィルターを用いた。なお、微細マイクロプラスチックのサイズ下限値に相当するフィルターの孔径に

は、プラスチックを検出さるために広く利用されている顕微FT-IRの検出限界とされる10 μmを用い

た。上限値には一般にマイクロプラスチックの測定に利用されている下限値300 μmを採用し、あらか

じめ300 μm目合のステンレスメッシュで濾過した海水を上述した限外濾過処理することにより、10～
300 μmのサイズ範囲にある微細粒子を抽出・濃縮するシステムとした。なお、分子量レベルでのサイ

ズ分画を行う通常の限外濾過法では、セル内への海水試料の注入に対し窒素ガスボンベ等による加圧が

利用されるが、本システムでは一般に使われる孔径よりも大きい目合のフィルターを用いるため、加圧

は使用せずに一般的な定流量ポンプを採用した。この装置を用いて100 Lの海水を最終的にセル内で100 
mLまで縮小させ、 海水中の10～300 μmの微細粒子を1,000倍に濃縮した溶液として回収することに成
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功した。続いて、濃縮溶液中に多量に含まれるプラスチック以外の生物起源粒子を除去するための化学

処理法の検討を行った。様々な処理条件を検討した結果、最終的に水酸化ナトリウム/次亜塩素酸ナト
リウムを加え40℃で加温する方法が、プラスチック粒子に変質を起こさず、生物起源粒子を選択的に

分解することがわかった。 
 一方、マイクロプラスチックの紫外線による微細化の過程を明らかにするための実験を岩手県大槌町

の国際沿岸海洋研究センター（2022年度より国際・地域連携研究センター地域連携研究部門）に設置さ

れている屋外水槽を用いて実施した。長崎県の砂浜で採取されたマイクロプラスチックを洗浄後、人工

海水を満たした特注の石英チャンバーに入れ、水槽内に固定し（コントロールとして暗条件）自然太陽

光に2～4ヶ月暴露した。暴露前後の重量、サイズの変化を調べた結果、太陽光照射による有意な変化は

認められず、衝突破砕など他の物理要因がより重要である可能性が示された。 
 

②動物プランクトンの摂食と輸送 

動物プランクトンへの取込については、(1) 飼育実験におけるマイクロプラスチック摂食速度と、(2) 
現場海域におけるマイクロプラスチック摂食の実態について調べ、マイクロプラスチックの沈降過程に

おける動物プランクトンの役割について評価した。 
 (1)では、海洋動物プランクトン中で数量的に最も優占するカイアシ類を対象として、東アジアから

北アメリカの沿岸域に広く分布するAcartia hudsonica (図4.1) をモデル生物とし、植物プランクトンと

プラスチック粒子を与えた際の本種のプラスチック摂食速度を測定した。岩手県大槌湾で採集した個体

を元に経代飼育系を確立し、実験室内で複数世代を経た雌個体を実験に用いた。プラスチック粒子とし

て、カイアシ類の餌料として適した粒径である直径20 µmのポリスチレンビーズ (Polysciences製) を用

いた。また、ポリスチレンビーズとともに供する植物プランクトンとして、珪藻類Thalassiosira 
weissflogii (細胞径15 µm) を用いた。摂食実験では、実際の沿岸域の環境を模して、T. weissflogiiの細胞

数密度を10,000 cells ml-1 (実験1) と1,000 cells ml-1 (実験2) に設定した。これにポリスチレンビーズを

1,000、100、10および1 beads ml-1の4段階の濃度になるように添加し、混合懸濁液を作製した (1 beads 
ml-1の実験は実験2のみ実施)。各濃度条件における実験は5〜7連で行った。混合懸濁液を60 mlガラスボ

トルに満たし、A. hudsonicaの雌を2個体ずつ導入し実験区とした。対照区としてT. weissflogiiのみの懸

濁液にA. hudsonicaを導入したボトルも準備した。これらのボトルは植物プランクトンとポリスチレン

ビーズが常に水中に懸濁するように回転培養器 (0.5 rpm) に取り付け、12℃、暗条件下で8時間インキ

ュベートした。インキュベート後、実体顕微鏡下でA. hudsonicaが排出した糞粒を全て回収し、糞粒に

内包されたポリスチレンビーズを計数することで糞粒生産速度とビーズ摂食速度を求めた。ここでは、

カイアシ類に摂食されたポリスチレンビーズは体外にすべて排出され、ビーズ排出速度は摂食速度と等

しいと仮定した。また、比較のために、ポリスチレンビーズのみと、T. weissflogiiの培養液に1週間浸漬

したポリエチレンビーズ (それぞれ1,000 beads ml-1) を供した実験も実施した。後者では、定常期 (105 
cells ml-1) に達したT. weissflogiiの培養液をガラスファイバーフィルターで濾過し、細胞を取り除いた培

養液を使用した。 
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 (2)では、我が国の沿岸域において海水中のマイクロプラスチック濃度が最も高い海域の一つと考え

られる東京湾を対象として、現場から採集した動物プランクトンのマイクロプラスチック摂食を調べ

た。本研究では、動物プランクトン個体の体組織を化学的処理によって分解し、残存したプラスチック

をフーリエ変換赤外分光法により検出する方法を用いた。試料は東京湾の湾奥部においてプランクトン

ネット (口径45 cm、目合200 µm) を用いて採集し、中性ホルマリン最終濃度5%で固定した。初めに動

物プランクトンの分解条件を検討するために、クチクラの外骨格を持つカイアシ類を対象とした実験を

行った。分解条件は、Proteinase K、商業用多酵素洗浄液、10%水酸化カリウム (KOH) および10％KOH 
+ 30%過酸化水素水 (H2O2) の4つの方法について検討した。動物プランクトン個体からプラスチックを

検出する実験には、採集試料中で優占していたカイアシ類Acartia omoriiを使用し、10個体をまとめて1
試料として分析に供した。個体をMilli-Q水で十分洗浄したのち、10%KOHに40℃で24時間浸漬し、さ

らに分解を促進するために30% H2O2に40℃で24時間浸漬した。分解残渣を孔径0.2 µmのアルミナメン

ブレンフィルター上に濾過捕集し、乾燥させた後、顕微赤外分光光度計 (µ FT-IR) を用いて粒径10 µm
以上のプラスチックについて分析した。 
 

③沈降 

マイクロプラスチックの沿岸域における沈降フラックスの測定およびその沈降過程の検討について

は１）岩手県大槌湾への係留式セジメントトラップにより採取された沈降物および２）セジメントトラ

ップ設置地点の堆積物に含まれるマイクロプラスチックの個数およびその材質を検討することにより評

価した。 

セジメントトラップ（SMC7S-500，日油
技研）は岩手県の大槌湾の大槌港付近に

設置した（図4.2）。３か月程度の設置を

行うこともあり、設置地点は１）荒天時

などの損傷・流出の有無の確認が容易な

岸よりであること、２）漁業者から理解

を得るために採取作業や漁具の設置が行

われない場所であることを条件に検討

し、図4.2にある水深20 mの地点を設置地

点とした。セジメントトラップのタイマ

ーで作動するターンテーブルには７本の

採取容器を装着できるが、7本のうち1本
は採取用の漏斗には接続させず、以降の

マイクロプラスチックの抽出作業も含めた作業ブランク測定用の対照区とした。残りの6本は設置時の

作業に放出されるロープ片などが混入しないよう、接地後の2～24時間後からそれぞれの容器で順次14
日間にわたって試料を採取した。容器中には周辺で採取したろ過海水に5 g L-1となるように450℃で3時

図4.1 摂食実験に用いたa) カイアシ類Acartia hudsonica、b) ポリスチレンビーズおよび
c) 珪藻類Thalassiosira weissflogii 

図4.2 （左）係留系の模式図、（右上）係留系の設

置・CTD観測地点および（左下）設置期間（灰色の四

角は各採取容器の採取期間）。 
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間焼成したNaClを加えたほか最終濃度で5％となるように中和済みホルマリンを加えたもの充填し、係

留期間中に生物活動による有機物の分解が生じないようにした。回収作業は天候や作業に必要な船舶の

利用可能状況により計画通りに実施できないことがあり、6本目のボトルの採取期間は変動している

（図4.2）。採取した試料はプランクトン試料分割器（離合社）を用いて分割し、アーカイブ用、乾燥

重量測定用、マイクロプラスチック抽出用とした。堆積物は2020年10月14日にアシュラ式採泥器（離合

社）を用いてコア試料を採取し、表層から1 cm毎に分割したのちに-20℃にて凍結保存した。また係留

期間中の水温、塩分などの水塊の情報は図１の測点にて国際沿岸海洋研究センターにより月に一度の頻

度で行われているRINKO profiler（JFEアドバンテック）を用いた水温、塩分、クロロフィル蛍光の定期

調査の結果を利用した。 

 沈降物および堆積物からのマイクロプラスチックの抽出作業はMatsuguma et al. (2017)2)の方法を改変

して行った。鉱物主体の堆積物粒子との分離は5.3 MのNaI溶液とガラス製の分離器具（JAMSS）を用い

た密度分離法を用いた（中嶋・山下, 2020）3)。抽出作業には乾燥させていない沈降物・堆積物を乾燥

重量でそれぞれ9～934 mgおよび約4 g用いた。抽出作業中の沈降物・堆積物中の回収は最終的に10 µm
の孔径のポリカーボネート製のフィルター（ADVANTEC）を用いて行ったが、研究期間の前半では硝

酸セルロース性のフィルター（ADVANTEC）を用いて行っていた。この硝酸セルロース性のフィルタ

ーは強塩基性にすることで溶解するため、フィルター上に捕集した粒子の回収が容易である利点がある

が、フィルターを溶解した際の残滓がフーリエ変換赤外分光分析の際の夾雑物となることから、最終年

度より使用を取りやめ、ポリカーボネート製のフィルターを使用することした。その変更に伴い、最終

年度以前に分析した試料も再分析することとした。NaI溶液の上清として回収された粒子に含まれ、µ 
FT-IR分析の際の夾雑物となる有機物を分解するために回収された粒子を約20 mLの超純水（Milli-Q）

に再懸濁させた後に30 mLの30％H2O2溶液を加え、40℃で48時間にわたって酸化分解処理を施した。こ

のH2O2処理試料を333 µmのナイロンメッシュでろ過することにより大型の粒子を除去し、メッシュを

通過した粒子 0.2 µmの孔径の酸化アルミナ製のフィルター（Whatman）上に捕集した。このフィルタ

ーを保管容器内で一晩乾燥させ、µ FT-IR分析に供した。µ FT-IR分析は顕微赤外分光光度計 Nicolet 
iN10（Thermo Fisher Scientific）を用いて行い、酸化アルミナ製のフィルター上の試料を30 µm間隔で走

査することでµ FT-IRスペクトルを得た。本抽出作業により、直径10～333 µmの大きさを持つマイクロ

プラスチックをフィルター上に回収したと考えられるが、µ FT-IR分析の際の走査間隔から直径30 µm未
満の粒子数を過小評価している可能性が考えられる。得られたµ FT-IR分析スペクトルの解析に際して

は、標準スペクトルライブラリ中の「NYLON 6」、「Poly(ethylene) (n=40 cps)」、「Poly(propylene), 
isotactic」、「POLYSTYRENE #1」の４つのスペクトルとの相関の高い領域を順次可視化し、その領域

内のスペクトルと標準スペクトルライブラリとの比較を行った。ライブラリ内のスペクトルとの相同性

が50％以上となる成分で最も相動性の高い成分を粒子の主要成分とした。 

乾燥重量測定用の沈降物と堆積物は0.4 µmの孔径のポリカーボネート製のフィルター（Whatman）に

捕集し、これを60℃で24時間乾燥させた後に重量を測定した。 
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４．結果及び考察 

① 微細化 

2018年10月25日、岩手県大槌町にある東京大学大気海洋研究所国際沿岸海洋研究センターに於い

て、限外濾過法を応用した海水中の微細粒子の抽出・濃縮システムの試験を行った。海水試料は、大槌

湾の弁天島脇の岸壁からバケツで採水し、目合300 μm のステンレスメッシュで濾した海水を、合計

100 L 容のポリカーボネート製ボトルに採取した。採取した試料はただちにセンターに持ち帰り、定量

ポンプを通じて10 μm のフィルターを装着した限外濾過システムに導入し、10～300 μm の微細粒子の

抽出・濃縮を試みた（図4.3）。初めに定量ポンプによる流量調節の検討を行ったところ、約200 mL 
/min程度が最も安定していることを確認し、この

流量で最後まで処理を続けた。最終的に100 Lの
海水がセル内で100 mL になった時点で処理を終

え、 海水中の10～300 μm のサイズ範囲にある微

細粒子が1,000倍まで濃縮された溶液として回収

することに成功した。続いて、学術研究船新青丸

KS-20-13次航海（2020.8.23～9.3）
では、船内の研究室に同濃縮シス

テムを３基並列して設置し、日本

海の対馬周辺海域で鉛直的に採取

した深度の異なる３試料各100 Lを
対象に、同時平行での濃縮作業を

実施し、10～300 μmのサイズ画分

の粒子を含んだ試料を100 mLまで

濃縮を行うことができ（濃縮倍率

1,000倍）、より作業効率の良いシ

ステムに改良的することができた

（図4.4）。 
次に、濃縮試料中に多量に含まれ

るプランクトン等の天然起源粒子を

選択的に除去し、微細マイクロプラ

スチック粒子を精製するために、

Enders et al (2017)4)の生体有機物分

解法を改良した方法による検討を行

った。この方法はKOH:NaClO
（1:1）の混合溶液を30％の割合に



 

59 

SII-2-1 

なるように濃縮試料と混合し、40℃で緩やかに振盪攪拌しながら分解を行うものである。検討では、

分解時間を0.5時間～22時間まで変化させ、時間による生物起源粒子の分解効率を、実体顕微鏡および

走査型電子顕微鏡で観察して調べた。実体顕微鏡レベルの観察の結果では、0.5時間の分解により天然

起源粒子の存在量が大幅に減少し、その後分解時間を増加しても減少量はあまり変化しなかった（図

4.5）。これに対し、比較対象として行ったポリエチレン粒子に対する同様な分解処理では、ポリエチ

レン粒子に変化は見られず、この分解処理によって生物起源粒子のみが選択的に除去されることが示さ

れた。一方、走査型電子顕微鏡を用いたより詳細な観察結果によると、最長22時間分解処理を行った場

合でも、ポリエチレン粒子の表面には大きな変化が見られず、プラスチックに対しては影響がないこと

が示されたが、濃縮天然試料中に対しては、珪藻殻の破片と推察されるような主に無機物と思われる微

粒子が残存しており（図4.6）、µ FT-IRでの測定に対して影響をもたらすかどうか検討が必要である。 
 岩手県大槌町で実施したマイクロプラスチックの紫外線による微細化の過程を明らかにするための実

験は、2020年3～7月と2021年7～9月の2回実施した（太陽光への暴露期間はそれぞれ、4ヶ月と2ヶ
月）。長崎県平戸市の砂浜で採取されたサイズ約1～2mmのマイクロプラスチックを洗浄した後、7～8
片を人工海水で満たされた特注の石英チャンバーに入れ、大型水槽内に海水にぎりぎり浸る程度の高さ

に固定し、太陽光に暴露した（図4.7）。大型水槽には大槌湾内の海水が常時ポンプによって供給され

ているため（かけ流し状態）、水温は湾内海水と同じ温度に保たれ、また、チャンバーは水槽内に強固

に固定されているため動くことはなく、チャンバー内のマイクロプラスチックが外部から受ける物理的

要因は基本的には太陽光の照射のみという条件下での実験となる。結果の1例として、1回目の実験

(2020年3～7月)における暴露前後の各マイクロプラスチック片の重量の変化を表4-1に示したが、暴露

前後のマイクロプラスチック片の重量、サイズともに、太陽光で暴露したチャンバーとコントロールで

あるアルミホイルで遮光したチャンバー間での有意な差は認められなかった。従って、海洋におけるマ

イクロプラスチックの劣化過程には、少なくとも数ヶ月よりも長い暴露時間が必要か、あるいは、衝突

による破砕や急激な温度変化など他の要因がより重要な可能性が考えられた。ただし、表4-1によれ
ば、太陽光に暴露／遮光に関わらず、実験期間中に各マイクロプラスチック片の重量は、0.4-6％の範

囲で減少しており（1片のみ増加の例外あり）、紫外線照射によらないマイクロプラスチックの海水へ

の溶出プロセスが存在する可能性も考えられた。 
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②動物プランクトンの摂食と輸送 

(1) 実験1および実験2におけるA. hudsonicaの糞粒生産速度は、それぞれ1日1個体あたり93〜115個と

52〜69個の範囲であり (図4.8)、いずれの実験においても実験区と対照区の間、あるいはポリスチレン

ビーズ濃度が異なる実験区の間で有意差は認められなかった (one-way ANOVA, p>0.05)。そのため、本

実験で供したポリスチレンビーズの濃度範囲 (1〜1,000 beads ml-1) であれば、短時間ではカイアシ類の

摂餌活動に負の影響を及ぼさないと考えられた。一方、ポリスチレンビーズのみを与えた実験では、A. 
hudsonicaの糞粒は全く確認されなかった。この結果は、カイアシ類が餌粒子とそうでない粒子を化学

知覚によって識別しており、後述するポリスチレンビーズの取込は、単に植物プランクトンを摂食する

際に紛れ込んだもの (誤食) であることを示唆している。また、ポリスチレンビーズをT. weissflogiiの
培養液へ浸漬することで、ビーズ表面に植物プランクトン由来の化学成分が吸着し、カイアシ類による

選択性が変化すると予想されたが、無垢のビーズを供した場合と同様に、A. hudsonicaの糞粒は認めら

れなかった。Vroom et al. (2017)5) では、60 µmで濾過した現場海水に3週間浸漬したビーズは、無垢の

ビーズと比較してカイアシ類により摂食されることが報告されているため、今回の結果は培養液への浸

漬期間 (1週間) が短かったことが原因の一つと考えられた。 
 ポリスチレンビーズを内包したA. hudsonicaの糞粒 (図4.9) は、いずれの実験においてもビーズ濃度

が10〜1,000 beads ml-1の範囲で認められた。一方、実験2でのみ実施した1 beads ml-1の実験区ではビー

ズを内包した糞粒は認められなかった。最大で全糞粒の23%からビーズが検出され、糞粒1個あたりに

含まれていたビーズは1〜4個であった。糞粒1個あたりの平均ビーズ数は、いずれの実験においても

1,000 beads ml-1の実験区で最大 (実験1: 0.16 ± 0.10、実験2: 0.18 ± 0.17) であり、10 beads ml-1の実験区

で最小 (実験1: 0.005 ± 0.009、実験2: 0.018 ± 0.019) であった (図4.10)。同じビーズ濃度条件であって

も、植物プランクトンとポリスチレンビーズの存在比は実験1に比べて実験2のほうが10倍高いため、カ

イアシ類によるビーズ取込も後者の方が高いと予想されたが、いずれの濃度においても実験間で有意差

は認められなかった (Mann-Whitney U-test, p>0.1)。以上の結果から、植物プランクトンとマイクロプラ

スチックの存在比に関わらず、マイクロプラスチックの濃度が海水1 mlあたり10個よりも低い環境では

カイアシ類による摂食はほとんど生じないと考えられた。糞粒生産速度と糞粒1個あたりの平均ビーズ

数からビーズ摂食速度を求めたところ、実験1では0.56〜17.8 beads ind-1 d-1、実験2では1.2〜9.0 beads 
ind-1 d-1 (1 beads ml-1の実験を除く) となり、いずれの実験においても1,000 beads ml-1の実験区で最大で

あった (図4.11)。また、いずれのビーズ濃度条件においても実験1と実験2で得られたビーズ摂食速度の

図4.8 異なるポリスチレンビーズ濃度条件下におけるAcartia hudsonicaの1日あたりの糞粒生産速度 
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間に有意差は認められなかった (Mann-Whitney U-test, p>0.1)。 
 動物プランクトンのマイクロプラスチック摂食を扱った実験的研究の多くは、非常に高濃度のマイク

ロプラスチック (>103 particles ml-1) を与えた際の摂食速度を測定しており、現場で生じている現象と

の乖離が指摘されていた (Botterell et al. 20196))。本研究では、より低いマイクロプラスチック濃度下で

のカイアシ類の摂食速度が得られており、現場海域でのマイクロプラスチック摂食量の推定に適用可能

と考えられる。ここでは現場海域におけるマイクロプラスチック濃度を、今回カイアシ類による摂食が

認められた下限の濃度である10 particles ml-1 (10,000 particles L-1) と仮定して計算を行う。粗い推定では

あるが、沿岸域におけるカイアシ類の個体数密度を5〜50 inds. L-1として、10 beads ml-1の条件下で得ら

れた平均摂食速度 (0.8 beads ind-1 d-1) を適用すると、カイアシ類群集全体のマイクロプラスチック摂食

速度は4〜40 particles L-1 d-1となり、1日に海水1 L
中に存在するマイクロプラスチックの0.04〜0.4%
を摂食し、糞粒に内包して排出すると見積もられ

た。カイアシ類の糞粒は1日に数十メートル沈降す

ることから、水深の浅い沿岸域であれば、カイア

シ類に摂食された数と同等のマイクロプラスチッ

クが1日で海底まで糞粒と共に輸送されると考えら

れる。今回推定に用いたマイクロプラスチック濃

度は、既往研究において報告されている海水中の

濃度範囲 (10-1〜104 particles L-1) の上限に近い値 
(Brandon et al. 20207); Corami et al. 20218)) であるこ

とから、マイクロプラスチック濃度が非常に高い

海域ではカイアシ類の摂餌を介したマイクロプラ

スチックの鉛直輸送は一定程度機能していると思

われる。一方、カイアシ類によるマイクロプラス

チック摂食が密度依存的な”誤食”であるとを考えると、これより低濃度な環境でのカイアシ類の摂食速

度は極めて低い可能性がある。上述したように、低濃度下でのカイアシ類のマイクロプラスチック摂食

に関する情報は限られるため、マイクロプラスチックの沈降過程における動物プランクトンの役割を正

確に評価するためには、現場に即した濃度条件下での更なる実験的研究が必要である。 
 
(2) 化学的処理による分解条件を検討した結果、Proteinase Kと商業用多酵素洗浄液を用いた場合、カイ

アシ類個体の体組織はおおむね分解されたが、クチクラの外骨格が分解されず、消化管内容物が体内に

図4.11 Acartia hudsonicaの1日あたりの

ポリスチレンビーズ摂食速度 

図4.9 ポリスチレンビーズを内包した

Acartia hudsonicaの糞粒 
図4.10 Acartia hudsonicaの糞粒1個あた

りに含まれていたポリスチレンビーズ
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残存していた。この場合、消化管内容物中にプラスチックが存在しても、濾過捕集した際に外骨格が上

側に重なるため、µ FT-IRによってプラスチックが正確に検出されない可能性がある。10%KOHを用い

たアルカリ分解でも同様に外骨格が分解されず、消化管内容物が体内に残存していたが、30%H2O2によ

る分解過程を追加することで外骨格の一部が破壊され、消化管内容物が体外に出ることが確認された 
(図4.12)。そのため、以後の実験では、10%KOHと30%H2O2の組み合わせを用いて動物プランクトン個

体の分解処理を行った。 
 カイアシ類A. omoriiについて、50個体をµ FT-IR
で分析した結果、プラスチック粒子は全く検出さ

れなかった。そのため、東京湾では、カイアシ類

がプラスチックを摂食する頻度は極めて低いか 
(検出下限である1個体あたり0.02個以下)、あるい

はほとんど摂食していない可能性が考えられた。

現場海域でのカイアシ類のプラスチック摂食に関

する既往研究をまとめた論文 (Zheng et al. 2021)9) 
によると、カイアシ類1個体から検出されたプラ

スチック数は0.007〜0.14個とされており、摂食数

が本研究の検出下限よりも低い報告もあった。既

往研究の個体あたりのプラスチック摂食数をもと

に、食物の消化管滞留時間を3時間と仮定して、

カイアシ類のプラスチック摂食速度を推定する

と、0.06〜1.1 particles ind-1 d-1となった。この摂食

速度は、(1)の低濃度下での実験結果と同程度か

1/10程度と高くはないが、現場海域におけるカイ

アシ類の個体数密度 (103〜104 inds. m-3) を鑑みると、カイアシ類はマイクロプラスチックの沈降過程

において一定の役割を果たし得ると考えられた。一方で、カイアシ類の餌サイズと重なる粒径5〜100 
µmのマイクロプラスチックの現場濃度に関する知見は極めて少なく、プラスチックの鉛直輸送におけ

る動物プランクトンの寄与を評価する上でも今後データを蓄積していくことが必要である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.12 フィルター上に捕集されたカイアシ類の

分解残渣のµ FT-IR画像 
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③沈降 

図4.13にセジメントトラップより回収された採取容

器を示す。外洋域での採取物とは大きく異なり、粒度

の粗い粒子の寄与が非常に高く、質量フラックスは1.5
～29 g m-2 d-1と外洋域の～1 g m-2 d-1程度（例えばHonda 
et al., 201610））よりは湖沼での～数十g m-2 d-1（例えば

Saarni et al., 202111））に近い値となっていた（図

4.14）。本研究では水柱の中央にセジメントトラップ

を設置したが、水深は20 mと海底からのトラップまで

の距離も近く、海底からの再懸濁物質の沈降量が大き

かったことが考えられるほか、付近にある大槌川と小

鎚川の河口から流入する陸起源物質の寄与も高かった

と考えられる。対照区とした7番目の容器（例：図4.13
右端）には目に見える粒子の混入はなかったことか

ら、装置の間隙から水平方向の移流などによる粒子の

混入は生じなかったものと考えられる。 

 マイクロプラスチックの沈降フラックスは、沈降物

中にマイクロプラスチックが検出されなかったケース

（図4.14中の＊）を除き、120～2400 particles m-2 d-1の範

囲で変動した。本研究ではFT-IR分光分析の際の夾雑物

の除去がマイクロプラスチックのサイズ計測を行うに

は十分ではなく、直径数十 µm程度という精度以上の計

測が行えていないことから、他の研究例との比較が難

しいが、都市近郊の湖沼の位置するHuruslahti Bayでの

年平均値88.8 particles m-2 d-1（Saarni et al., 202111））や

バルト海のArkona Basinでの0.1 particles m-2 d-1（ただし

直径>500 µmのマイクロプラスチックのみ，Enders et 
al., 201912））よりも高い値となっていた。また季節変動

が大きかったが、質量フラックスとの間に相関は見ら

れなかった（Pearson’s correlation, p>0.05）。マイクロプ

ラスチックの沈降フラックスが比較的高い値（>1500 
particles m-2 d-1）となった2019年2月～4月は親潮の流入

が見られ、年間を通じてクロロフィル濃度が1 µg L-1以

下であることが多い大槌湾ではクロロフィル濃度が高

い水準にあった（図4.15）。一方で最もマイクロプラス

チックの沈降フラックスが高くなった2020年6月には親

潮の流入が見られていない。大槌湾の水塊構造は成層

期（5～9月）、混合期（10～1月）、親潮流入期（2～4
月）の三つのタイプに分けられるが（Fukuda et al., 
201613））、各期間のマイクロプラスチックの平均値は

それぞれ2600±1900 （n=4）、1500±2200 particles m-2 d-1

（n=7）、41±71 particles m-2 d-1（n=3）となっていた。

各期間の値をポストホック解析にDunn's Methodを用いたKruskal-Wallis One Way Analysis of Variance on 
Ranksで比較したところ、親潮流入期と混合期の間にのみ有意差が見られた（p<0.05）。混合期は透明

図4.13 2018年9月19日～12月2日に設置

したセジメントトラップより回収した採

取容器。 

図4.14 （上段）マイクロプラスチッ

クの沈降フラックス、（中段）質量フ

ラックス、（下段）単位乾燥重量当た

りのマイクロプラスチック数の経時変

化。赤線は堆積物表層（0～1 cm）で

の単位乾燥重量当たりのマイクロプラ

スチック数。 
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度が高くなる季節である一方、親潮流入

期は透明度が低くなる季節であり

（Fukuda et al., 201613））、この結果は懸

濁物の濃度の増加がマイクロプラスチッ

クの沈降過程を促進していることを示唆

している。 

単位乾燥重量当たりのマイクロプラス

チック数も、0～1800 particles g-1の範囲で

大きく変動しており、セジメントトラッ

プ設置地点の堆積物での10.0 particles g-1

（表層0～1 cm）および9.8 particles g-1

（表層1～2 cm）よりも高い値となってい

た。大槌湾の堆積物中での単位乾燥重量

当たりのマイクロプラスチック数はサイ

ズの範囲が異なるため比較は難しいが、

東京湾の堆積物表層（0～5 cm）での報告

値（1.8 particles g-1）よりも数倍程度高い

値となっていた。沈降物中の単位乾燥重

量当たりのマイクロプラスチック数は、

マイクロプラスチックが検出されなかっ

たケースを除き、堆積物中での同数を越

えていたことから、本研究で観測された

マイクロプラスチックの沈降フラックス

の中で堆積物の再懸濁・再沈降過程は主

要な位置を占めていないと考えられ、同

時に沈降したマイクロプラスチックが再

浮上を含む何らかの機構で堆積物から除

去されていることが示唆された。 

 沈降物より検出されたマイクロプラス

チックの材質のうち比重が海水よりも低

いもの（<1.04 g cm-3）で出現数の上位三

種は多かった順に「ポリ酢酸ビニル」、

「ポリエチレン」、「酢酸ビニル―エチ

レン共重合体」となっていた。一方で海

水よりも比重が重かったもの（>1.04 g 
cm-3）は同様に「ナイロン」、「ポリフ

ッ化ビニリデン」、「ポリアクリロニト

リル」となっていた。密度が不明のもの

を除いた沈降物中の比重が低いものの割

合（比重が低い物の出現数／（比重が低

い物の出現数＋比重が高い物の出現数）

は0～0.75の間で変動した。図4.16に示す

ように比重が海水よりも低いものの割合

とマイクロプラスチックの沈降フラック

ス間には有意な正の相関がみられた

図4.15 セジメントトラップ設置期間中の（上段）

塩分、（中段）水温、（下段）クロロフィルの鉛直

プロファイルの経時変化。Hanawa and Mitsudera 

(1987)14)による水塊区分では塩分33.7未満、水温

7℃未満を親潮としている。 

図4.16 比重が海水よりも低いもの割合

（Light/(Light+Heavy)とマイクロプラスチックの沈降

フラックスの関係。回帰直線は最小二乗法で求めたも

の。マイクロプラスチックが検出されなかったケース

は除いている。 



 

65 

SII-2-1 

（Pearson correlation: R＝842, n= 11, p<0.01）。この相関は比重の低い粒子を沈降物に取り込む過程の変

動機構がマイクロプラスチックの沈降フラックスの変動を支配していることを示唆している。堆積物中

では0～1 cmの層で比重が海水よりも低いものは検出されなかったものの、1～2 cmでは「ポリエチレ

ン」の出現が見られ、比重が低いものの割合の割合は0.3となっていた。比重の低いものであっても堆

積物中に埋設されていることが報告されているが（例えば、Matsunaga et al., 20172））、大槌湾でも同

様に密度の低いプラスチックが堆積物中に埋設されていることが明らかとなった。また比重が海水より

も高いマイクロプラスチックのみで算出した単位乾燥重量当たりのマイクロプラスチック数の平均値

は、200±300 particles g-1 (n=15)と、堆積物中の同数よりも高くなっており、これらの比重の高いプラス

チックも何らかの機構により除去されていると考えられる。 

大槌湾でのマイクロプラスチックの沈降フラックスの季節変動は表層部へのマイクロプラスチック

の流入量の季節変動性を連動している可能性が考えられるが、マイクロプラスチックの沈降フラックス

の季節変動性と同フラックスと比重の小さいプラスチックの寄与率の関係から、マイクロプラスチック

の沈降フラックスが１）懸濁物の量や、２）比重の小さい粒子を沈降物に取り込む過程の強弱により強

く影響を受けているが可能性が示された。また沈降したマイクロプラスチックの大部分は比重が海水よ

りも高いものも含め、少なくとも沈降した地点の堆積物中に埋設されることなく何らかの機構により除

去されていることが明らかになった。 
 

５．研究目標の達成状況 

以上、研究項目①②③について概ね目標を達成することができた。今後の研究のため未達成をあげ

れば、①に関しては、微細マイクロプラスチックを海水中から濃縮する技術の開発には成功したが、

実際に海水中の微細マイクロプラスチックの測定まで至らなかった。③に関しては、沈降物および堆

積物からのマイクロプラスチックの抽出操作の過程で残留する夾雑物除去が困難であり、採取したマ

イクロプラスチックのサイズ計測を実施することが出来なかった。試料を希釈すればサイズ計測は行

えたと考えているが、沈降フラックスの見積もりのに十分な試料数を得ようとすると、実験操作の回

数が増え、作業時間の増加が見込まれたことから、沈降フラックスの見積もりを優先し、サイズ計測

を断念した。さらなる解析には効率的な抽出方法の開発が不可欠と考えられる。また、サブテーマ間

で相互の結果を比較して、どのプロセスが沈降過程で重要かを評価することも必要だと考えられる。 
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Shimizu, T. Tokai, K. Uchida, M.Yagi, W. Zhang "A multilevel dataset of microplastic abundance in the 
worldfs upper ocean and the Laurentian Great Lakes" Microplastics and Nanoplastics, 1, 16, 2021. 
*2021 年に Nature Springer から創刊で IF は未確定。本論文は同誌のダウンロードランキング首位 

9) Alfonso, M. B., K. Takashima, S. Yamaguchi, M. Tanaka, and A. Isobe "Microplastics on plankton 
samples: multiple digestion techniques assesment based on weight, size, and FTIR spectoroscopy 
analyses" Marine Pollution Bulletin, 173, 113027, 2021  (IF: 5.553), 17% 
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10) Isobe, A. and S. Iwasaki "The fate of missing ocean plastics: Are they just a marine environmental 
problem?" Science of the Total Environment, 825, 153935, 2022 (IF: 7.963) 

【サブテーマ３】 

1) H. HINATA, H. OHNO, N. SAGAWA, T. KATAOKA, and H. TAKEOKA: Mar. Pollut. Bull., 160, 111548 
(2020) Numerical modeling of the beach process of marine plastics: 2. A diagnostic approach with onshore-
offshore advection-diffusion equations for buoyant plastics. (IF: 5.553), 35% 

2) H. HIANTA, N. SAGAWA, T. KATAOKA, and H. TAKEOKA: Mar. Pollut. Bull., 152, 110910 (2020) 
Numerical modeling of the beach process of marine plastics: A probabilistic and diagnostic approach with a 
particle tracking method. (IF: 5.553), 11% 

3) A. ISOBE, et al: Mar. Pollut. Bull., 146, 831-837 (2019) An interlaboratory comparison exercise for the 
determination of microplastics in standard sample bottles. (IF: 5.553), 3% 

4) N. SAGAWA, K. KAWAAI, and H. HINATA: Mar. Pollut. Bull., 133, 532-542 (2018) Abundance and size 
of microplastics in a coastal sea: Comparison among bottom sediment, beach sediment, and surface water. 
(IF: 5.553), 3% 

5) 桝本一成，加三千宣，日向博文：土木学会論文集 B2（海岸工学），Vol.74，No.2，I_1321-I_1326 (2018) 
別府湾におけるマイクロプラスチックの堆積フラックス 

 

＜査読付論文に準ずる成果発表＞ 

該当項目なし 

 

＜その他誌上発表（査読なし）＞ 

【サブテーマ１】 

1) Y. MICHIDA et al., Guidelines for Harmonizing Ocean Surface Microplastic Monitoring Methods. 
Version 1.1 (2019) 

2) 磯辺篤彦 “マイクロプラスチックの海洋学” JOSニュースレター, 7, 2-3, 2018 

3) 磯辺篤彦 “浮遊マイクロプラスチックによる海洋汚染と研究の最前線” 學士會会報, 932, 67-

73, 2018 

4) 磯辺篤彦 “海洋プラスチックごみの発生・移動とその行方” 廃棄物資源循環学会誌, 29(4), 

270-277, 2018 

5) 磯辺篤彦 "海洋プラスチック汚染に思う. 2019年 G20 への提言" 環境技術会誌, 173, 320-

321, 2018 

6) 磯辺篤彦 "浮遊マイクロプラスチックの計測と今後の研究課題" 環境と測定技術, 45(11), 10-

15, 2018 

7) 磯辺篤彦 "海洋プラスチックごみの輸送シミュレーション" 安全工学, 57(7), 451-457, 2018 

8) 磯辺篤彦 "海洋ごみ" 日本水産学会誌, 84(特別号：日本水産学会 85年史), 155-157, 2018 

9) 磯辺篤彦 "海域を漂流するマイクロプラスチックの現状と今後" 科学, 89(1), 42-45, 2019 

10) 磯辺篤彦 "海洋の浮遊マイクロプラスチック" 都市問題, 110, 18-24, 2019 

11) 磯辺篤彦 "海洋プラスチックゴミの発生とその行方" 都市清掃, 72(347), 27-32, 2019 

12) 磯辺篤彦 "海洋プラスチック汚染の過去・現在と今後" 化学物質と環境, 153, 1-4, 2019 

13) 磯辺篤彦 “海域に浮遊するマイクロプラスチック研究の最前線” 秋道智彌・角南篤編「海とヒ

トの関係学 2 海の生物多様性を守るために」, 西日本出版社, 54-65, 2019. 

【サブテーマ３】 

1) Y. MICHIDA et al., Guidelines for Harmonizing Ocean Surface Microplastic Monitoring Methods. 
Version 1.1 (2019) 

2) 日向博文，化学と工業，73, 8, 613-615 (2020) 
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3) White Paper of 8th Chemical Sciences and Society Summit (CS3), Royal Society of Chemistry, 1-46 
(2020) 

 

（２）口頭発表（学会等） 

【サブテーマ１】 

1) Isobe, A. “Recent and on-going activities on oceanic microplastic research in 

Japan”. NOWPAP meeting, (招待講演), Pusan (Korea), 2018年 6 月 

2) 磯辺篤彦 “海洋プラスチック汚染 〜海洋プラスチック汚染研究の現状と将来展望” マテリ

アルライフ学会(招待講演), 横浜市, 2018年 7月 

3) Isobe, A. “Recent microplastic activities in Japan -transport and fate of pelagic 

microplastics in the upper ocean”, Marine Microplastic Symposium (招待講演), Guiyang 

(China), 2018年 7月 

4) Isobe, A. “Japan’s efforts in standardization/harmonization of microplastic 

surveys, monitoring and modeling”, 2nd WESTPAC workshop (招待講演), Shanghai (China), 

2018年 10月 

5) 磯辺篤彦 “マイクロプラスチックは地球上でどのように移動しているのか”マテリアルライフ

学会マイクロプラスチックシンポジウム(招待講演), 横浜市, 2018年 12 月 

6) Isobe, A. “Marine Plastic Pollution in the present and future”S20 シンポジウム, 日

本学術会議講堂, 2019年 3月 

7) 磯辺篤彦 “海洋プラスチック汚染研究の現状と今後”日本化学会 R&D懇話会(招待講演), 化学

会館, 2019年 4月 

8) 磯辺篤彦 日本地質学会第 126 年学術大会での講演「海洋プラスチック循環研究の現状と展望」

（2019年 9 月 23日、山口市） 

9) 磯辺篤彦 令和元年度日本獣医師会 獣医学術学会年次大会での講演「海洋プラスチック汚染 ～

マクロプラスチックからマイクロプラスチックまで～ 」（2020 年 2 月 7日、東京都千代田区） 

【サブテーマ２】 

1) Yukio Masumoto, JpGU2021 (2021) Distribution and movement of microplastics in the 
Indian Ocean. 

【サブテーマ３】 

1) Hirofumi Hinata, Michinobu Kuwae, Issei Masumoto, Hayato Kawamata, Atsuomi Mase, Yoshiaki 
Suzuki, Narumi Tsugeki, Yoshio Hatada, Ocean Science Meeting, 2022, 70-year history of microplastic 
sedimentation flux recorded in the bottom sediment in a semi-enclosed bay. 

2) Nao Sagawa, Hirofumi Hinata, Xinyu Guo, Tomoya Kataoka, Hidetaka Takeoka, ECSA 58, 2021, A 
probability-based model of the beach process of marine plastics: Application to Hiroshima Bay. 

3) 松林亜美，佐川奈緒，日向博文，土木学会四国支部第 27回技術研究発表会，2021，広島湾にお

ける漂着マイクロプラスチック量とサイズの季節変化．  
4) 浅田歩美，川又勇人，真瀬充臣，日向博文，加三千宣，土木学会四国支部第 27回技術研究発表

会，2021，別府湾海底に堆積したマイクロプラスチックのサイズ特性． 
5) 佐川 奈緒, 河合 慶有, 日向 博文，JpGU-AGU Joint Meeting, 2020, 沿岸域における発泡スチロー

ル製マイクロプラスチックの動態推定． 
6) 日向博文, 加三千宣, 桝本一成, 川又勇人, 鈴木克明，JpGU-AGU Joint Meeting, 2020,   
別府湾におけるマイクロプラスチック堆積フラックスの 1940 年代からの変化． 

7) 日向博文, 加三千宣, 桝本一成, 川又勇人，JpGU-AGU Joint Meeting, 2019, 沿岸域におけるマイ

クロプラスチックの堆積フラックス. 
8) Hirofumi Hinata, Keita Mori, Kazuki Ohno, Yasuyuki Miyao, Tomoya Kataoka, ECSA 57, 2018, An 

estimation of the average residence times and onshore-offshore diffusivities of beached microplastics. 
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9) Nao Sagawa, Keiyu Kawaai, Hirofumi Hinata, ECSA 57, 2018, Size and space distributions of micro 
plastics in a coastal sea heavily used for aquaculture． 

10) 佐川奈緒, 日向博文，土木学会四国支部第 24回技術研究発表会，2018，広島湾・安芸灘におけ

るマイクロプラスチックの動態推定． 
11) 桝本 一成, 加 三千宣, 日向 博文，土木学会四国支部第 24回技術研究発表会，2018，別府湾に

おけるマイクロプラスチックの堆積フラックス． 
【サブテーマ４】 

1) Hideki Fukuda, Yuichiro Nishibe, Rei Yamashita, Hiroshi Ogawa: Ocean Science Meeting, San Diego, 
17 February 2020 “Settling mechanisms of microplastics in an estuary system in the northeastern Japan” 

 

（３）「国民との科学・技術対話」の実施 

【サブテーマ１】 

1) 一般向け書籍出版、磯辺篤彦(単著)「海洋プラスチックごみ問題の真実―マイクロプラスチッ

クの実態と未来予測」,化学同人, DOJIN選書86,192P,2020年8月出版 (2022年4月6版) 

2) 同上 韓国語翻訳版の出版 2022年2月 

 

以下、講演者は全て磯辺篤彦、特に記載がない限り聴講者は100人前後 

3) 北里大学 特別講義「海洋プラスチックごみの海洋学」（2018年 7月 13日、神奈川県相模原

市 50名） 

4) 鹿児島大学 先端科学特別講義「海洋プラスチックごみの海洋学」（2018年 7月 25日、鹿児

島市 30名） 

5)  2018年日化協ＬＲＩ研究報告会「海洋プラスチック汚染に対する学界の取り組み」（2018年

8 月 31日、東京都中央区 50名） 

6) ANAクラウンプラザホテル福岡 スタッフ向け講演（2018年 9 月 13日、福岡市 40名） 

7) 関西化学工業協会平成 30 年 9 月度理事会「海洋プラスチック汚染研究の最前線と今後の展

開」（2018年 9 月 14日、大阪市 40名） 

8) 一般財団法人化学物質評価研究機構 講演「海洋プラスチック汚染研究の現状と課題」（2018

年 10月 24日 埼玉県北葛飾郡 50名） 

9) 神奈川県相模原市立環境情報センター「海洋プラスチック汚染～漂流するマイクロプラスチッ

クの現状と未来～」（2018年 10月 27日、神奈川県相模原市 30名） 

10) つばさの会 会員向け講演（2018年 10月 30日、福岡市 9 名） 

11) タカミヤマリバー環境保護財団 タカミヤ・マリバー環境保護シンポジウム「海洋プラスチッ

ク汚染 〜マクロプラスチックからマイクロプラスチックまで〜」(2018年 11月 17日、北九

州市 100名） 

12) 特定非営利活動法人グリーンパートナーおかやま『世界の宝石～瀬戸内海』を磨くシンポジウ

ム（2018年 11月 18日、岡山市 30名） 

13) JBIB 企業と生物多様性イニシアチブ エコプロ 2018 シンポジウム 「ゼロからわかる海洋プ

ラスチック問題：海洋プラスチック汚染研究の現状と今後」（2018年 12 月 6日東京都江東区 

50名） 

14) 地球環境行動会議（ＧＥＡ）第４回勉強会での講演（2018年 12 月 12日、東京都千代田区 20

名） 

15) (一財)日本環境衛生センター 環境科学セミナー(環境省主催)「海洋プラスチックごみとモニ

タリング」（2019年 1月 22日、東京都墨田区 50名） 

16) 東邦大学習志野キャンパス『海洋プラスチックごみを考える』講演会（2019年 1月 22日、千

葉県船橋市 30名） 
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17) 良い食品づくりの会 「海洋プラスチック汚染 〜マクロプラスチックからマイクロプラスチ

ックまで」(2019年 2 月 18日東京都内 60名） 

18) 糸島市引津校区振興協議会 環境講演会「海洋プラスティック汚染とその対策」（2019年 2 月

24日、糸島市 50名） 

19) ぐりんぐりん古賀（古賀市環境市民会議） ”ぐりんりんフェスタ”講演（2019年 3月 2日、

福岡県古賀市 50名） 

20) 一般社団法人北海道バイオエコノミー研究所 講演「海洋プラスチック汚染 〜マイクロプラ

スチック研究の最前線と今後の課題」（2019年 3月 4日、札幌市 50名） 

21) 東海地区農林水産関連企業環境対策協議会 平成 30 年度担当者等研修会講演「海洋プラスチッ

ク汚染 〜浮遊するマイクロプラスチック研究の現状と今後」（2019年 3月 15日、名古屋市 

50名） 

22) 北九州市環境局職員向け講演「海洋プラスチック汚染の現状と将来」（2019年 4月 16日、北

九州市 40名） 

23) 東京大学大学院生向け講義「海洋問題演習 海洋プラスチック汚染に対する海洋科学からのア

プローチ」（2019年 4月 22日、東京都文京区 30名） 

24) 愛媛県環境保全協会会員向け講演「海洋プラスチック汚染 -現状と未来」（2019年 5 月 22

日、愛媛県松山市 

25) 佐賀市環境部環境政策課 佐賀環境フォーラム講演「海洋プラスチック汚染 ー大型プラスチ

ックごみからマイクロプラスチックまで」（2019年5月28日、佐賀市） 

26) （一社）日本環境測定分析協会 会員向け講演（2019年5月31日、福岡市 

27) 株式会社エステム 第 29 回環境フォーラム「プラスチックの恩恵と環境への影響」（2019年 6

月 4日、名古屋市） 

28) 広島弁護士会講演「海洋プラスチック汚染 〜浮遊するマイクロプラスチックの現状と影響、

今後の展望」（2019年 6 月 9日、広島市） 

29) 倉敷市主催 環境講演会での講演「ゼロからわかる海洋プラスチック問題」（2019年 6 月 16日、

岡山県倉敷市 

30) 日本財団・環境省共同事業 海ごみゼロ国際シンポジウムでの講演（2019年 6 月 17日、東京都

港区） 

31) （一社）全国清涼飲料連合会/（公社）食品容器環境美化協会『第３回海洋プラスチック問題勉

強会』での講演「海洋プラスチック汚染の現状と将来」（2019年 6 月 25日、東京都千代田区） 

32) （一社）全国清涼飲料連合会/（公社）食品容器環境美化協会『第３回海洋プラスチック問題勉

強会』での講演「海洋プラスチック汚染の現状と将来」（2019年 6 月 25日、東京都千代田区） 

33) 資生堂 社内研究討論会での講演「海洋プラスチック汚染研究の現状と今後」（2019 年 6 月 26

日、神奈川県横浜市） 

34) 壱岐島おこし応援隊チーム防人 第９回ボランツーリズム in壱岐での講演「海洋マイクロプラ

スチックの現状と影響」（2019年 6 月 30日、長崎県壱岐市） 

35) JAMSTEC 第 16 回地球環境シリーズでの講演「観測から予測へ －プラスチックオーシャンの未

来」（2019年 7月 30日、東京都港区） 

36) 佐賀経済同友会 9 月佐賀経済同友会会員向け講演（2019年 9 月 6日、佐賀市 

37) 大分大学 集中講義「自然科学特別講義１」（2019年 9 月 19日-20日、大分市） 

38) 福岡県庁 福岡県環境部研修での講演「海洋プラスチックごみの現状及び将来予測について」

（2019年 10月 21日、福岡市） 

39) 横浜川崎国際港湾株式会社 Yokohama Maritime Forum 2019での講演（2019年 10月 24日、神

奈川県横浜市） 

40) 日本環境衛生センター 第 63回生活と環境全国大会での講演「海洋プラスチック問題の現状と

取り組み」（2019年 10月 30日、熊本市） 
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41) 環黄海フォーラムでの講演（2019年 10月 31日、大韓民国忠清南道扶餘郡） 

42) グリーンパートナーおかやま 講演（2019年 11月 4日、岡山市） 

43) 日本技術士会九州本部環境部会での講演（2019年 11月 7日、福岡市） 

44) 独立行政法人国際協力機構（JICA）「海洋プラスチックごみの実態把握及び資源循環に係る本邦

技術の活用に向けた情報収集・確認調査」招へい計画における講義「海洋プラスチックごみ問題

の現状と将来予測、環境への影響および調査・研究手法」（2019年 11月 18日、東京都千代田

区） 

45) LCA 日本フォーラム 2019 年度ＬＣＡ日本フォーラム秋季セミナーでの講演「海域浮遊マイク

ロプラスチックの現状と将来予測」（2019年 11月 18日、東京都千代田区） 

46) 北海道環境財団 北海道 e-水フォーラムでの講演「海洋プラスチック汚染の現状と将来の展望」

（2019年 11月 21日、札幌市） 

47) 五島市海ゴミ交流での講演（2019年 11月 30日、長崎県五島市） 

48) 岩手県盛岡市役所「盛岡市ごみ減量資源再利用市民のつどい」での講演「海洋プラスチック汚染

の現状と将来」（2019年 12 月 2日、岩手県盛岡市） 

49) 佐世保市立宇久中学校での講演「海洋プラスチック汚染(マイクロプラスチック)、漂流漂着ゴ

ミ」（2019年 12 月 3日、長崎県佐世保市） 

50) 2019 年度国際標準推進と出口戦略シンポジウムでの講演「マイクロプラスチックによる海洋汚

染の実態とそのシミュレーション技術の開発」（2019年 12 月 5日、東京都千代田区） 

51) 瀬戸内海研究会議 海洋ごみ問題をテーマとした研究会議主催のワークショップでの講演

（2019年 12 月 10日、神戸市） 

52) 山口県立徳山高等学校「山口県生徒環境講座」(2019年 12 月 15日、山口県周南市） 

53) National Centre for Coastal Research (NCCR) The AdCoRe IP-2019での講演(2019年 12 月

17日-19日、インド チェンナイ） 

54) 滋賀県立高島高等学校「大学教員ビジット授業」での講義「海洋プラスチック汚染の現状と将

来」（2020 年 1月 20日、滋賀県高島市） 

55) 佐賀市ごみ減量セミナーでの講演「海洋プラスチック汚染の現状と今後」（2020 年 1月 23日、

佐賀市） 

56) 深江の自然と環境を守る会での講演（2020 年 1月 26日、福岡県糸島市） 

57) エネウィークでの講演「海洋プラスチック汚染の監視と将来予測における現状と課題」（2020

年 1月 27日、福岡市） 

58) 東京大学未来ビジョン研究センター「イオン未来の地球フォーラム」での講演（2020 年 2 月 1

日、東京都文京区） 

59) 千葉県 令和元年度廃棄物のリサイクル推進マッチングセミナーでの講演「海洋プラスチック

汚染の現状と今後」 （2020 年 2 月 3日、千葉市） 

60) 岡垣町主催令和元年度岡垣町環境問題講演会での講演「海洋プラスチック汚染の現状と私たち

にできること」（2020 年 2 月 9日、遠賀郡岡垣町） 

61) EPOC（環境パートナーシップ CLUB）総合事務局 2020 年愛知環境賞表彰式での講演「海洋プラ

スチック汚染の現状と将来」（2020 年 2 月 12日、名古屋市） 

62) エフコープ生活協同組合西部ブロック活動委員会主催 待ったなし！～海からの警鐘 なぜ今、

プラごみ～での講演「海洋プラスチック汚染 ー私たちにできることー」（2020 年 2 月 17日、

福岡市） 

63) 海洋プラスチック対策推進議員連盟総会での講演（2020 年 3月 31日、東京都千代田区） 

64) 令和２年度九州大学開学記念講演会での講演「海洋プラスチック汚染の研究最前線-マクロプラ

スチックからマイクロプラスチックまで-」（2020 年 9 月 19日、オンライン配信) 

65) 愛媛県庁県民環境部環境局 えひめ環境大学での講演「海洋プラスチック汚染の現状と未来」

（2020 年 10月 10日、愛媛県松山市） 
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66) 桂川・相模川流域協議会  第 26 回流域シンポジウムでの講演「海のプラスチックごみ問題の

真実」（2020 年 10月 25日、オンライン配信） 

67) Ocean Affair Council, The International Ocean Forum での講演「Recent advances in ocean 

microplastic research in Japan」（2020 年 11月 5日、台湾 オンライン） 

68) 遠賀川をきれいにしよう会主催講演「まったなしプラスチック海洋汚染～川から海へ～」（2020

年 11月 8日、福岡県直方市） 

69) 神戸大学『第 10回環境保全推進センター全学報告会』での講演「海洋プラスチック汚染研究の

現在と未来」（2020 年 12 月 11日、神戸市） 

70) 福岡市環境局「海洋ゴミを考えるオンラインセミナー」（2020 年 12 月 20 日、YouTube による

生放送） 

71) 公益社団法人日本包装技術協会 TOKYO PACK 2021 での講演「マイクロプラスチックによる海

洋汚染の実態と未来への提言」（2021 年 2 月 26日、東京都江東区） 

72) フィンランド「ヘルシンキ評議会」（HELCOM）主催単独講演会「Marine plastic pollution ~ 

current status and 50 years after~」（2021 年 3月 5日、オンライン） 

73) アイスランド政府等主催北極海洋プラスチックごみ関連会議での講演「Action in Japan ~2D 

mapping project of surface microplastic abundance in the world ocean」（2021 年 3月 10

日日本時間 9日深夜、オンライン配信） 

74) アイスランド大学主催単独講演会「Marine plastic pollution -current status and 50 years 

after」（2021 年 3月 10日、オンライン配信） 

75) 九州大学 Webinar100 研究の最前線から学ぶマイクロプラスチック汚染の現状とこれからの環

境科学 ～The Overview of Microplastic Pollutionand The Vision of Ecoscience～での講

演「データから読み解くマイクロプラスチック問題の現状と課題」（2021 年 3月 12日、オンラ

イン配信） 

76) 田川ふるさと川づくり交流会での講演（2021 年 3月 14日、福岡県田川市） 

77) 日本政府主催の海洋プラスチックごみ問題のウェビナー「Save the Oceans from Marine 

Plastic Litter: A Global Calling」（2021 年 3月 23日、オンライン配信） 

78) 唐津青年会議所まちづくり委員会 5 月講師例会での講演「科学の目で見た海洋プラスチック汚

染の現状とこれから」（2021 年 5 月 21日、オンライン配信） 

79) 西陵校区環境美化推進会議 西陵校区自治会向け講演（2021 年 7月 8日、福岡市西区） 

80) 糸島ロータリークラブ「 海洋プラスチックごみ問題の環境教育の一斉授業」糸島市内の中学生

向け講座（2021 年 7月 16日、福岡県糸島市） 

81) 福岡県と静岡県連携のオンライン環境講座での講演「科学の目で見た海洋プラスチック汚染の

現状と将来」（2021 年 10月 9日、福岡県宗像市） 

82) ふくおか市民政治ネットワーク・岡垣 団体関係者向け講演「科学の目で見た海洋プラスチッ

ク汚染」（2021 年 10月 28日、福岡市東区） 

83) 福岡県神道青年会「ラブアース・クリーンアップ２０２１」での講演「科学の目で見た海洋プラ

スチックごみ問題」（2021 年 11月 5日、福岡市） 

84) えーるピア久留米 生涯学習センター 令和３年度えーるピアカレッジ(後期)での講師「科学

の目で見た海洋プラスチックごみ問題」（2021 年 11月 9日、久留米市） 

85) 四日市メリノール学院 中学校・高等学校での講義「海洋プラスチック汚染 私たちにできる

こと」（2021 年 11月 19日、三重県四日市） 

86) 一般社団法人 岡山経済同友会、環境・エネルギー委員会 特別講演会での講演「科学の目で見た

海洋プラスチックごみ問題」（2021 年 11月 30日、岡山市） 

87) 日本環境アセスメント協会（関西支部）技術セミナーでの講演「海洋マイクロプラスチックの調

査とモデリングにおける現状と今後」。（2021 年 12 月 1日、大阪市） 

88) 九大研究者 5 名×大利中学校 3 年生 5クラスの対話型サイエンス授業「科学の目で見た海洋プラ
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スチックごみ問題」（2021 年 12 月 10日、大野城市） 

89) 国際ロータリー2700 地区 第 3グループ主催、2700 地区 第 3グループ インターシティーミ

ーティングでの講演「科学の目で見た海洋プラスチックごみ問題 ー私たちにできること」

（2022年 2 月 19日、福岡県直方市 

90) 公明党政務調査会「海洋プラスチックごみ等対策推進委員会」での講演「マイクロプラスチック

の海洋汚染問題の現状と対策」（2022年 2 月 24日、オンライン） 

 

【サブテーマ３】 

1) 日向博文，放送大学広島学習センター，2018年，聴講者50名，広島湾・安芸灘海域におけるマイ

クロプラスチック汚染について． 

2) 日向博文，愛媛県立松山東高等学校における特別授業「海洋プラスチック問題について」（2020
年11月5日，聴講者10名） 

3)日向博文，愛媛県プラスチック資源循環シンポジウムin南予，主催：愛媛県，2021年2月6日，聴講
者150名，海洋プラスチック問題〜西部瀬戸内海の特徴について〜． 
4)日向博文，愛媛県海洋ごみ対策セミナー，主催：愛媛県，2021年11月13日，聴講者100名，県内海洋

プラスチックごみ問題と回収活動の意義． 

 
（４）マスコミ等への公表・報道等＞ 

【サブテーマ１】 

<新聞> *コメント掲載のみは除く 

1) 日本経済新聞（2018 年 7月 2日）「プラスチック ＥＵ規制案  海洋ごみ、日本の汚染深刻」

記事内で研究結果を紹介 

2) 環境新聞（2018 年 11月 21日）「磯辺 篤彦 九州大学教授～プラごみ対策 日本は世界の枠組み作

り主導を－海洋汚染問題、温暖化と同じ道筋を辿る」インタビュー記事が掲載 

3) 読売新聞（2019 年 1月 15日）「ストロー排除より確実…片手でできる海洋プラ削減」磯辺教授の

解説が掲載 

4) 毎日新聞（2019 年 1月 25日）「マイクロプラスチック１０年後に倍 九大チーム、太平洋の濃度

予測」研究成果発表に関する記事が掲載 
5) 朝日新聞（2019 年 1月 25日）「微小プラごみ「６０年までに４倍」 太平洋の浮遊量を予測 九

大・東京海洋大など」研究成果発表に関する記事が掲載 
6) 日本経済新聞（2019 年 1月 25日）「太平洋を漂うプラごみ、30 年までに倍増 九州大など 海洋

汚染深刻に」研究成果発表に関する記事が掲載 
7) 環境新聞（2019 年 1月 30日）「マイクロプラ浮遊量、日本周辺の海で約４倍に～九州大・磯辺氏

ら世界初・将来予測―2060 年に 1グラム／立方メートル、生物影響の懸念」研究成果発表に関す

る記事が掲載  

8) 水産グラフ（2019 年 4月 10日）「海洋プラスチック汚染～マイクロプラスチック研究の最前線と

今後の課題～」3月 4日札幌市での講演内容が掲載 
9) 日本経済新聞（2019年 8 月 1日）「プラごみ汚染 どう防ぐ 根拠ある目標必要」インタビュー記

事が掲載 

10) 北海道新聞（2020 年 1月 19日）「はなし秒ー食物連鎖を脅かすプラごみ。出さないこと大事」2019

年 11月 21日札幌市内で行った講演内容が掲載 

11) 糸島新聞（2020 年 1 月 31 日）「プラごみ、世界中の海に 磯辺九大教授 深江で講演」1 月 26 日

糸島市内で行った講演内容が掲載 

12) 毎日新聞（2020 年 2 月 17日）「けいざいフラッシュ 未来の地球フォーラム」記事内で 2 月 1日に

行われたパネル討論の内容が掲載 

13) 日刊工業新聞（2020 年 7月 31日）第 2部 9面「海洋プラ問題の実態」磯辺教授の概説記事が掲載 
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14) 読売 KoDoMo新聞（2020 年 8 月 6日）「海岸のプラごみ」記事内で海のプラごみ調査方法を紹介 

15) 西日本新聞（2020 年 8 月 9日）社説・コラム「正しく削減への合意形成を 磯辺篤彦氏」が掲載 

16) 読売新聞（2020 年 8 月 30日）［あすへの考］「【マイクロプラスチック】プラごみ排出規制、考え

る時…九州大教授・磯辺篤彦氏」 

17) 北海道新聞（2021 年 8 月 30 日）「海洋プラごみ 抑制待ったたなし 九州大教授 磯辺篤彦さん 

削減目標設定へ研究」掲載 

18) フランスの新聞ル・モンド Le Monde（2021 年 9 月 10日）Isobe et al. (2021)の内容が紹介 

19) 産経新聞（2022年 4月 9日）「消えた５億トンのプラごみの行方 海洋流出は氷山の一角」記事 

 

<テレビ・ラジオ> 

1) BS日テレ『深層ＮＥＷＳ』（2018 年 7月 13日）「深刻！海洋汚染 プラスチックごみ どう削
減？」にスタジオ生出演 

2) テレビ西日本『ももち浜Ｓ特報ライブ』（2018 年 8月 10日）「分解されず海中浮遊 福岡でも対

策 微小でも影響大 海を汚すプラスチック」 に VTR出演 

3) FBS福岡放送『めんたい Plus』（2018 年 8月 23日）「プラステック製は使わない？ストローを

めぐる動き福岡でも」に VTR出演 
4) BSフジ『プライムニュース』（2018 年 8月 24日）「深刻化する海洋汚染 廃プラスチック最前

線」にスタジオ生出演 

5) 九州朝日放送『アサデス。』（2018 年 8月 30日）「福岡のホテルでも…脱ストローの問いかけ」

に VTR出演  
6) TVQ 九州放送『NEWSふくおかサテライト』（2018 年 10月 12日）「脱プラスチック 福岡で

も 」に VTR出演 
7) NHK E テレ『視点・論点』（2018 年 11月 7日）「海洋プラスチック汚染の行方」にスタジオ出

演 

8) 中国放送『イマなまっ！』（2018 年 12月 11日）「マイクロサイズの大問題！プラゴミの現状」

津久茂海岸での解説で出演 
9) TBS テレビ・ニュース（2019 年 1月 24日）「マイクロプラスチック浮遊量、５０年後には４倍

になる海域も」 

10) フジテレビ『プライムニュース α』（2019 年 1月 24日）「海洋生物へ悪影響 海洋プラごみ 40
年後には 4倍に」 

11) 九州朝日放送『アサデ ス。』（2019 年 1月 25日）「世界初 九大がマイクロプラスチック予測 
微小プラごみ 2060 年 4倍に」に VTR出演 

12) 九州朝日放送『シリタカ！』（2019 年 1月 25日）「世界初マイクロプラスチックの将来予測 
2060 年今の 4倍に」に VTR出演 

13) NHKニュース（2019 年 1月 27日）「マイクロプラスチック 2060 年ごろまでに４倍に」  
14) RKB毎日放送『今日感テレビ』（2019 年 1月 31日）「深刻・・・マイクロプラスチック１０年

後２倍に」に VTR出演 
15) NHK BS プレミアム（2019 年 3月 16日）「地球最後の秘境 南極大紀行 〜ペンギンの楽園〜」

に VTR出演  
16) FBS福岡放送『ニュースめんたい Plus』（2019年 5 月 24日）「プラスチックゴミを考える 生き

物への脅威 福岡の海岸でも」に VTR出演 

17) TBS テレビ『新・情報７daysニュースキャスター』（2019年 6 月 1日）「日本を覆う”漂着ごみ” 

背景に世界の”ごみ戦争”」に電話出演 

18) 九州朝日放送『アサデス。』（2019年 7月 11日）「暮らしに身近なプラ製品を削減へ 広がる”脱
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プラスチック”の知恵」に VTR出演 

19) 九州朝日放送『サワダデース』（2019年 9 月 10日）「脱プラスチック～今私たちにできること～」

に VTR出演 

20) NHK 福岡拠点放送『実感ドドド！』（2019 年 10 月 4 日、再 10 月 5 日）「世界遺産・宗像の海が大

ピンチ！?」に VTR出演 

21) NHK『にっぽんぐるり』（総合：2019 年 10 月 24 日、BS1：11 月 1 日)「世界遺産・宗像の海が大ピ

ンチ！?」に VTR出演 

22) 岩手めんこいテレビ『mit ライブニュース（ミットライブニュース）』（2019年 12 月 11日）「「SDGs」

持続可能な開発目標とは 地熱発電・環境保全 県内で学ぶ」に VTR出演 

23) NHK E テレ『又吉直樹のヘウレーカ！ 』（2020 年 2 月 5日、再 2 月 7日、再 4月 20日 E ﾃﾚｻﾌﾞﾁｬﾝﾈ

ﾙ）「プラスチックがどうにも止まらない！？」に出演 

24) TVQ 『ふくサテ！』（2020 年 2 月 21日）「レジ袋「有料」義務化 特集  

25) FBS福岡放送『めんたいワイド』（2020 年 3月 5日）ドキュめん「プラスティックによる海洋汚染」

で 2 月 17日の講座の様子が放送 

26) ラジオ J-WAVE 81.3FM『Across The Sky』（2020 年 7月 19日）番組のコーナー「WORLD CONNECTION」

にリモート出演 

27) ラブエフエム国際放送（2020 年 10月 23日）ラジオ特別番組「ラブアース・クリーンアップ きれ

いな海を未来へ」に出演 

28) ラブエフエム国際放送（2020 年 11月 4日）ラジオ番組「月下虫音 (げっかちゅうね)」に生出演 

29) テレビ朝日（2021 年 1月 16日）報道ステーション「”海洋プラごみ”削減の「未来図」」に VTR出

演 

30) NHK総合（2021 年 2 月 28日）2030 未来への分岐点 (3)「プラスチック汚染の脅威 大量消費社会の 

限界」 で研究室の様子や研究活動について紹介 

31) ラブエフエム国際放送（2021 年 4月 21日）ラジオ番組「月下虫音 (げっかちゅうね)」に生出演 

32) ＨＢＣ北海道放送『今日ドキッ！』（2021 年 4月 28日）、ＴＢＳテレビ『ＪＮＮニュース』（2021

年 4月 29日）「海洋ブラスチックごみ 廃棄漁網の再生」 に VTR出演 

33) NHK総合（2021 年 10月 22日、再 2021 年 10月 23日、11月 9日）ザ・ライフ「人とプラスチックと

この世界～九州 海辺の風景～」に出演 

34) NHK総合（2022年 1月 27日）所さん！大変ですよ「海岸に漂着 巨大生物の正体とは？」に出演・

監修 

35) NHK秋田（2022年 1月 27日）ニュースこまち「なぜ？プラスチックごみが、まるで「地層」」に VTR

出演 

36) NHK総合（2022年 4月 22日）NHK NEWS おはよう日本 特集「プラスチックごみ 大半が海でなく

陸上に」で VTR出演 

 

【サブテーマ３】 

1) 愛媛新聞（2018年7月26日，「海底汚染 海面の数万倍」） 
2) 朝日新聞デジタル（2021年5月31日，「人新世 地質時代に加わるか 別府温泉前の海底に痕

跡」） 
 

（５）本研究費の研究成果による受賞 

1) 磯辺篤彦 環境大臣賞(環境保全功労者表彰) 2018/6/13 

2) 磯辺篤彦 内閣総理大臣賞 海洋立国推進功労者表彰 2019/8/22 

3) 磯辺篤彦  文部科学大臣表彰 科学技術賞(研究部門) 2020/4/14 
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4) 磯辺篤彦 西日本文化賞(西日本新聞社) 2020/11/3 
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[Abstract] 
 

Key Words:  Ocean plastics, Macroplastics, Microplastics, Particle tracking model, 

Tracer model. Sinking rate 

 

 

   A total of 8,218 pelagic microplastic samples from the world’s oceans were synthesized 
to create a dataset composed of raw, calibrated, processed, and gridded data which are made 

available to the public. The raw microplastic abundance data were obtained by different 

research projects using surface net tows or continuous seawater intake. Fibrous 

microplastics were removed from the calibrated dataset. Microplastic abundance which 

fluctuates due to vertical mixing under different oceanic conditions was standardized. An 

optimum interpolation method was used to create the gridded data. Using the dataset for 

validation, a budget for ocean plastic mass was estimated based on a combination of 
numerical particle tracking and linear mass-balance models. In the particle tracking mode, 

ocean-beach exchanging processes are included on the basis of the field experiment to 

estimate average residence time of macro and microplastics littered on beaches. Integrating 

the time series of worldwide macroplastic emission from both rivers and the fisheries 

industry over the period 1961–2017 yielded a total mass of 25.3 million metric tonnes (MMT). 
Overall, 23.4% of ocean plastics were macroplastics on beaches. Meanwhile, 66.7% of ocean 

plastics were heavier than seawater or microplastics removed from the upper ocean and 

beaches, which are difficult to monitor under current observation frameworks adopted 

worldwide. Part of removal from the upper ocean is caused by settling processes into the 

deep layers. The settling processes were also evaluated using a sediment trap and sediment 

cores sampled from the actual ocean. 

 


